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宮写 1 主主.

1. 1. まえカEき

事首 -O=CT 

昭和32年8月27日、日本で最初の原子炉(JRR-I)が茨城県東海村で臨界に達し

た。その後、原子力発電所が次々に建設され、昭和田年3月現在、日本で稼働中の

電気事業用原子力発電所は、 35基、総出力は2788万kwである。これは、水力および

火力を合わせた全電標設備量の18%、発電量で見れば31.7%を占める o 将来におい

ても電気事業審議会がまとめた長期電力需給の見通しによると、昭和75年度で発電

電力量の40%を原子力が占める計画となっている。このように、原子力発電が着実

に増加しているにもかかわらず、原子力発電に必要なウラン糧縮や使用許核燃料再

処理、さらに、原子力発電から発生する放射性廃棄物処分に関する研究開発は遅れ

ているのが実情である。

原子力委員会がまとめた原子力開発利用長期計画では、上記のような状況を考醸

して、原子(接)燃料サイクルの確立を重要課題の lつに上げている。原子燃料サ

イクルの中で、ウラン燃料加工については、早くから事業化されているが、その他

の分野、すなわち、ウラン濃縮、使用済み接燃料再処理および放射性廃棄物処分等

に関しても、具体化している事業化計画を推進する必要性が強調されている。

このような原子燃料サイクル諸施設の建設に関しては、これまであまり問題にな

らなかった長半減期接種(例えば、ヨウ素-129 [1 2 9 I] ，テクネチウムー99[99TcJ 

，ニッケル 63[63NiJ ，炭素-14[HC] ，プ'ルトニウムー239[239PU] ，ネプツニ

ウム-237[237Np] 等〉による被曝線量評価が重要な問題となる。我が国において、

環境中における放射性接種〈以下、 RIと記す〉の挙動や生物への移行、すなわち、

ラジオエコロジーの研究が推進されたのは、 1950年代後半から60年代にかけてであ

る。この時期に、多くの槙実験が実施され、大量の放射性降下物(以下、プオール

アウトと記す〉が地表に降下したため、種々の環境試料中の放射性接種の分析法の

確立、水産生物および農作物への移行・濃縮に関する多くの研究が行われた。しか

しながら、これらの研究の多くは槙分裂生成物のストロンチウムー90[9 DSr]やセ

シウム寸37[137CsJ、亜鉛-65[65Zn]等の誘導放射性核種に関するものであり、

長半減期核種に関しては、 14Cを除いてほとんどない。近年、環境中のレベルは低



いけれども、人体への影響が大きい 239PU に関する研究が行われてきたが、その他

の長半減期槙者nについてはほとんど研究されていない o 人体への被曝線量を評価す
る上で、長半減期接種は、短半減期核種とは異なり、環境中における蓄積や循環を

考慮する必要がある o 例えば、 RIを含んだ地下水や河川水が権概水として利用され、

RIが畑土および水田土壌に蓄積される。土壌深部へ浸透した一部のRIは、再び地下

水に入り、権概水として使用される o さらに、地下水や河川水は飲料水としても利

用きれる。このような点から、施設から放出される長半減期核種による人体への被

曝線量を評価するためには、施設周辺だけではなく広域における、これまで得られ

ていない種々のパラメ←タ(個々のパラメータについては、第2章2節で詳しく述

べる〉が必要となる o 我が固においては、原子力発電所がすべて沿岸に建設されて

いることもあり、海産生物への移行・糧縮に研究の主力が住がれてきたため、農作

物に関する研究は少ない。本研究は、原子燃料サイクル諸施設などから環境へ放出

が予想される長半減期核種の中で、人体への被曝線量評価上、特に重要と考えられ

る1291の農作物への移行に関してまとめたものである o 本研究の中で、 I2 9 1を対象

とする目的は、次のような理由からである o

① 放射性ヨウ素(129 [や 131[)は、原子燃料サイクル諸施設から環境中へ放出

が予想される核種の一つである。特に、再処理施設からは、種々のフィルター

により極力環境中への放出が押さえられてはいるが、一部は環境中に放出され

ること

(i) 129[は、半減期がl600万年と非常に長〈、環境中、特に施設周辺の土壌に菩

積される可能性があること

③ 人体に摂取された放射性ヨウ素は安定ヨウ棄とともに人体の甲状腺に蓄積さ

れる o 放射性ヨウ素による甲状腺被曝は、放射線による被曝の中でも特に大き

な割合を占め、重要なものの一つであること

④ ヨウ棄は、環境中で種々の化学形で存在するため、 1291の環境中での挙動や

農作物への移行を考える場合、その化学形も考慮しなければならないが、十分

なデータはほとんどないこと

⑤ これまで 13 1 1に関しては、大気→農作物への移行についてある程度、データ

の蓄積がある o しかし、 13I [ と1ZS [とでは、被曝線量評価上、対象となる移行

経路や農作物が異なる。したがって、同じ放射性ヨウ素であっても、 1291の被

曝線量評価上のパラメータは、後述するように、 13 I 1と同じ値が使えるパラメ
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ータとf吏えないパラメータとカtあること

本研究の中では、 I29 1ではなく I3 I [や I2;' [をトレーサとして用いている o それは、

1 Z 9 1が放出する放射線のエネルギ- [s-線.x線および Y線 (39.6keV) 1は低
く、劃定が困難である上、物理的半減期が長く放射性廃棄物の処理が困難であるた

めである。 I3 I 1の物理的半減期は8日で、放出する Y親は346keVであり、 Na!シン

チレーションカウンターやGe(Li)半導体検出器により測定が可能である。 12;'!の場

合は放出放射線のエネルギーは低いが、物理的半減期が60日で取り扱い易い核種で

ある。どの接種を用いて実験を行っても、その化学形や濃度が同じならば同じ結果

が得られる。

1. 2. 本論文の構成

本研究では、はじめに第2章 l節において、アオールアウト核種の 137CS と刊Sr、

さらに、 I3 I 1の農作物への移行に関する従来の研究をまとめた。第2節では、 1291

の被曝綿量評価上、重要と考えられるパラメータについて検討した。被曝線量評価

モデルの中で、農作物への移行に関するパラメータについて 129[と I3 1 1との比較を

行い、 IJ 1 1の値と同じものが使用できるパラメータであるか、新たに求めなければ

ならないパラメータであるか等を検討した o

第3章では、特に経根吸収による農作物への移行を取り上げた。土壌から農作物

への移行に関しては、土壌、気候、さらに、農作物の種類や栽培条件等が諸外国と

異なるため、我が国独自のデータの蓄積をはかる必要があるが、前述したように、

これまで我が国ではこの種の研究は、 137CS と刊Sr以外ほとんどない。したがって、

第2節では、 1291に隈らず、種々のRIの土壌から農作物へのRI移行に関する計算モ

デルについて詳述した。そして、第3節では、第2節で検討した計算モデルの中で、

最も現実的な移行計算モデルである移行係数モデルに着目して、そのキー・パラメ

ータである移行係数の変動に関して、欧米での研究を中心に検討を行ったD

第4章では、砂質、水田および畑土壌中におけるヨウ棄の挙動に関して、その化

学形の違いを中心に述べた。前述したように、長半減期核種の被曝線量評価を行う

場合、広域におけるRIの蓄積・移動を把握する必要がある。環境中におけるヨウ素

の主要な化学形は、 1-および103-であるので、これらの形態別挙動について検討し

た。すなわち、地下帯水層を対象止した砂質土壌に関しては、カラムおよびパッチ

実験を行い、流出パターンやカラム内吸着分布を求めた。まfこ、木田および畑で採
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取した土壇(以下、それぞれ水田および畑土壌と記す〉に関しては、加熱処理やY

線を照射した土壌試料を用いて、ヨウ素の吸着に関する土壌水分や土壌徴生物の影

響をパッチ実験により検討した。

第5章では、経根吸収による農作物への移行に関して、水耕法および土耕法によ

り行った実験について述べた。我が国では、後述するように、 RJの農作物への移行

に関する報告は多くない。第2節では、 7種類の農作物を用いて、水耕法による短

期閣の吸収実験から、放射性ヨウ棄の農作物内での分布を比較検討し、土壌から農

作物への放射性ヨウ素の移行に関し、特に重要となる農作物の選定を行った。さら

に、第3節においては、ヨウ素だけではなく、 1J7CSやS5Sr等の農作物可食部への

移行に関しても検討を行い、その作物による違い(作物間差〉および接種による違

い(核種間差〉を明らかにした。第4節では、被曝線量評価上、最も重要と考えら

れる水稲への移行に関して、土耕法により検討した。

第6章では、大気から農作物への直接経路に関してまとめた。すなわち、水稲へ

の移行が重要であるがほとんどデータがないこと、および農作物へのヨウ棄の移行

については、 J2の化学形が最も移行しやすいことを考慮して、ガス状ヨウ素 (12)

の水稲(米〉への移行に関して問題点を整理し、実験的に検討を行った。
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首宰 2 主主. 在主卦そ OJ吾汗ヲEと R司是重点主主

2. 1. 放射性接種の農作物への移行に関する従来の研究

2. 1. 1. はじめに

環境中には、天然放射性被種と人工放射性核種が存在する o 天然放射性接種は、

地球起療の核種と宇宙線との相互作用や自発槙分裂などにより生成される接種とに

大別される o 人工放射性核種としては、核実験による核分裂生成物がほとんどであ

る。これらの核分裂生成物は、フォールアウトとして長期間にわたり地球上に降下

し、環境中に広〈分布している。

近年、原子力平和利用に伴う原子力発電所や核燃料再処理工場などの原子燃料サ

イクル諸施設から人工放射性核種が環境中に放出されている。フォールアウトの量

に比べると、これらの施設から放出される人工放射性核種の量は非常に少ないが、

将来にわたり増加の傾向にある。 RIの人体への被曝線量を予捌し、それを低減させ

るためにも、環境中におけるRIの分布・挙動を明らかにする必要がある。

陸圏に放出されたRIによる人体への被曝融量を評価する上で、農作物経路による

被曝は最も重要な経路の lつである。農作物経路には、直接経路と経根底収経路の

2つ1)がある(図 2.1) 0 前者は、大気中に放出されたRIが農作物の地上部(茎葉

部、花部および子実部など〉に付着・補捉されて農作物体内に取り込まれる経路で

あり、後者は、大気中のRIが土壌表層に降下した場合や、 RIが混入した地下水を潅

甑水として利用した場合等、土壌に存在しているRIが根部を介して作物体内に吸収

される場合である。陸圏に放出されたRIの農作物への移行量は、この 2つの経路か

らの和2)として与えられるロ

本節では、フォールアウト中の90Srおよび 137CS等の直接経路と経担吸収経路に

よる農作物への移行、さらに、 13 1 1の直接経路などの従来の研究について述べる。

2. 1. 2. 放射性接種の分布・挙動

前述したように、人工放射性接種には、大別して核実験と原子燃料サイクルを含

む原子力平和利用のための諸施設に由来するものとがある o 槙実験に由来するRIの

中で、人体への被曝線量評価上重要な槙種は、比較的長半減期の刊Srと137CS であ

F
h
u
 



葉茎・モミへの草壁並差

( 1 )乾性沈着 [ガス状、粒子状]

(2)湿性沈着 [雨、霧など]

葉寸
モミ イ → 吸収→移行 → 子実〈玄米・由来〉

根」

則

↓

葉

Rl 

モミ〈租〉

Rl 

稗・節

土壌溶液

2 :土壌からの経担吸収

図 2.1 RIの農作物(米〉への移行経路
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る。原子燃料サイクル諸施設などから大気中に放出されるRlは、事故時と平常時と

では異なる o 平常時の場合、放出量が多いという点からはクリプトン-85[85KrJ 

とトリチウム [3H Jが、環境への蓄積という観点からは12哩l、99Tcおよび 239PU

等が考えられる。一方、事故時の場合、物理的半減期は短いが、核分裂生成率が高

く、甲状腺に蓄積されやすいことから、 1311が特に重要視される。さらに、放射性

廃棄物の陸地保管や地中処分施設から環境中へ流出すると考えられるRIti，長半減

期核種が対象であり、上述の12 9]、99Tcおよび 239PU以外に90Srや1J7CS、日Niや

他の超ウラン元素が加わる o これらの核種の中で、刊Srと137CSの両鞍種について

はよく調査 J) されている。したがって、これら両核種の環境中での分布・挙動~ ， 5) 

について、はじめに概説する。

地球規模での 90Srの土壌蓄積量をみると、北緯30~60。地帯が最も蓄積量が多い。

これは、接実験が北半球の中緯度地帯に集中して行われたことによる o 我が国にお

けるプオールアウト中の日Srや137CSの降下量は、日本海側が多く、太平洋側が少

ない傾向を示す o 図 2.2と図 2.3に札幌、秩回、仙台、東京、大阪、福岡の6地

点における90Srの年間降下量と積算降下量の経年推移6)を示す。 1980年末までの積

算降下量は、秩田が最高で、約 5.6GBqCl50mCi)・km-2、大阪が最低で約2.1GBq

C57mCi)・km-2、6地点の平均値は約 3. 4 G Bq ( 92mC i )・ km-2である。

一方、地表面に降下したフオ←ルアウト核種は、その一部は表面流出や舞上りな

どにより除去されるが、大部分は地表面の浅い部分、。~20cm 以内に長期間とどま

る。図2.4は1965年、 1969年および1974年における各地域別の木田作土中の置換態

9日Sr含量を比較したもの 7 である o 各年度とも、日本海側が全般に高く、中央部が

これに次ぎ、太平洋側のうち特に西南部が低い傾向を示す。畑作土中の置換態90Sr

含量71および未耕作地の表層土壌中の刊Srおよび1J7CS含量の全国分布8，引も、水

田作土中の置換態90Srの分布と同じ傾向を示す。これらの分布傾向は、年間降下量

全国分布と高い相関のあることが報告引されている。また、全国的な調査だけでは

なく、局地的な調査においても、年間降下量とアオールアウト中の IJ 7CSの蓄積量

との聞に高い相関 I引が認められている o 日本各地における農作物のアオールアウ

ト中の90Sr糧度は、農耕土壌中の置換態90Srの全国分布と類似の傾向7)を示し、日

本海側が高く、中央部がこれに次ぎ、太平洋側で低くなっている o

地表面に保持されたフォールアウト核種は、降水により徐々に深部へと移動する。

降水中のフォールアウト核種の揖度が低い現在、地表近傍のフォールアウト核種濫

-7-
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度は減少していく傾向にある o 図2.5 は、日本各地における地表O~5cm層中の 90Sr

の平均糧度に対する 5~15cm 層中の糧度の比の経年変化 11 を示したもので、最初、

O~5cm 層に保持されていた刊Srが、徐々により下方へ移動していることを示して

いる o 農耕土壌については、水田作土中および畑作土中の置換態9DSrはそれぞれ約

7.5年および約9年で半減することが報告引されている o

表層からより深部へ移動したフォールアウト核種は、やがて地下水に達し、地下

水によって輸送される。したがって、地下水を飲料水あるいは権概木として利用す

ることによる被曝の可能性が増大すると思われる。鎌田 l引は、山形県や茨域県に

おいて深度約10mまでの土壌を採取し、深度別の刊Sr謹度を測定した。それによれ

ば、大部分が地表付近に残っているものの、地下数mの腐植やローム層にもピーク

がみられることを報告(図2.6)している。

アオールアウト中で、日Srと131CS の他に重要な核種の lつにPUがある o 日本の

主要河川水中のPU溝度 13) を表2.1に示す。 8河川の平均PU糧度は 3. 9 x 10 -2 mBq • 

Q-Iで、このうち約1/3に当る1.4x lO-z mBq' Q-Iは懸濁状態で存在していた。

原子力施設由来の人工放射性接種については、我が固においても検出された例が

いくつか報告されている。渡部ら 10は、福井県において、降下塵、松葉などの環

境試料中の放射能調査を実施し、施設近傍で60Co、 54Mnを検出している o 昭和52年

度の施設近傍(約lkm)における 60Coおよび54Ynの年間降下量は、それぞれ卜6Bq. 

m-Zおよび2.5Bq'm-2である o 松葉中の糧度の最高は、 60Coについて 2.7Bq . kg-I 

(dry)、5'Mnでは 2.8Bq・ kg-1(dry)であった。加藤ら 15) は、原子炉冷却水の漏水

事故により、環境中に流出した 60Coを利用して、砂質土壌中における移動特性を研

究している。また、米国や西独では再処理施設周辺の環境試料中に施設由来の 1Z 9 1 

が検出きれているが、わが国においても、村松ら 16)1 7)が東海村周辺および日本各

地の土壌や雨水などの環境試料中の 1Z 91の分析を行っている。土壌中における放射

性ヨウ棄の分布や挙動に関する研究は、第4章において詳述する。

← 10-
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表 2.1日本の河川水中の239.2'OpU糧度 0966......1967)

230，2'0 P u 

河川名 溶 液 懸 濁

(μBq.{rl) 
北上川 25.2土2.6 21.1士2.2

最上川 66.6土3.7 21.1士2.2

信糧川 8.5士0.7 14.1:i:1.1 

木曾川 18.9土1.9 1O.7:i:0.7 
利桂川 153.9土7.4 7.8:i:0.7 

淀 111 2.6土0.4 4.8:i:0.4 

旭 111 9.6:t0.7 8.5土0.7

吉野川 18.9:i: 1.9 12.2士1.1

加重平均 38.5 13.7 
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2. ト 3. 大気から農作物への移行

大気から農作物への移行という点から、アオールアウト槙種に関しては、比較的

半棋期が長い90Srおよび 137CS が、また、原子力諸施設(原子力発電所、核燃料再

処理施設等)に由来する棋種に関しては、物理的半減期は短いが、核分裂生成率が

高〈甲状腺に蓄積されやすい JJ I 1が重要視され研究 18-21)が行われてきた。一方、

1HIは量的には少ないが、長半誠期核種であるため、 JJ 1 1では物理的半棋期による

揖衰効果のため無視できた米・麦への移行が重要となり、同じく量的には少ないが

人体に取り込まれた場合の膨響が大きいという点から 239pU などが、注目される核

種となる。

大気から農作物へのRIの移行量は、 RIの種類や、環境中でのその存在形態によっ

て異なるo 一般に、大気中に放出された時の刊Srや J37CS は、大部分が徴粒子状で

ある 21) と考えられており、放射性ヨウ素の場合は気体状で存在する割合が多いと

予想221 されている。以下、現在までに比較的研究報告が多いアオールアウトヨOSr

および 137CS の米・麦への移行およびガス状 1311の農作物への移行について述べるロ

市川iら23) は、小麦及び木捕の出穂直前に袋やヒザニールカバーをかぶせて、直接

RIが穂から吸収されるようにして収穫し、何もカバーしない対照群とともにRI濫度

を分析定量し比較した。その結果、次のようなことが分かった。

① 小査の場合、出穂期間中に穂から現収される90Srの寄与は大きい。

@ 水稲のもみがら、ぬかの部分の90Srは大きく直接現収に由来する。また、白

米にも有意な差があり、この時期における直接吸収の寄与は少なくない。

③ 白米中の 137CS濃度値は変動範囲内であって有意差はない。これは、 J37CS

は90Srと違いビニールカバーを設置してもそれ以前に茎業部に眼収ぎれたもの

が穂の部分に移動しているためと思われる。

小林ら 6 7lは、フォールアウトの~曹を最も受けやすい水稲および小麦の幼穂形

成期前後(最高分げつ期から生殖生長に移る前後の時期、 7月頃)から登熱中期〈輔

が形成されるまでの時期、 9月頃〕までの3ヶ月間における90Sr降下量と玄米中の

90Sr樺度との相関関係について検討し、表2.2に示すような回帰式と相関係数を得

ている o また、津村ら 2.)は、 90SrとJJ7Cs の由来汚染は少量降下期には主に経根

眼収経路によるが、多量降下期には軽恨吸胆経路・if!接経路町両経路からなること

を報告している。

1 3 1 1については、その物理的半棋期が比較的短いために、貯蔵・保存がきく米・

一12-



表 2.2 水稲作付期間中の 90Sr降下量と玄米中の

ヨロSr含量の相関性

地 島北 託料位 回 チ活 式 相関係位(r)

札 申里 18 z = 650 X + 6.26 0697掌牢事

松 回 16 Z 1 0 7 9 X + 9.24 0.927.副幹事

仙 ムEコ 18 Z 1 3.8 2 X + 6 4 4 0.869・キ$

東 京 16 Z 161 2 X + 3.62 0986傘事噂

大 阪 16 Z 1 180 X + 3.57 0.910本車率

描 問 18 z = 24.5 3 X + 2.0 0 0.91 B申事事

全 体 104 Z 1200 X + 665 0686.事$

註.z:玄米中の叫 Sr含量 (pCi!l<i') 
X' .水稲作付wl問中の.0S r降下員 (nCt/m')

$本寧:p = 0.001で高度lて耳I意

麦子実への移行は現実問題としてあまり重要ではなく、収穫から摂取までの期聞が

短い、葉葉への移行が最も重要である。欧米では、大気放出された 131 1の最も重要

な汚染経路 CCritical Path) として、この葉菓→人体経路の他に牧草→牛乳→人

体経路も考慮されている。しかし、我が国の場合は、牛乳の消費量が欧米に比べて

少ない事、市場希釈車が大きいこと、さらに原子力施設周辺には牧草地や酪農地帯

が極めて少ない等の理由により、前述の葉葉→人体経路が最も重要である 21) と考

えられる。

1 3 1 1の大気から農作物への移行に関して、葉面への沈着率が基礎的かつ重要なパ

ラメータとなる。沈着率は、大気中の 131Iの平均濫度と沈着速度の積として与えら

れる。この沈着速度は種々の環境因子(大気中 13 1 1の物理的、化学的形態、気象条

件、植物の種類〉によりおおきく変動する。これらの環境因子の中で、最も大きな

変動要因は 13 1 1の化学形である。

大気中の 1311の化学形に関する研究26一日】はいくつかある。前述したように、一

般に、大気中に放出された時の刊Srや 137CS は、大部分が徴粒子状であると考えら

れるが、 1311の場合は気体状で存在する割合が多いと予想される。 Eggletonら26)

は、 1961年9月に行われたソ連の核爆発実験により生じた 1311の物理・化学的性状

について研究し、 131Iの75%は粒子状であったと報告している。一方、大気中に存

在する安定ヨウ素の場合は、大部分がガス状で、粒子状のヨウ棄はごくわずかであっ

たことを報告している。 Perkins27】は1962年に実施された一連の按実験に由来する

I l I 1の物理・化学形態について研究し、その存在形閣がきわめて変動的であること

を報告している。すなわち、ガス状ヨウ棄の占める割合は、 90%から10%の帽があっ

qa 
-
E
E
A
 



た。粒子状で捕集されたヨウ素 (dustの表面にヨウ素が沈着して粒子を形成してい

るものと考えられる〉の化学形は、 (12+1 一〉が全体のおよそ60% 、 10 3 が30~40% 、

10. -は 5%以下であった o さらに、 Perkinsは、化学分離工場(アイソトープ生産

工場〉のスタックから、 12またはHIのガス体として放出された 1311の物理・化学的

形憩変化について研究し、スタック放出口では、粒子状ヨウ素の占める割合が 0.3

%以下であったにもかかわらず、スタックから 3マイル地点ではおよそ10%、5マ

イル地点で20% 、1O~25マイル地点では30~40%に増加したことを報告している o

成宮 28) の報告によると、原子力施設の種類にもよるが、スタック放出時の化学形

は、元素状lO%、揮発性無機ヨウ素 (HOI と考えられる)40%、有機ヨウ素(主と

してヨウ化メチル [CH3I] ) 50%である。またスタックの高さにもよるが、放出さ

れた 13/1ガスの最高糧度地点となりやすい、スタックから 3kmの地点では元素状ヨ

ウ棄と有機ヨウ棄が、それぞれ50%ずつを占めると考えてよいとしているロ

すなわち、放射性ヨウ棄は、核爆発実験に由来する場合は粒子状で存在する割合

が多い。スタック放出の場合には逆に、ガス状ヨウ素の占める割合が多くなり、そ

の主な化学形は、原子力施設の種類、放出地点からの距離にもよるが、元素状ヨウ

棄と有機ヨウ素22) と考えられる。

中村・大桃30，31lは、ヨウ素の化学形による植物葉面への沈着速度の相違および

葉面沈着のメカニズムについて報告している。ホウレン草への12の枕着速度は、約

1.5x 1Q-1cm・s-I であり、 CH3[はこの値よりも 2ケタ低いことが報告されている o

これらの12およびCH31の植物への沈着速度は、他の研究者らが報告している値 J2J

とよい一致を示している。ヨウ棄の葉面沈着のメカニズムについては、 CH31は主と

して気孔から内部にとり込まれ、表面への付着はほとんど無視できるが、 "1
2は気孔

かち取り込まれる他、表面付着ががなり大きいこと、また、葉の表面から取り込ま

れる 12の量は、 CH31より 2ケタ程大きしその量は、表面積にもよるが、気孔から

入る量の2-3倍に達すること等を認めている。

沈着速度の他に、植物体に付着・暁収されたRIの有効除去係数(λe)、植物の葉

面に付着した則が可食部にどれ位移行するかという問題などは被曝評価上重要な問

題である。これらについては、長半棋期核種で特に重要33) であるロしかし、これ

まであまり研究 3{J されておらず、今後の重要な研究課題である D

2 .ト 4. 土壌から農作物への移行
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RIの経根吸収に関する研究については、アオールアウ卜 90Srと137CS の水稲と小

麦への移行に関する調査・研究 3ト 37)は比較的多いが、他のRIや水稲や小麦以外の

農作物に関してはあまりない。小林ち 6，20¥駒村ら7)および津村ら 20 は、フォー

ルアウト 90Srど137CS の米麦干実への長期汚染調査資料について解析を行い、次の

ような結果を得ている。

i )フォールアウトの少量降下期における玄米および玄麦子実中の90Sr含量と作

土中の置換態90Sr含量との間に、高度に有意な正の相関関係がある。

ii )単位面積Clm2) 当たりの作土中置換態90Sr量とそこから収穫された玄米中の

90Sr含量の比(移行比〉は2-4xI0-4であり、 トレーサ法で得られた値と同程度

である o 刊 Srの玄麦への移行比は、玄米よりも高い。

温〉一方、 1J7CS の玄米への移行比は2~8x10-4程度である。

90Srと137CS 以外にも、ヨウ素38)、ウラン日}、 239PU 40)およびルビジウム-87

[67 Rb] 4 1) などの元素について、土壌から農作物への移行に関するフィールド・

データが得られているものの、その教は多くなく、今後、調査・研究を進め、デー

タの蓄積を図る必要がある。

移行量を予測するための計算モデルに関しては、いくつかの報告42バ引があるが、

我が園では、あまり論議されていない40 。その理由の lつは、長半減期接種が対

象とはならなかったためである。しかし、前述したように放射性廃棄物の貯蔵施設

や処分場などの建設に伴う被曝線量評価では、長半減期核種が重要な対象核種とな

るo したがって、これらの核種の経担吸収経路からの農作物への移行が重要な被曝

経路となる。第3章2節において、これまでに報告されている計算モデルについて

詳述し、第3節では、それらの計算モデルの中で最も現実的である移行係数モデル

に着目し、そのキー・パラメータである移行係教の変動について検討する。
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2. 2. 放射性ヨウ素の内部被曝線量評価上の問題点

2. 2. 1. はじめに

放射性ヨウ素は、体内に取り込まれた場合、甲状臨に蓄積されるため、核実験に

よる環境汚染が問題となった当初から着目されてきた放射性核種のひとつである。

また、原子力平和利用の推進に伴い、量的にわずかではあるが放射性ヨウ素の放出

額として原子力施設がこれに新たに加わることとなった。

種々の被曝経路の中でわれわれにとって最も主要な経路は農作物経路であるため、

本節では、】Z91の農作物経路からの経口摂取量を算定する上での問題点を中心に述

べる。これまでに多くの研究報告がある 1311と比較しながら、 US-NRCRegulatory 

Guide2) の評価式に用いられているパラメータについて、 1311と同じ値が使用でき

るかどうかを検討し、新たに調査・研究が必要なパラメータを明らかにする o

2.2.2. 原子力施設におけるヨウ素の生成量および被曝線量評価方法

定常運転されている原子炉では、表2.3に示す7種類の放射性ヨウ素および安定

ヨウ素(1271)が生成4引される。表2.4は、電力出力しOOOMWの原子炉を l年

間稼働させた時に生成される放射性ヨウ素の全放射能、 I3 1 1と1291の放射能および

安定ヨウ素量を示したもの，!>)である。 131Iの生成量は 2.6 x 10 I 0 GBqで放射性ヨ

ウ棄の全放射能の 1%弱である o 長半滅期接種の 1291の生成量44GBqで量的に少な

く、安定ヨウ素は約 9kg生成される。表2.4からわかるように、生成される放射性

ヨウ棄の99%以上は極めて短半減期のものであり、したがって原子炉の定常運転中

に環境に放出され、人体に取り込まれて被曝線量評価上問題になるのは、'生成率も

高〈、相対的に半減期の長い 1J 1 1が第ーであり、その次がこの表にはあげていない

が、半減期20.9hの1J 3 1である。原子力委員会原子炉安全技術専門部会は、昭和51

年3月、 f発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針J46) (以下、

評価指針と記す〉を定めているが、そこで取り上げられているのも 13 I 1と133(であ

るo しかし、使用済核燃料については、再処理プラントに運ばれた使用済核燃料は、

通常6ヵ月以上の冷却期間をおいた後に処理されるため、短寿命の放射性ヨウ素は

減衰してしまい、焼料体に残るのは I3 I 1と1BIに限定される。すなわち、再処理プ

ラントでは 13I (に加えて I291が問題33パ7)となる。

軽水型原子炉からのスタック放出で問題になる 13I 1と1331の軽口摂取経路に起因
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表 2.3 原子炉内で生成される放射性ヨウ素の物理特性

枝理 半減期 脱埴形式 ß~且ネルギー 7級品ヰルギー〈放出割合)(MeV) 
(MeV) 

J:tI I.57XIO' yr r 0.150 0.03958(7.52%) 

8.04 d r 。ι08，0.81 0.0802(2.6%)， 0.1772(0.2%)， 0.2843(5.4%)， 0.3258 
〈平均0.19) (0.2%)， 0.3545(8.2%)，。圃5030(0.4%)， 0.637(0.8%)， 

0.723(1.6%) 

2.羽h r 1.22， 2.92 0.2628(1.3%)， 0.5057(4.7%)， 0.52Z6Cl5.6%)， 。噌日02
(13.5%)， 0.6677(98%)， 0.7727(75%)， 0.954606.7%)， 
2.凹17(1.2%)，他多数

20.3h r 1.27 0.2663(0.13%)， 0.5104(1.5%)， 0.5295(8.7%)， 0.7074 
(1.6%)， 0.85610.2%)， 0.8753(4.5%)， 1.2375(1.57%)， 
1.2989(2.18%)， {I也多数

53.2min s- 2.43 0.13548(4.35%)， 0.40臼(7.32%)，0.54ω(7.63%)， 
0.5954 (} 1.12%)， 0.621800.75%)， 0.8471(95.7%)， 
O.槌42(64.9%)，1.07288(14.91%)，他多数

6.7h r 1.0， 1.4 0.2205(1.8%)， 0.2886(3.1%)， 0.5285(11.3%)， 1.0388 
(7.7%)， 1.1316(22.1 %)， 1.2605(却.1%)，1.6785(9.9%)， 
1.7915(8.3%)，他多数

"・1 83 s r 4.3， 7.0 0.3455(2.1%)， 0.9762(3.9%)， 1.3133(73%)， 1.3213 
(27%)， 2.289702%)， 2.414(7.3%)， 2.635(7.3%)， 
2.871(4.4%)，他多数

表 2.4 1.000MWeの原子炉が l年間

稼働した時のヨウ棄の生成量

127I(安定ヨウ素〉
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する摂取量や、甲状腺被曝組量の計算法およびその計算に用いるパラメータ等につ

いては、前述の f評価指針』に詳しく述べられている。しかし、 IZ 9]についてはこ

のような指針は設定されておらず、例えば、農作物経路からの I29 I摂取量を計算す

る場合には、後述する u.s.NRC Regulatory Guide2lの計算式等を準用して評価を

行っているのが現状である。計算法には上述の方法以外にもいくつかの方法がある

が、いずれもRegulatoryGuide の式が基本になっている o 評価指針の計算式にして

もその例外ではない o Regulatory Guideでは、大気中に放出されるすべての放射

性接種を対象としており、したがって同 Guideには汎用性を考躍した計算式が与え

られている o わが国の評価指針では、 1311だけをとり上げているので、農作物への

直接沈着経路だけをとり、あとでやや詳しく触れるが、これに新たにいくつかのパ

ラメータが付加された式となっている。

2. 2. 3. 13 J 1と129]の評価対象農作物と汚染経路の違い

131 1と129)の基本的な違いは、その物理的半誠期にある o この半減期の違いによ

り、評価対象となる農作物の種類や考慮すべき汚染経路に違いが出てくる o この点

に関しては次項でも触れるが、ここで簡単にまとめておく o 評価対象農作物につい

ては、 1311の場合は、可食部の直接沈着表面積が大きししかも 131]が減衰しない

うちに食事に供されるような葉菜類が主な評価対象となるのに対し、この減衰が期

待できない 1291では、一応すべての農作物が評価の対象となる o

考慮すべき汚染経路については、 1J 1 ) の土壌表層への蓄積は 1291ほど考慮しなく

てもよいうえ少なくとも畑水分状態では、ヨウ棄は土壌国相に捕捉されて土壌溶液

中にほとんど椿出してこない。農作物は、第一義的に土壌溶液中の元素を吸収する

ので、結局 13J Iについては葉面への直接沈着経路だけを考躍すればよいことになるロ

ちなみに、水田状簡では土壌国相中のヨウ棄が土壌椿液中に溶出してくる。水田状

態で栽培される農作物は水稲であるが、米は収穫後食事に供されるまでの期聞が葉

菜よりも長〈、保存のきく食物なので、 1J 1 1については考慮しなくてもよい。これ

に反し
129
1の場合は、半棋期が長いので土壌への菩積を考慮する必要があるため、

土壌からの経根盟収を無視する訳にはいかない。また、保存のきく米であっても、

保存中の減衰を期待できないので水稲は重要な評価対象となる。

2. 2. 4. 放射性ヨウ棄の被曝鞍量評価モデル
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大気中にRI(lHと 14Cを除く粒子状のRIとすべての政射性ヨウ素〉が放出され

た場合、そのRIの農作物中における程度 Ci (Bq. kg-I) を算出する Regulat.ory

Guideの計算式を次に示す。

C i d i • { 
r. [1 -exp (-A e • te) ] 

Yv' A e 

B iv・[1 -exp (-A i • tb) ] 
+ --------------------・ exp(-A i • th) 

P • A i 

ここで、 d i : 沈着率 (Bq• m-2・h-I)

r: RIが農作物の表面に保持される割合(ー〉

Yv: 栽培密度 (kg[wet]・m-2)

(2-1) 

B iv: 移行係数 {(Bq・kg-I[wet plant])!(Bq・ kg-I[dry soi 1])} 

p 根圏域内の土壌の量 (kg[dry]-m-り

..l e: 農作物からのRIの有効除去係数 (h-J)

..l i: 物理的壊変定数 (h-I)

te: 農作物の栽培期間(h)

tb: RIの土壌への蓄積期間 (h)

th: 収穫から摂取までの期間 (h)

(2-1)式の第 l項は大気からの直接沈着に起因する濃度を、第2項は経根吸収に

起因する渥度を示している。ここで、 diは沈着率〈単位時間における単位面積当り

のRIの沈着畳 :Bq-m-2.h-つであり、大気中におけるRIの平均揖度X (Bq. mーっ
と沈着速度V& (m・h-1) の積で表わされる。また、 rは、 RIが農作物の表面に保

持される割合 (int.erceptioncoefficient，無次元〉であり、ガス状で放出される

ヨウ棄の場合は、 r = 1の値が用いられている。 Yvは栽培密度 (kg[wet] • m-り、

).eは有効除去係数 (h-1) 、つまり有効半標期の逆教に相当する値で、物理的壊変

定数λi と生物学的および weathering(降雨による洗じようや風による再浮遊な

ど〉による除去係数λwの和として表わされる。また、 teは農作物栽培期間 (h)、

正しくは生育中の汚染を受ける期間に相当する。

第2項の).iは物理的壊変定数 (h-つであり、 Pは農作物の根が張っている範囲、
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いわゆる担圏域内の土壌の畳 (kg[dry] ・がりである。 RegulatoryGuideでは、

表面積が 1m2、深度15cmの土壌の量をとっている o tbはRlの土壌への蓄積期間 (h)

であるが、施設の諒働期間を30年と仮定して Guideではその 112に相当する期間

05年)をとっている。 Bivは移行係数 (Guideでは、 bioaccumulationfactor 

と称しているが、本論文では、第3章で述べるように TF: Transfer Factorと呼ぶ

ことにする。〉である。 RegulatoryGuideでは、 Bivの値として、ヨウ素の場合す

べての農作物について0.02という値を用いている。これについては、後で詳しく検

討する。 2.2.3.で述べたように、 13I 1の場合は物理的半成期が短いので、第 l項か

らの寄与だけを考慮し第2項は省略できるo また保存がきくような農作物は、保存

期間中の醗賓が期待できるので、収種後短期間のうちに消費される葉菓が主な評価

対象となる o しかし、 I2曹!の場合は半減期が1.600万年と畏いので、経根吸収の寄

与を無視することができないし、保存中の掠衰も期待できない。したがって、米な

どはむしろ重要な評価対象となる。
1291について(2-1)式を適用する場合、第 l項についてはλe以外のパラメータ

はすべて 131) と同じパラメータが使える。第2項の..liは非常に小さい値となるの

で、 (2-2)式のように簡略化することができる。前述したように、第 l項の..leは

λwにほぼ等しくなるので、

r Biv 
C i d i • ・[1 -exP (-A w • te) ] +一一一・ tb} 

Yv. A w P (2-2) 

と書くことができる。この簡略化された(2-2)式において、変動の大きいパラメー

タはdiを構成する沈着速度VIIと、第 l項に関してはλw、第2項については移行係
数Bivの3つである。さらに付け加えるならば、 (2-1)式では考慮されていないが、

わが国の評価指針では考慮している調理加工による除染係数と市場希釈係数がこれ

に加わる。

2.2.5. 被曝線量評価のためのパラメータ

本項では、 2.2.4.に述べた評価モデルに用いられている各パラメータについて、
129)を対象とした場合の問題点を検討する。

( 1 ) 沈着速度

沈着速度VII は様々な環境要因によって変動するが、その中でも大気中における
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ヨウ棄の化学形は大きな変動要因の一つである o CH31のVg はI2の 1/100くらいに
なることはすでに報告されている 30，31，4&) が、原子力施設から大気中に放出され

たヨウ素の化学形については、まだ十分な知見が得られているとはいえない 28，49)。

また、これまで良〈研究されてきたのは、葉菜類や牧草への沈着速度であり、それ

ら以外の農作物についてはデータは、ほとんどない。この 12 9 Iの沈着速度に関して

は、 1J I Iと同じ値が利用できる。したがって、葉菓類や牧草については、データは

十分あると思われる o しかし、前述したように、 1291の対象農作物としてすべての

農作物が考えられるため、それら以外の農作物への沈着速度を求める必要がある。

その中でも米(水稲〉は、生育期聞が葉菜類よりも長いこと、消費量が多いこと、

さらに全国で栽培されていること、等の理由により最も重要な農作物と考えられる。

欧米においては、重要な農作物ではないことから、大気から水稲への放射性ヨウ素

の移行に関する研究はこれまで行われていない。我が国において、水稲への放射性

ヨウ棄の沈着速度を求める必要がある o

(2) 生物学的およびweatheringによる除去係数

Awは、生物学的およびweatheringによる除去係数である。 J3 1 1の場合は物理的

壊変定数 Aiがきいて、 Awが多少不正確であってもあまり影響はないが、 12君!の

場合は前述したように Ae '-:AW となるため、これが直接きいてくることになる。

Guideでは、 Awの値としてo. 0021 h -1 Cl4日の半減期に相当〉が用いられている。
この値は、主として牧草や葉菜類から得られたものであり、他の農作物について、

この値が妥当であるかは、検討する必要がある。さらに、この係数は、風土・気象

条件により異なることも考えられる。これらの点を考題すると、我が国の風土、気

象条件下で、水稲を用いてデータをとる必要がある o

(3) 調理加工による除染係数

評価指針.6) では、沈着速度(Va) に関しては、大気中におけるヨウ棄の化学形

を[2と恒定して、 1 cm・S-1 という値を用いているが、除染係数に関しては、 Iーの

化学形で葉面付着させた場合の除染実験結果をもとに0.5という値を採用している。

住谷 50】は、葉菓にヨウ棄が取り込まれるときの化学形や取り込まれる経路によっ

て、調理加工したときのヨウ素の除染率が異なるという実験結果を報告している。

すなわち、ガス状の12及びCH31の化学形でホウレン草の葉面に沈着させて、その除

染率を調べた結果、[2で沈着させた場合は除染されにくいことを明らかにした。こ

の事実は、調理による除染率を一律に適用する訳にはいかないことを示唆している。

-
E
A
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この問題は、調理方法がいくつもあり、農作物の種類も多く、取り込まれる経路も

考慮する必要があり、さらに、野外におけるR)の化学形を同定する必要もあるため

複雑である o しかし、被曝組量評価上、重要なパラメータであるので、今後、評価

対象となる主要ないくつかの化学形で葉面付着または軽担吸収させた場合の除染係

教のデータを蓄積してゆく必要がある o

(4 ) 農作物体内での転流 (translocation)

葉面沈着に関して 129)についてもう一つ重要なことは、農作物体内での転流に関

する問題である。これまで、 131)の大気から農作物への移行に関する研究は、葉菜

類や牧草を用いて行われてきた。これらの農作物は、 131)が沈着する葉が可食部で

ある o したがって、葉に枕着した放射性ヨウ素が、可食部である葉以外の部位にど

れほど転流するかという研究は、ほとんど行われていない。しかし、水稲や果菜類

などについては、その葉に沈着した 129)がどれくらい可食部である部位に移動する

か、その転流量あるいは転流率を定量的に把握することが要求ぎれる。このパラメ

ータは、農作物の種類やその生育段階によ旬、さらに、ヨウ素の化学形48 )により

異なる o しかし、 129)の場合は、定常状態の大気放出による被曝線量評価が重要で

ある点を考慮すると、個々の生育段階における転流率はそれほど問題ではなく、す

べての生育期聞を通じて、最終的に可食部へどれだけ転流するかを求めれば良いと

思われる。

(5) 土壌から農作物への移行係数

地表面に沈着した 129)は地表に蓄積する可能性があり、物理的半減期により根圏

域中の糧度減少が期待できないため、移行係数は被曝槙量評価上重要なものと考え

られる。前述したように、このパラメータは、 RegulatoryGuideでは農作物と土壌

の単位重量当りの放射能糧度の比として考えられ、ヨウ棄についてはすべての作物

に対して0.02という値が擦用されている。しかし、このパラメータは第3章3節で

詳述するように、環境要因によって大きく変動する。土壌舗の変動要因については、

ヨウ棄と土壊の構成成分との聞の吸着・脱離反応、に影響を及ぼす要因が重要であり、

ヨウ棄の化学形、安定ヨウ棄揖度の影響、 pHおよび酸化還元状態(Eh)、土壌水分量

等が考えられる 51)。 植物価の変動要因としては、化学形の影響、農作物の種類等

が考えられる o このような要因の中で

① 土壌に班着したヨウ棄は土壌pHが中性や弱アルカリ性になると脱離しやすく
なる 52) こと、
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② 土壌水分が飽和容木量の80目以上になると、土壌中のヨウ棄の液相への溶出

率が増加52，53)する、

等のことを考慮すると、その栽培条件がヨウ棄が吸収され易い条件であるホウレン

ソウと水稲に着目してデータを集める必要があろう。

2. 2. 6. おわりに

放射性ヨウ素に関する研究は古くから行われてきたが、研究の対象となってきた

のは主に 13 1 ]である o 1 2 9]については、最近になって注目されるようになった核種

であり、被曝線量評価モデルも十分確立していないのが現状である o 本節では、農

作物経路からの 12 9]の移行に関して、農作物中の 1291濃度を計算するためのモデル

式として、 US-NRCのRegulatoryGuideの式を例にとり、そこに用いられているパ

ラメ←タの主要なものについて検討した。 129[は長半減期核種であるため、 1311と

は異なり、葉菓類や牧草以外の農作物(例えば水稲〉をも評価対象とする。したがっ

て、葉菜類や牧草以外の農作物、特に水稲への枕着速度を求めなければならなb、。

また、将来の土壌への蓄積を考慮する必要があり、そのため経根現収経路からの移

行量算定のための移行係数を求める必要もある。きらに、水稲について、生物学的

およびweatheringによる除去係数や転流に関するデータを、我が園の風土条件下で

求めておく必要がある。
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負雪~ 3 耳主 左~身寸 f主主宰実在藍~ニヒ揮~ズドら

運室長f乍ヰ吻 J¥σコ宅多干?に陪司サーる再司是冨

3. 1. 緒論

欧米諸国の中には、内陸に原子力施設を持つ国が多く、それらの国では、河川か

らの冷却水の取水や極めて低レベルの放射性廃液の河川への放流を行っている。そ

の河川水は浄水場で処理された後、飲料水として利用されるほか、権概水として利

用されている。このような事情から、欧米諸国では、 RIを含む河川l木を散布するこ

とによる直接的な農作物の汚染やRIの土壌から農作物への移行に関する研究が古く

から行われてきた。経根吸収により農作物へ移行するRIの量を算定するには、前述

した移行係教をキーパラメータとする移行係数モデルが広〈用いられてきている。

(例えば、 US-NRCRegulatory Guideには、この方法が採用されている。〉

我が固でも、第2章で述べたように、 1950年代半ばから1960年代にかけて、フォ

ールアウト起源の111Csや90Srの水稲への移行に関する研究が行われたが、移行係

教を選定するという観点からの研究報告は極めて少ない。

本章では、 Rlの土壊から農作物への移行について検討する。第2節では、これま

でに報告されている計算モデルについて詳述する。第3節では、第2節で検討した

計算モデルの中で、最も現実的である移行係数モデルに着目して、そのキー・パラ

メータである移行係教の種々の環境要因による変動について検討する。

3. 2. 土壌から農作物への放射性接種の移行に関する計算モデル

3.2. トはじめに

農作物がRIにより汚染される経路は、直接経路と経担吸収経路の2つに大別され、

前節では、直接経路について、 1311の葉菜類等への詑着速度に関する研究1寸}や、

フォールアウト 90Srと137CSの農作物への直接汚染に関する調査ト7)等を概説したe

しかし、後者の軽担E買収経路に関する研究は、フォールアウト刊Srと131CSの水稲、

小麦への移行に関する調査ト10) はあるが、他のRIや農作物に関してはあまりない。
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環境中に放出が予想される長半減期接種(例えば 1;091)については、環境中での蓄

積や生態系に及ぼす影響を、長期的な観点から研究する必要があり、経根吸収によ

る農作物への移行量の算定も重要な研究課題の lつである。我が固においては、経

根吸収経路に関する研究は少なく、被曝線量の予測に必要なパラメータは、これま

で主として米国のものを使用している。

本節では、放射性ヨウ棄に限定せず、土壌から農作物へのRIの移行量を求める計

算モデルおよびそのモデルに使用されているパラメータに関する種々の研究を整理

し、計算モデルやパラメータを選定する際の問題点について述べる。

3. 2. 2. 移行係数モデルについて

( 1 ) 移行係数モデル

このモデルは次式で示されるように、海水中のRIの海産物への移行と同じ概念か

ら導かれたものである。

C ve = TF • C so i 1 (3-1) 

ここで、 Cve:農作物(可食部〉単位重量当りのRI量(Bq'g-l [wet]) 

C soi 1:土壌単位重量当りのRI量(Bq. g-l [dry]) 

TF:移行係数 (Transferfactor) 

最も簡単な式ではあるが、複雑な環境因子や植物の生理的因子を含む現象のモデ

ル化では、ある程度現象を簡略化して捉える必要があり、また被曝線量評価の観点

から扱いやすい式が望ましいことを考えると、実用上便利な式であるといえる。

(2) 移行係教の定義および単位について

このモデルではTF、すなわち移行係教の定義が問題となる o 本論文においては、

『移行係数』と呼んでいるが、英文では、以下のような名称が用いられているロ

(a) Transfer Factor 

(b) Concentration Factor 

(c) Concentration Coefficient 

(d) Concentration Ratio 

(a)は、主として、ヨーロッパで用いられており、 (b)以下は米国の研究者が用い

ているn 本論文では、 『移行係数』の英文として(a)を使用している o その理由は、
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(b)の濃縮係数は海産生物でよく使われていて紛らわしいこと、そして、実際測定

してみると、部位によっては1.0以下の数値がしばしば得られ、日本人の感覚で糧縮

(concentration)というイメージからかけはなれている場合が多いからである o し

たがって、特に断らない隈り、(a)のTransferFactor (TF)を(a)ー(d)の総称として

用いることにする。

移行係数は、次式で定義される。

農作物(可食部)中のRI程度
移行係数=

土埋中のRI謹度
(3-2) 

ここで、 (3-2)式の分子のRI糧度は、播種から収穫までの期間に蓄積された総量

であり、分母のそれは、その生育期間中の土壌中の平均RI濫度である。植物が土壊

中に存在する種々の元素を扱収する現象は植物の生育期間を通じて一定ではなく、

各生育段階により異なる 11-13)ことが知られているので、 RIトレーサ実験等により

得られた短期間における農作物への移行比、すなわち農作物中のRI濫度と培地(土

壊または水耕液等〉中のRI濃度の比は、移行事としてTFとは区別10 する必要があ

る。この点については、第5章2節で詳しく検討する。また、移行係教が求められ

るようになった初期の頃は、特に「可食部中の揖度』との比という定義はなかった

が、近年では、被曝線量評価の立場から、明確に『可食部中の糧度』との比と定義

されている。

移行係教の単位は、 (3-2)式から解るように、

TF= 
Bq. g-1 [dry weight crop] 

B q • g-1 [dry weight soi 1] 
(3-3) 

または、

TF= 
『
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の2つがある。 (3-3)と(3ーのの違いは分子のRI糧度を乾燥重当たりで表示するか、

新鮮重当たりで表示するかの違いである o 前述した名称と同様、主として(3-3)は

ヨーロッパの研究者により、 (3ーのは米国の研究者により用いられている o 農作物

摂取による被曝線量評価の立場からは、もうひとつのパラメータである食品摂取量
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が主に新鮮重で表されているため、新鮮重へ換算する手聞が省けるだけ、 (3ーのの

方が便利であると思われる o いずれにしても、新鮮重と乾燥重との重量比を用いる

ことにより、相互に変換が可能である o

(3) これまでに報告された移行係数

ここで、これまでに報告されている移行係数日一 J8)について、代表的なものを幾

っか紹介し、移行係数に対する考えかたの変遷を考察する。

表 3.1は、 R.G.Menzelにより 1965年に報告されたもの 1S) である。これは、被

曝線量評価の観点から、多くのデータを整理してまとめられた最も初期の移行係数

である G この移行係数はかなりおおざっぱにまとめられており、元素ごとではなく、

40個の元素を 5つのクソレープに分け、各ク'ループごとに 2ケタの範囲で示されてい

るo また、植物に関しても、あらゆる植物の地上部全体の平均護度が用いられてお

り、植物間差や植物の器官による違いなどが無視されている。移行係数の数値は、

他の報告に比べてかなり大き〈、実際の評価モデルに用いるには、現実的ではない

と思われる o しかし、この論文の中で、すでに植物の各部位により移行量が異なる

こと、および土壌中でのRIの易動性が移行係数に大きな影響を及ぼすという指摘が

あり、その後の研究の方向はすでにこの論文に示されていたといえる。

表 3.2は、日本の評価モデルの基礎となっている US-NRCの RegulatoryGuide 

から引用したもの 16} である。表 3.1の Menzelのものと比べると、

① 接種ごとに移行係教の値が定められていること、

② すべての農作物 (crops)の可食部の濃度を用いていること、

@ 安定元素定量法で求められたものであること、

の3点が大きな特徴である o しかし、作物間差は、無視されている。

表 3.3は、 IAEAの Safetyseries No.57に示されている移行係数 17)である。

可食部ごとに lつの値が決められている点は、前述の RegulatoryGuideと同様で

あるが、すべての農作物をひとまとめにしているのではなく、牧草(forageplants) 

と食用作物 (f∞dcrops) の 2 つに分け、それぞれについて、移行係数 (B~l およ

び Bv2 )を決定している点が異なっている o

このように、移行係数も他のパラメータと同様、より詳細な値を導入しようとい

う方向になってきているが、これは、原子力発電所等からの放出RI量が低減化され

てきたため、より正確な被曝線量を把揮する必要があることも理由の一つである。

正確な被曝線量を把握するためには、被曝線量評価モデルの精度を向上させるとと

-
B
E
A
 

n〈
U



表 3.1 移行係数その 1(Menze 1) 

移行係数*

10-10∞ 1-100 0.1-10 0.01-1 <0.01 
K Mg Ba Cs sc 
Rb Ca Ra Be Y 

N 5r 5i Fe Zr 

P B F Ru Ta 

s 5e w 
CI Te Co Ce 

Br Mn Ni Pm 

Na Zn Cu Pb 

Ll Mo PU 

5b 

.植物中の元紫浪度(ppm)[[ddrryy]l 
土境中の克葉渡度(ppm)

衰 3.2 移行係数その2(US-NRC Regulatory Guide) 

元紫移行係数*元繋移行係教事元素穆行係数・

H 4.8 Rb 1.3x 10-1 Te 1.3 
C 5.5 Sr 1. 7X 10-2 1 2. Ox 10-2 

Na 5. 2X 10-2 Y 2. 6X 10-3 Cs 1.0XlO-2 

P 1.1 Zr 1. 7X 10-‘Ba 5.0x 10-3 
Cr 2.5X 10-4 Nb 9.4xlO-S La 2.5X 10-3 
Mn 2.9x 10司 2Mo 1. 2x 10-1 Ce 2.5 X 10-3 
Fe 6.6X 10-' Tc 2.5X 10-1 Pr 2. 5x 10-3 
Co 9. 4x 10-3 Ru 5.0XI0-2 Nd 2. 4x 10-3 
Nj 1.9x 10-2 Ag 1.5X 10‘lW  1. 8x 10-2 
Cu 1.2XIO・1Zn 4. Ox 10-1 Np 2.5X 10-3 

噂農作物(可食部}中のRI温度(Bq/g'wet)
土壊中 RI 漫度 (Bq/g~dry)
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表 3.3-1 移行係数その3-1 (IAEA Safety Series No.57) 

元素 移行係散 (B.I).I 元素 移行係数削・l元~ Z事行係数 (B.，)・ 

Na 2X 10-1 Tc 2x 101 Pb 9 X 10-2 

P 3Xl()D Ru 9x 10-2 Bi 5xlO・1

s 2x 100 Ag lX 100 PO 4 X1O-3 

Cr 3x 10・3 Sb 4 X 10-2 Ra 2xIO・1
Mn 3x 10-1 Te 2x 100 Ac 4x1O・3
Fe 3X 10-3 9x 10・i Th 1 X 10-3 

Co 4X 10・1 Cs lX 10-1 Pa 1 X 10-1 

Ni 4 X 10-2 Ba 2X 10-1 U 1 X 10-2 

Zn 5x 10・1 La 4x 10-2 Np lxlO・a
Sr 2xl伊 Ce 4xlO・2 PU lx 10-3 

Y lx 10・2 Pm 4x 10-2 Am 4xlO・2
Zr 2xlO・2 Sm 4x 10-2 Cm 4x 10-3 

Nb 4 X 10-1 Eu 4 X 10-2 

. 牧草中の RI温度恒(B石U/Etdd百ry了) 
土製中 RI漫度

表 3.3-2 移行係数その3-2 (IAEA Safety Series No.57) 

元来 移行係数刷・| 元紫 移行係敵同事| 元素 穆行係政【B刊戸

Na 5xlO・ Tc 5Xl伊 Pb lXlO-2 

P lxl伊 R 8x 10-3 Bi lxl0→ 
s 6XIO・1 Ag 2XlO-l PO 2xlQ-t 

Cr 8XlO-‘ Sb lXlO・2 Ra 4x 10-1 

Mn 5xlO・1 Te 6X1O-1 Ac lxlO-3 

Fe 7xlO-1 2XIO・z Th 5xlO-1 

Co 3xlO・E Cs 3x 10-1 Pa 4x 10-1 

Ni 2xIO・2 Ba 5xIO・s U 2xlO-S 

Zn 4XIO・t La 2xlO・2 Np 4XIO-t 
Sr 3XI0・t ce 2XlO-J PU 5X10→ 
Y 2xlO・3 Pm 2XlO-J Am lXlO-1 
Zr 5xIO寸 Sm 2XlO-1 Cm DClO-' 
Nb lxlO・2 Eu 2xIO・2

-食住物g食問中の則臨 (B咋 W叫
檀中間温度 (BQJg-dry)
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もに、そのモデルに用いられている各ノfラメータの値を、十分精度の良いものにす

る必要がある。このため、近年、多くの研究者が、この移行係教の変動幅に関して

報告している o また、 1982年ヨーロッパにおいて「土壌から植物への放射性核種の

移行係数の測定」に関するワークショップ 19) が開催された。このワ←クショップ

は、原子燃料サイクル施設などから通常または事故時に放出が予想されるRIによる

被曝線量評価を行う上で、経担原収経路による寄与が無視できないこと、 RIの土壌

から農作物への移行のモデル化に際して十分なデ←タが蓄積されていないこと、さ

らに、実験条件の相異、実験条件記載の不備等により、報告されたTF値の相互比較

ができない等の問題点を認識し合い、その解決を図ることを目的として開催された

ものである。このワークショップの最大のポイントは、 TFの相互比較ができるよう

に、実験条件の設定や明記すべき実験条件等を整理したことである。 RI使用に関す

る法的な規制の違いがあるため、必ずしも、ここに示された実験条件のすべてが我

が国においても支持されるものではないと思われるが、参考とすべき事柄も多い。

日本においても、プオールアウトデータから水稲や小麦への 137CS と90Srの移行

量を求めている報告20) がある。また、 TFの値は安定元棄の温度祖H定により求める

方法 21) もある。土壌から農作物への元素の移行に関しては、重金属についてはか

なり蓄積22-24)されているが、移行係数を求めるという観点からの研究は少ない。

最近では、高域ら 25) が安定ヨウ棄の分析を行い、土壌から米へのTF値として10-4 
-10-3の値を報告している o

これまで述べてきたように、移行係数TFを用いた (3-1)式は実用上有益な式では

あるが、種々のパラメー夕、特に土壌ノ号ラメータを考慮していないため、農作物へ

のRIの移行量をあらゆる土壇について精度よく予測するには限界がある。一方、上

述したパラメータをすべてモデル中に組み込むことも不可能であり、またモデルの

適用の点からも有意義ではない。実際に適用可能と考えられる修正モデルは、比放

射能および分配係散をキーパラメータにしたモデルである。前者は植物サイドから

の、後者は土壊サイドからの (3-1)式の修正モデルである。以下、 2つの修正モ
デルについて述べる。
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3. 2. 3.修正モデルについて

( 1 ) 比放射能をキーパラメータとする修正モデル

植物は、土壌溶液中のRIだけではなく、土壌に吸着しているRIの一部も積極的に

吸収するといわれている o したがって、土壌単位重量当りに存在する全RI量のうち

植物が吸収可能なRI量、すなわち可給態7ラクションに存在するRI量26)(可給態RI

量)を求めることができるならば、土壌の種類にかかわらず、より正確に植物への

RI移行量が計算できるロこの計算モデルは次式で表わされる。

C ve = (TF)' • C' so i 1 (3-5) 

ここで、 (TF)' : (可給態)移行係数

C' soiい土壌単位重量当りの可給態RI量(Bq. g-1 [dry]) 

(3-5)式中のC'soi 1、すなわち土壌中の可給態RI量は、抽出液により抽出して

求めるのであるが、抽出肢の種類や抽出条件等がまだ十分確立されていないのが現

状である o 重金属の土壌汚染の研究から、一部の重金属Zn、銅 [Cu]、ひ素 [As]

等は抽出液や抽出条件が詳細に規定されている2.7) 2引が、われわれの目的とするRI

に関しては、刊Sr以外はほとんどデ←タは得られていない 1010 この抽出液や抽出

条件を決定する有力な手段として比放射能法29】がある。これは、 RIを添加した土

壌で農作物を栽培したのち、種々の抽出液を用いたいくつかの抽出条件で抽出され

た土壇抽出液中の比放射能を求め、農作物(可食部〉中の比放射能と比較して、一

致または最も近い比放射能が得られた抽出液と抽出条件が、その農作物にとっての

可給態抽出法であるとする方法である。これは次式で表わされる。

C ve/ S ve= C ' 50 i 1/ S ' so i 1 (3-6) 

Sve:農作物(可食部〉単位重量当りの安定同位元素量 (mg• g-l [wet]) 

S' soil:土壌単位重量当りの可給態安定同位元素量 (mg• g-1 [dry]) 

この手法を用いれば、可給態抽出法を明確にするだけでなく、農作物へのRI移行

量を(TF)'を用いずに求めることができる。

C ve = S ve. (C' 50 i 1/ S ' so i 1) (3-7) 

(3-7)式中の(C ' 50 i 1/ S ' 50 i 1 )は前述したように、一定の抽出条件下で決ま
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る可給閣アラクションの比放射能であり、それに $veを乗ずることにより、農作物

(可食部〉中のRI揖度が求められる。

この式は、土壊の種類によるRIの移行量の違いを、可給態量というパラメータで

補正し、そのパラメータ決定に比放射能法を用いるというものであり、 (3-1)式よ

りもRIの移行量予測の精度は向上する o しかしながら、 (3-7)式を用いるためには、

対象RIの安定同位元素が土壌および農作物中に測定可能な量で存在しなければなら

ない。また、安定同位元素が十分存在するRIについても、同じ土壌で栽培した種々

の植物中の各種重金属の組成は植物種により異なるため、可給態フラクションは農

作物の種類やRIの種類により異なる 30】と考えられる o したがって、現実にこのモ

デルを適用するには、まだ検討すべき要素が多い。特に、 RIの土壌への添加後の存

在形態の変化、すなわち Aging効果とRIの土壌中での不均 分布の問題が (3-7)

式の適用を考える上で重要である。

(2) 分配係数をキーパラメータとするモデル

このモデルはDorpら31】により提案されたモデルであり、次式で表わされる。

Cve= F • $ ・(Pt/ P ep) ・TC・Cも/{L・(θ +P • Kd) } (3-8) 

ここで、 F:農作物中におけるRIの可食部への移行率[転流率] (一)

S:選択[吸収]係数(ー)

P t:年間単位地表面積当りの農作物総生産量 (g・cm-2・y-l)

Pep:年間単位地表面積当りの農作物の可食部生産量(g・cm司 2・y-I)

TC:蒸散係数(農作物単位重量当りの蒸散量) (ma・g-l)

C t:土壌単位地表面積当りのRI量(Bq'cm-2) 

L:土壌深さ(根圏域深さ) (cm) 

。:土壌水分量 (mQ ・cm-3)

P :土壇密度 (g・cm-3)

Kd:分配係数 (ma.g-1) 

このモデルは、 『植物は土壌溶液中に含まれているRIを土壌溶液とともにE買収す

る』という考えの下に構成されている o すなわち、土壌に吸着しているRIを土壌溶

液への供給源とみなし、その反応式を次式で仮定している。
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ここで、 Qsoi1:土壌(固相)中に存在するRI量(Bq.g-I) 

C sol ut ion:土壌溶液(液相〉中のRI量 (Bq.ma-I) 
土壌溶液中のI~I を農作物が吸収する場合、土壌溶液の吸収量、いわゆる蒸散畳や

RIと水との吸収能力比(選択性〕が問題となるが、それらは (3-8)式中にTCおよび

Sとして導入されている o また、農作物全体の中での可食部へのRIの移行も式中に

含まれている o このようには-8)式においては、各パラメータの物理的意味が明白

であるため、環境条件が異なっても移行量の予測が可能である o パラメータの数が

多いので適用には問題があるが、 Pt、Pep、TCは農学分野ではかなり研究されて

いるパラメータであり、まfこθやpの訓IJ定は比較的簡単である。したがって、さち

に精度を高めるべきパラメータは、 F、SおよびKdであろう。

Fに関しては、 トレーサ一実験によって得られたデータやフィールドでの安定同

位元素の測定により、ある程度求められる 12，18.口 1J J】が、 Sの値を求めることは

難しい。図3.lは、水耕栽培による24時間吸収実験において、水耕液中のRIの謹度

変化(C/Co)を調べた結果である o

24時間後のC/Co値が1.0であれば、

そのRIは木と同じように吸収される、

すなわち S= 1.0であるロ C/Coが1.0

よりも大きい場合は、水よりも吸収さ

れにくいため、見掛け上水耕液中に濃

縮されたようにみえる接種であり、こ

の場合、 Sく1.0となる o 逆に、 C/Co

が1.0よりも小さい核種は水よりも吸

収されやすい骸種であり、 S>l.Oと

なる。ただし、 Sは播種から収穫まで

の長期間における選択性を表わす値で

あるので、生育時期によってSの値が

変わる可能性がある場合は、短期間で

の実験から Sの値を求めることには問

Q 50 i 1 = Kd • C so 1 u t i on 

題がある J4 1。

守
J

・
円
、

u

(3-9) 

1.0 

コマツナ

ou~u 

。
Cs Sr Mn I Co Zn 

図 3.1 木耕液中のRI謹度変化

(24時間後〉



また、 (3-8)式では土壌に関するパラメータとして、 Kdが重要なキー・パラメー

タとなっているが、(3-9)式の吸着・脱離反応があらゆるRIで成立しうるかどうか

検討する必要があろう J5) 0 (3-9)式が近似式として用いられる場合でも、 Kdは捌

定条件(例えば、破相の共存元素濃度、国・液相比等〕により異なると考えられる。

Kdを捌定した報告はいくつかある 36-39)が、すべて「土壌中におけるRIの移動」と

いう観点から求められたものであり、 「農作物へのRIの移行Jという観点から、畑

地および水田土壌についてKdを求めた例はないロ福井40) は、 「土壌中におけるRI

の移動」という観点からKdの測定条件を明確に述べている。例えば、 4日間静置後、

溶液の採取に際し上澄液のろ過操作を省略するのは、溶液中に浮遊する徴細な粒子

に付着したRIは、地中環境においても土壌間隙を地下水とともに流動することが考

えられるという理由による。土壇から農作物へのRIの移行という観点から、どのよ

うな測定条件下でKdを求めればよいかを十分検討する必要がある o

このように、 (3巴 8)式についてはいくつかの間題点を含んではいるが、前述したよ

うに、①各パラメータの物理的意味が明白であること、②農学分野において利用で

きるデータの蓄積があること、等により検討すべき価値は高いように思われる。た

だし、 Kdに関しては、劃定条件の設定から研究を進めてゆかなければならないが、

耐を他の土壌化学的特性から類推する J6) 4 1) ことが可能であるならば、有効なモ

デルと考えられる。土壌化学的特性とは、例えばCEC、 交換性カリウム、交換性カ

ルシウム、交換性ナトリウム等である o これらの土壌化学的特性は測定条件が厳密

に規定されており 42) 、多くの土壌について調査が行われているので、このモデル

への適用に際しては豊富な情報が期待できる。

3 -2 -4- おわりに

土壌から農作物へのRI移行に関する計算モデルについて、 3つのモデルの特徴や

問題点等について述べてきた。この計算モデルで用いられる種々のパラメータに関

しては、最初に述べたように、諸外国との環境条件の違い(気温、温度、降水量、

土壌等〉、栽培方法の違い、および農作物の種類が日本は非常に多い等の理由によ

り、諸外国のデータをそのまま適用するには問題があると考えられる。我が国にお

いては、この分野におけるデータが少ないことを考慮すると、最も簡単であり、汎

用性のある移行係数モデルを用いて被曝組量評価が行えるように、移行係数の整備

をはかる必要がある。次節において、移行係教の変動要因について詳述する。そし
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て、その変動要因の中で特に重要なものの一つである核種間差および作物間差につ

いて、第5章3節で検討を行う o

3. 3. 移行係数(土壌一農作物〕の変動要因について

3. 3. 1. はじめに

前節において、 3つの計算モデルの内、移行係数をキー・パラメータとする計算

モデル〈移行係数モデル〕は、土壌から農作物へのRI移行量を算定する最も基本的

かつ実用的な計算モデル I6ノ17Jであり、我が固において、この移行係数モデルによ

り被嘩線量評価を行うことができるように、移行係数を整備する必要があることを

指摘した。しかし、移行係数は種々の環境要因によって変動する。例えば、土壌の

pHなどはその大きな変動要因の一つである o 欧米ではアルカリ性土壌、日本では酸

性土壌が支配的である o したがって、欧米に豊富な移行係数のデータがあっても、

それをそのまま日本にあてはめる訳にはいかない。

本節は、このような移行係教の変動について、これまでの研究報告から個々の環

境要因の影響を検討した。

3. 3. 2. 移行係数の変動幅およびその変動要因

表3.4は、これまでに報告されている移行係数の変動幅について、それぞれの核

種ごとにまとめたもの 4J) である o これは、報告された実験条件などを詳細に検討

し、妥当でないと思われるような値を取り除いている。それでも、いくつかの核種

の移行係数の変動幅は、 3桁以上に及ぶ。

このように、移行係数を変動させる要因としては、次のようなもの34】がある o

(1) 接種間差

接種

化学形(場合によっては、物理的存在形態〕

(2) 土壌間差

土性〈粒度分布、特に粘土含量〉

土壌pH

共存元素の種類、揖度
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表 3.4 移行係数の変動幡

県予番号 完素移行係散歩 報告館の範囲

11 Na 5. 2X 10悶 2 B. 2x 10吋-2.6XI0・2

24 Cr 2.5 X 10叶 5.4xlQ・3-2. 2XIO-2 

お Mn 2.9xlO栴 2 6. 9X 10-3ω3.4 x 100 

26 F喧 6.6XlO吋 2.4 x 10-. -6. 8 x 1O-~ 

2:l Co 9.4 X 10-3 2. 2X 10-3 -2. 0 X 10-1 

2B Ni L9XlO附2 1.0xlO-3国1.5XIQ-I 

29 Cu 1.2X 10→ 3.0X)O・3四 8守2xIQ-1

30 Zn 4.0XI0-1 1.2xlO-3-1咽6X100 

38 Sr 1. 7 X 10-2 1. 6 X 10明 S伊1.7x 100 

40 Zr 1. 7X10“4 3. 4X 10-6 ー噌 1. B X 10-2 

44 Ru 5.0xlO輔2 4.8 X 10-! -1. 4 X 10-1 

53 2.0 X 10-2 2.0 X 10-4 -1. 2 X 10-1 

55 Cs 1.0 X 10-2 1. 5 X 10-5司 5.9X 10-2 

56 Ba 5. 0 X 10-3 4. 9 x 10回L3.1XlO-2

58 Ce 2.5X15四34. 6 X 10-6 -1. B X 10-2 

93 Np 2.5XlO酬3 2.BxlQ-L 1‘3xl0・1

ホ uらNRCR思gulatoryGuldeの舘

殿化遺充電位 (Eh)

粘土鉱物の種類

土壌有醜物含量

水分合量

CEC、置換位K量、置換性Ca量等

土壌曹度

(3) 作物間差とそれぞれの栽培来件

作物噴

気象条件

施開条件

水管理

(4) その他〈実験条件等〉

トレーサの起源

[アオールアウト接撞、議加RI、安定元素等]
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aging効果

霊長加RIの混合方法

実験規模(表面積、深度〉

[フィールド、ライシメー夕、ポット]

サンプリング条件(特に根菜類〉

[洗浄の有無]

土壌中RI櫨度の捌定方法(平均値の求めかた〕

これらの要因が、単独で表れることはほとんどなく、現実には幾つかの要因が複

雑に絡み合って、移行係教を変動させている。したがって、多くのデータを統計的

に処理して、個々の要因の影響の大きさを研究しているのが実情である。

3. 3. 3. 個々の変動要因の影響

(1) 槙種間差，特に化学形

表3.5は、牧草 (perennialryegrass)によるヨウ棄の現収について、 Iーと 103ー

との違いを検討したもの‘りである。これは、化学形を調整したヨウ棄を含む水耕

液に牧草を移植し、 3週間後に各部位中のヨウ素濃度を測定したものである。水耕

液中のヨウ素聾度および牧草の部位により多少程度は異なるが、すべてIーの化学形

表 3.5 ヨウ棄の牧草への移行に及ぼす化学形

および濫度の影響

103-

ホ都液中ヨウ禁酒E度 (M)
(・1)0 ( ii ) (jij) (iv) 
1.0 X 10-7 1.0 x 10圃e }. Ox 10・7 1. 0 X 10-1 

虫駆量 (μgof Ifculture vessel) 

地上部 11.5 237.4 2. 1 11. 9 

恨 38.9 144.6 4.6 20.4 

全植物 43司4 382.0 6亭7 32.3 

言ウ繁漫度(partsfmillionin d.m.) 

地上部 3圃74 90.5 O.ω 2.82 

担 41. 7 224.3 5.93 21.8 

地よ部/組の比 0.0拘 0.4白 0.101 O. 130 

官
官

E
A
su--



の方が牧草に吸収されやすい(10-7 Mでは6-7倍、 10-6 Mでは10倍以上) 0 図3.2

は、同様に、ヨウ棄の植物の吸収における化学形の影響をコマツナを用いて検討し

たもの¥1)である。この実験も木耕栽培であるが、 l日閣の吸収実験により、地上

部と担について生育段階による遣いを検討している。図3.2から、どの実験条件で

もIーの方が 10
3
-よりも殴収されやすいことが分かる o その程度は、生育段階によ

り異なるが、地上部では2-7倍、担では1-20倍となっている。(図3.2は、 103ーは生

育段階によらず、ほぽ一定の鹿取を示すが、!ーでは生育段階により、大きく異なる

ことをも示している。しかし、前節で述べたように、移行係数は、播種から収穫ま

でに農作物可食部に蓄積したRI量と土壊中のRI糧度の比として定義されるので、生

育段階での現収量の遭いはあまり問題とならない。〉

吸収期間:1日

80 

日
園旧

60 ~ I I Roota 。
江咽

〉、

Shoota 

〉同

と 40
〈。

";; 3 

20 
〈u 
2ト J J i可

23d 35d 40d 23d 35d 40d 
Plant ag・(daysaft町 se・dlng) Plant 8ga (daya alt町 saadln由]

国 3.2 ヨウ棄のコマツナへの移行に及ぼす

化学形および生育段階の影響(水耕実験〉

* Ac t i v i t y Ra ti 0 植物中のRI糧度と水耕液中のRI謹度との比
(5-2)式参照
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(2) 土壌間差

(a) 土性 (soiI LexLure) 

表3.6は、これまでに報告された種々の農作物への移行係数について、 coarse、

mediumおよび fineの3種類の土性別にまとめ、士性の違いによる移行係数の違い

を、 SrおよびCsについてみたもの t5 )である o Srでは 4桁、 Csで‘は 3桁程度の差が

ある。また、 Csで盲は、土性による差はそれほど認められないが、 Srでは土壌粒子が

粗くなるに従い、移行係数が大きくなる傾向がある。表3.6には、広く利用されて

いる Regulatory Guidel 引の移行係数値も同時に示されている。 Srの場合、この

値が、土性によっては必ずしも安全側の数値ではないことが指摘されている点は重

要である。

(b) 土壌pH

国3.3は、フォールアウト 1J7CS を用いた移行係数と土壌pHとの相聞を検討した

もの 46 )である o W.Kuhnらは、森林開墾地と牧草地の 2つの生態系について、フォ

ールアウト 137CS の測定から移行係数を求めた。そして、移行係数に及ぼす種々の

土壌パラメー夕、即ち、土壌pH、置換性K、総K含量および粘土含量等と移行係数

との相聞を求め、移行係数に及ぼす各土壌パラメータの影響を検討した。フォール

アウト核種を利用し、作物種も限定するといったような、限られた条件下でも移行

係数がかなり変動することを報告している。最も高い相聞を示したものが土壌pHで

あり、 r:::O.81である。図3.3から明らかなように、土壌pHが低くなると移行係数は

逆に大きくなる。日本では、酸性土壌の占める割合が多く、土壌pHは低いことから、

pHが6や7前後で得られた移行係数よりも実際の移行係数は大きくなることが予想さ

れる o

IUR (International Union of Radioecologists )のワーキング・グループ 19】

は、多くのレポートから、実験条件等が明記されていて、相互に比較できるものだ

けをピックアップした。 A.Keenら‘7)は、これを統計的に解析し、ポテトと牧草に

対する移行係教のpH依存性を検討した。図3.4は 1J7CS の、図3.5は 90Srの結果

を示したものである。これには、アオールアウト核種捌定による実験結果だけでな

く、 RI添加による実験結果も含まれている。図中の数字は、同じ位置に 2個以上の

アータがあることを表している。どちらの核種も、土壌pHが低いほど移行係数は大

きくなる傾向がある。
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表 3.6 土性による移行係数の違い

移行係散'
土性

Sr Cs 

Coarse 0.02-L 7 9.5 X 10-LO. 031 

Mediurn L 6 X 10-3-0. 43 5 x 1O-~-2. 6 x 10-3 

Fine 7.8 X 10-3-0.38 9 x 10-1-0.013 

移行係数(Blv)** 0.017 0.01 

事晶作物中の Rl温度 (8qjg.wet)
土壇中 RI揖度 (Bqjg.dry)

•• US-NRC Regulatory Guideの値
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(c) 共存元棄の影響

図3.6は、 W.Kuhnら4&)によるフォールアウト 1J7CSの移行係数と土壌中の総K

含量止の相聞を検討したものである。彼らは、前述したように、移行係数と種々の

土壇パラメータとの相闘を検討しているが、 pHの次に高い相聞が得られたノfラメー

タが総K含量(r=0.68)である。交換性K量との相関も求めているが、これは、 r=O.

50で総K含量の相関よりもやや低い。一般的に、植物の経根吸収に関して、土壌中

に存在する元素の総畳よりも、可給盟畳(または、交換態量〉の方が高い相聞が得

られると考えられるが、それとは反対の結果が得られている o この点に関しては、

可給態の抽出剤や抽出方法等にも問題があり、今後、さらに究明する必要がある。

また、図3.3および図3.6から明らかなように、森林開望地と牧草地の2つの生盟

系の間で、データが分かれており、このような2つのク'ループに分かれているデー

ロ‘
&ロ

晶 b Q 

t ... . . 

ロ

ロ

国

a
a

o. 

ロ

o • 

タを用いて、相闘を求めることには問題があると思われる o

しかし、後述するように、 トレーサ実験

で問題となるRIの添加法や aging、実験規

模等の条件の違いのよる影響を排除するた

め、フォールアウト接種に着目し、データ

解析を行った意義は大きい。我が国でも、

フォールアウトに関する調査・研究は、水

稲や小麦について行われている 8，48，'"が、

移行部教の観点から検討されているもので
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はない。

図3.7および図3.8は、水稲の90Srおよ

び 137CS虫収に及ぼす共存元棄の塁手曹を木

耕実験により調べたものs引である。これ

らは、 27時間または29時間の短期間での吸

担実験であり、移行係散を求たものではな

い。 90Srの場合は、 MgC12 以外の塩類は、

種類により程度は異なるが、 0.063-0.25

meq/ 500mlの糧度範囲でほぼ一定の暁収

抑制効果を示す。一方、 137CSの場合は、

木稲の部位によらず、 3元素 (NH，+、 rぉ
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よび Csっとも、ほぽ直線的に吸収量が減少している o これらの固から、 90Srの場

合は、 NH
4

~.、 Ca 2¥およびSr2+が、 137CSの場合は、 Cs'およびrの共存が移行係敢
に大きな影響を与えることが分かる o

(3) 作物間差

A.Keenら4]) は、前述したように移行係敢に及ぼす土壌pHの影響を憤討するとと

もに、作物間差(牧草とポテト〉についても検討した(図3.4および図3.5参照)。

その結果、 137CS、90Srどちらの核種についても、ポテトより牧草の方が移行係教

が高いことが分かった。

短期間の木耕栽培により、作物間差を検討した報告 51 )もある o これらは、厳密

には移行係数とは異なるが、作物間差の影響をある程度は推察できる。この作物間

差については、第5章3節において放射性ヨウ素だけではなく、 SrやCs等も含めて

検討する。

(4) その他の土壌パラメータ

(a) 土壌pHー可給膿量

土壌中に存在する元棄を植物が吸収する際、その元棄の全量ではなく、可給態量

止の相聞が高い 52) と言われている o しかし、土壌中の元素の可給態量は、土壌pH

の変化により異なる日}。 例えば、鉄 [Fe]、マンガン [Mn]、Zn、Cuなどの金属

元素は、酸性側で可溶性となり、アルカリ側になると次第に不可給態になってゆく o

一方、モリブデン [Mo]は、 pHが 6.0以下では不可給態になってゆくロこのように、

元棄の種類により、土壌中での可給態に及ぼすpHの影響が異なるため、特に重要と

考えられるRIについては、パッチ実験等により、土壌中での存在状態、すなわち、

可給態や不可給態の割合の基礎的データを蓄積してゆく必要がある。また、植物サ

イドからみた場合、あらゆる植物について、同ーの抽出方法で可給態を定義できる

かどうかは問題がある。本間ち54)は、土壌に添加した65Znを種々の抽出液により

抽出して、その違いを検討している。

(b) 酷化還元電位

図3.9は、土壌に添加した元棄の溶出率について、土壌の酸化還元電位との関係

を検討したもの 55) である。 Znやカドミウム [Cd]等は畑状態(酸化的〉から湛水

状腫(遺元的〉へと酸化還元電位が低下するにしたがって、土壌溶液中の濃度は徐

々に低下する。これに対して、 Mnは還元状態になるにしたがい、土壌溶液中の揖度

が高くなる。一般的に、金属元素は湛水状態では、不溶性となり、植物の吸収量は

48-



低下する傾向があるが、 Mnやヨウ素のように、湛水状態で逆に土壌中に溶出してく

るもの 56 )もある o 我が国では、米の摂取量が多く、それによる被曝線量は無視で

酸化還元状態の変化による米へのRl移行量の変化を十分検討する必要

がある o まfこ、水稲の栽培では、常に湛水状態を維持するのではなく、収穫までに、

1-2回ほど、落木するため、落水による酸化還元電位の変化が、 RIの米への移行に

どのような影響を及ぼすのかは、不明である。

実験規模

きないため、

(c) 

は、実験規模の影響に関しても検討している(国3.4および園3.5

90Srではライシメータの方が移行係数

A.Keenら.7)

参照〉。その結果、 137CSではポットの方が、

が高くなる傾向があることを報告している o 137CS この原因については、しかし、

変動幅が大きいおよび90Srの実験において、

さらに究明する必要があると述べている。

と90Srで・使用した土壌が異なること、

こと等の理由により、

Mn Cd Zn 
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(d) トレーサの起源

移行係教を求める場合、 Rl添加実験により求める方法、フォールアウト核種また

は安定元素なし、しは、天然のRlを利用する方法等がある o どのトレーサを用いたか

によ旬、移行係教が異なる o 文献によっては、どのトレーサを用いたかを明記して

し、なレものがあり、相互比較が出来ない o RI添加法については、添加してからの期

間により移行係教が異なることが報告57 )されてし、る。前述したように、我が国で

は移行係教のデータが少ないので、 RIトレーサ実験に加えて、フォールアウト接種

や安定走素を利用して、 Rlの移行係教を求めてゆく必要がある o したがって、これ

らのトレーサの聞にどのような違いがあるのかを明らかにする研究も重要である。

3.3.6. 移行係散の変動幅に関する定量的研究につし、て

Y.C.Ngら5畠〉は、報告されている多くの移行係数について、変動要因ごとに整理

しどの程度、移行係教の変動幅を小さくすることができるかを検討したD その結果

を図 3.10に示す。国 3.1O~ 1 は、土性の違い、図 3.10~2 および図 3.10~3 は、

作物種の違b\ そして、図 3.10~4 は、実験規模の違いにより移行係教の変動幅が

どの程度小さくなるかを検討したものであるロ図 3.1O~ 1から、土性の違いを考躍

しなければ、移行係数は、 SrおよびCsのどちらも 3~4 桁の変動幅があるが、土性別j

に整理することによりその変動幅を1-2桁小きくすることが可能であることを示し

ている。また、圃 3.10-2および国 3.10-3から明らかなように、すべての農作物

を対象とすると、移行係数はSr も Cs も 3~4 桁の変動幅があるが、作物種ごとに移行.

係教を求めると、それぞれの作物種について、移行係数の変動幅は 2桁以内となる。

我が国では、欧米に比べて、摂取する農作物の種類が非常に多く量 9J 、作物間差を

無視して移行係散を求めると、その変動幅は、欧米よりも大きくなると思われる。

少なくとも、作物種ごとに移行係教を整理することにより、その変動幅をかなり小

さくすることができるであろう。また、地域により摂取する農作物の種類が異なる

ため、実態調査を通じて、対象地域における主要な農作物を限定すること 6U) も評

価の精度を高める観点から必要と考えられる。

図 3.10-4は、室内ポット実験により得られた移行係数とフィールドでの値とを

比較したものである o フィールドにおける移行係数は、 3-4析の変動があるが、ポッ

ト実験では、 2-3桁である o ポット実験で求めた移行係教の方が、フィールドで得
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られたそれらよ句も、 l晶い傾向がある。その理由は、ポット内の根の密度が、アイ

ーJレドでの鴨度よりも大きくなるためと考えられるロしたがって、変動幅が小さい;

からといって、必ずしもポット実験が良いとは言えない。

査3.7は、 Csの牧草への移行係敢について、実験条件を検討することにより、移
行帳散の;最大値及び変動輔がかなり小さくなることを示したもの 47Jであるロすべ

てのデータを擁用した場合、移行係教の最大値は 315であるが、連続的な汚染木の

構棋を行った実験を除外することにより約 l桁、 pHが4.5以下の実験および土壌中

に RI を住入した~鞍を除外することにより、さらに l 折小さくなる。ま f二、 RI添加 i
隆30日以内』こ実験を行ったものを取り除くと、さらにその]/2まで最大値が下がる o

その枯盛、この嵩は最)::，値と最小値との比が、 20万から]000にまで小さくすること;

が可能であるこ tを示している。

評髄モデJ¥，.，により、被嘩組量を精度良〈箪定しようとする場合、評価モデルその

ものの輔置を上げるとともに、前述したようι、移行係数やその他、そのモデルに

世用しているパラメータの変動幅をおさえ、その分散を少屯:くする必要がある o 特

に、現翼的では屯:い5費量産条件下で求められた高い髄を排除することにより、現実的

な瞳嘩輔量を求めることができるので、この種の研究は重要である o 1 UR
1 
9) 1:;1:..こ

むような実験畢件再遣いから生じる善行儒教の変動を極力押さえ、合理的なデータ

が得られるよう、汚染士瞳の調整法やポット実験におけるポットサイズ等、推薦で

きる窪鞍方法を明暗にしている。量外のRlトレーサ実験が困難であり、屋内のポッ

ト聾鞍子ータを肢末よ哲も華u用せざるを得ない設が国では、このような情報を基礎
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として、なるべく統ーした実験条件下で移行係教を求めることが必要である。

3.3.7. おわりに
土壊から農作物へのRI移行量を算定するための重要なパラメータである移行係教

の変動について述べ、変動の原因となる個々の要因およびその影響について、検討

した。

我が国では、評価モデル並びにそのモデルに使用しているパラメータの値は、こ

れまで外国、主として米国のものを採用してきた。しかしながら、土壌から農作物

へのRI移行に関するパラメータについては、前述したように我が国の作物種、土壌

および気候などが外国と異なるため、外国のデータをそのまま使用するわけにはい

かない。我が国において、まず移行係散を整備することが重要である。
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三七揮~cfコ t= 主主 tナる左~身寸怪主ヨウヨ圭

CI一宇fよLf103 一〉 σ:J7f安定畏思rJ ~宅金重方

に昌司する石汗ヲE

妻宵 4 主賓

4. 1.緒論

本章では、土壌ー農作物一人体経路による被曝 1)を想定し、土壌サイドからこの

被曝経路の問題点について述べる o

R[で農地が汚染されるケースとしては、 RIが大気から木田又は畑地土壌に沈着し

た場合やRIが地下水や河川水等に毘入し、それを権概水として使用する場合などが

考えられる。いずれの場合でも、農地表層に添加されたRIは、降水文は潅概木とと

もに土壌間隙を鉛直方向に降下してゆ

< 0 RIの土壌から農作物への移行とい
う土壌汚染を考える際、重要なパラメ

ータとしては、農作物の担が分布して

いる深さ、いわゆる根圏域内でのRI分

布や根圏域外への流出率などが考えら

れる 230 ほとんどのRIは土壌と盟着・ ( 

脱離反応をくり返しながら移動するが、 5 
この扱着・脱離反応は、土壌やRIの種

類、降水量や気温等の気象条件、さら

に、同じRIであっても、その化学形 3)

により異なる。国4.1は、土壌表層に

おける則的移動を模式的に示したもの

である。 t= 0のとき、土壌表層 (z

= 0)に添加されたRIがT時間後に、

どのような分布を示すかを表わしたも

のである。グラフの横軸は土壌単位体

積当りに存在する相対的なRI量(t = 

Oのときに、 z=Oに存在するRI量を

土壇中のRI~度

JO仙川1

制
能
掛
け
哨

a 

b 

E 

1 I 

2:0て:1R.1. 
3門

• I 

(t : 0) 

図 4.1 土壊表層にRIを添加してから

T時間後における土壌分布
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l.Oとする〉、縦軸は土壌表層からの深さである。 RIの種類により、その土壌中で

の分布は異なる o 例えは¥aのように土壌の吸着力が強〈、土壌表層で捕捉され、

鉛直方向へあまり移動しないRIや、 bや Cのように、土壌と吸着・脱離反応をくり

返しながら移動してゆく RI等がある o dの場合は、一部は土壌表層に捕捉されるが、

残りは土壌にあまり吸着されずに移動してゆく RIである o

また、 I29 1は長半減期核種であるため、上述したように潅概水と共に土壌深部へ

罷透した Izg 1が、地下水へ流入し、再び潅概水として、また飲料水として利用され

ることも十分考えられる。したがって、広域における 129 1の被曝線量評価を行う場

合に、地下帯水層中での放射性ヨウ素の挙動も検討する必要がある o

本章では、放射性ヨウ棄の化学形の違いによる土壌中での移動の違い叫について、

第2節では地下帯水層を対象とした砂質土壌を用い、第3節では木田および畑土壌

を用いて検討した。

4. 2. 砂質土壌中における挙動

4. 2. 1.実験目的

砂質土壌中におけるヨウ棄の挙動に関しては、いくつかの報告がある。 Hamid ~ 

Warken t in 5)はヨウ化物イオン〈以下、 Iーと記す〉の土壌への吸着に及ぼすpHおよ

び担体濃度 (Nal)等の影響を検討し、 pHが6.9以下ではほとんど土壌に吸着しない

こと、および担体護度が1O-2mol.Q-l以上では流出液中の1-濃度は流入液中の揖度

に等しいが、 10-3mol . Q-I以下では流出液中のI一揖度は減少すること等を報告して

いる。また、福井・桂山引は豊浦砂を用いてカラム実験を行い、無担体状 (Na13 I I) 

では、木と同程度の速度で砂層中を移動する成分と、砂層に吸着・固定される成分

があること、および担体構度 (NaI)が10-'mo 1 • Q -Iでは吸着損失が少なしみか

け上の吸着平衡がほぼ達成されているということを報告している。このように、土

壌中におけるIーの挙動は土壌の種類により異なるが、 Iーの一部が土壇に不可逆的に

吸着され、水溶液中の1-糧度が低い場合には、流出液中の1-謹度は流入液中のI一揖

度よりも低くなる傾向がある。しかし、従来の研究では、吸着されたIーの脱離現象

および土壌中を通過する際のIーの化学形の変化等については、ほとんど検討されて

いない。また、ヨウ素は環境中で種々の化学形で存在することが知られているが、
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これまで、化学形の違いによる土壌中のヨウ棄の挙動の違いに関する研究は少ない。

本節では、[-および[03-の砂質土壌中での挙動やその化学形の変化について検討

する。

4. 2. 2.実験方法

( 1 ) 供試土壇

夜域県の東海村および那珂棲市内より操取した砂質土壌に加え、標準試料として

豊浦砂を用いた。土壊試料の採集地点および物理・化学的特性を表4.1に示す。東

海土壌は 0-30cmから採取した表層土壌であり、豊浦砂は D60=0.19、均等係数

(D&0/D10)=1.58で粒径が非常にそろっている石英細砂である o これらの土壌試料

は実験室内で風乾した後、アルイで980μm以上の砂や植物根を取り除き、供試土壌

とした。

(2) カラム実験

砂質土壌中におけるIーの流出パターンおよび股着分布を検討するため、上記の土

壊を用いてカラム実験を行った。カラム充填した各供試土壌の空隙率 (p:c一J)お

よびみかけの密度 (p: [g・cm-3] )は、東海村で採取した土壌(以下、東海土壇

と記す〉でlip=0.34、p=1.68那珂棲市内より採取した土壌(以下、那珂湊土壌と

表 4.1 土壌試料の物理・化学的特性

土性(%)

サンプリング地点 >2.0 2.0-0.剖 O.臥 -0.42 0.42-0.25 O.田-0.105 0.105> 
(mm) 

Tokai 0.4 2.8 30.9 (surface) 49.1 15.0 1.8 

Nakaminato 8. 7 9.5 13.5 (about 5 m depth) 38.1 29.1 1.1 

Toyoura 
12.5 (standard sand) 87. 1 0.4 

本Tyurin法で祖IJ定

料 Schollenferger法で調l定
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記す)wO.36、p= 1. 59、豊浦砂 p=0.37、ρ=1.59である。実験は内窪2.0cm、土壇

柱20cmのカラムで行ったが、土壌柱の長さによる影響を検討するため、 10cmおよび

30cmの土壌柱のカラムによる実験も行った。

雨水や土壌水中には種々のイオンが共存するが、実験条件を単純化するため、本

研究では5x 1 0 -4 mo 1 • Q. -Iの CaC1z溶液を模擁環境木として用いた。カラム流入原

液に関しては、雨水中のヨウ素含量が数ppb程度7lであることから、上記のCaClz

溶液にNal を添加して、 l轟度を 10-8 mo 1 • Q， -I (約lppb)に調整した溶液に無担

体状のNa12 S]を添加したものを使用した。さらに、 I濃度の影響を検討するため、

CaC12 溶液に無担体状 Na125]のみを蕗加した溶液、および1-濃度を10-6 mo 1 • Q -I 

(約lOOppb)に調整した搭液にNa1Z5]を添加したものを用いた。 103ーに関しては、

上記のCaClz溶液に Brz水を用いて化学形を調整U した 12 5 ]および NaI03を添加し

て10-8 mO 1 " Q -I (1溝度で約lppb)に調整した溶液を用いた。これらの溶液以外に、

卜リチウム水〈以下、 HTOと記す〉および雨水に無担体状の Na1251を添加して24時

間以上静置した溶液も実験に供した。すなわち、 HTOは土壌水のトレーサーとして

1 -およひqOJ-の挙動と比較するために、また雨水は CaC12溶液による実験と比較す

るために用いた。この雨水は、放医研・那珂棲支所内でステンレス製容器に採集し

て、ミリポアフィルタ(孔径0.1μm)で櫨過したものであり、ヨウ素濫度は5ppb以

下である o

また、カラム実験により Na125]または Na125103を添加したカラム流入原液(以

下、引溶液と記す〉の流入量や土壌に吸着したIーまたは103-を脱離させるために流

入したCaC1z溶液の流入量を変化させ、 Iーの土壌カラム内吸着分布変化も検討した。

RI椿液をカラム内に通水する前に、 CaClz溶液1~2Q， を通水してコンディショニン

グを行い、充填時の濁りを取り除き、土壌の未飽和イオン吸着座をCa2+またはC1ー

で飽和させた。

カラム実験における流入液の間隙内流速は2.7xlO-zcm"s-1 である。

(3) パッチ実験

I ーの土壌への吸着平衡時聞を検討するため、パッチ実験を行った。カラム実験に

使用した3種類の砂質土壌以外に、陰イオン交換樹脂(Dowex2X8. 50-100 Mesh) 

を用いて土壌との比較をした。 50m1のガラス・パイアルに供試土壌4gとNaIおよび

Na 
125
1を添加したCaC12溶液40mlを入れ、振とう機で所定時間振とう後、 Iーの土壊

への底着量を求めた。振とう時間、すなわち水溶液と土壊の接触時間は、 l、3、7、
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15、および41日間である o 陰イオン交換樹脂の場合は、単位重量当りのイオン交換

容量が大きいため、ポリエチレン製三角プラスコにトlaIおよび Na
125
1を添加した

CaCl2溶液300m! とCI 型に調整した陰イオン交換樹脂約 O.4mlを入れて実験を行

し¥実験終了時に陰イオン安換樹脂量を正確に秤量し、単位重量当りのIの吸着量

を求めた。揖とう時間は、 3時間、 1および3日間である o

(4 ) 放射能測定

水溶液および土壌中の I251の揖度はオートウェル・カウンター(島津 AL-210A) 

および水のトレーサーとして用いたHTOの濃度は液体シンチレーション・カウンタ

ー (TracorAnalytic MARK皿 Model6882)を用いて行った。

4.2.3.実験結果および考察

( 1 ) ヨウ化物イオン(J-)の挙動

図4.2は、 3種類の砂質土壌を充填したそれぞれのカラムに、 Nal濃度が 10-6 

mol ・ιlのRI溶液をカラム内全間隙水量 (Vo)の5倍量 (5Vo)流入後、 CaC12

溶液を通水して得られたIーの流出破過曲線(以下、 BTCと記す〉である。縦軸は流

出液中の1251 ~農度 (C) を流入植中の溝度(Co)で除した相対謹度であり、横軸は

流出量 (V)をVoで除した値である。図4.2において、 3種類の砂質土壌によるBTC

の立ち上がり部および脱離部のパターンはほとんど同じであるが、どの土壌の場

合でもC/Coが1.0になる前にプラトー状となる U ことがわかる。プラト一部におけ

るC/Co値は土壌の種類により異なる o このような BTCは1-以外に、イットリウム

でも報告9)されている。圏には示していないが、 HTOによる同様の実験では、立ち

上がり点およびその勾配は、 1-のそれとほとんど同じであるが、立ち上がり後すみ

やかにC/Coが1.0になる o 脱離部でも、 HTOは急激に濃度が減少しており、テイリ

ングはほとんど認めちれない。 1ーの場合は、 C/Coが0.1まではHTOと同じように減少

するが、それ以降、誠少の割合がゆるやかになり、 C/Coが0ι5~0.02の値が続く o

このカラム実験において、土壌中に存在する粘士粒子や有機物に1-が吸着し、そ

れらの徴粒子が流出している可能性もあるため、 BTCの立ち上がり部、プラト一部

および脱離部の流出液をミリポアフィルター(孔径 0.1p m)で溜過し、各流出離

に対する櫨液の1251 ~農度比を求めた。その結果、その濃度比は O. 96~ 1.0で有意な

差はみられず、どの流出部位においても、溶液中の1251は溶存状態にあることがわ

かった。また、 Iーが土壌カラム内を通過する際、他の化学形に変化することも考え
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られるため、流出液中のヨウ素の化学形を、流出実験終了後ただちに、四塩化炭素

による抽出実験により調べた。この抽出法は、ヨウ素の化学形の違いによる同位体

交換反応速度の違いを利用 8，1日) したものである。抽出実験の結果、流出液中の全

ヨウ素の90%以上が!の化学形であった。したがって、少なくとも流出成分につい

ては、土壌カラム内を通過する際の化学形の変化は生じないと考えられる。

表 4.2!iBTCのプラ L一部でのC/Co値について、カラムに通水したRI溶液中の

1-揖度の影響を検討したものである。 1-濃度が10-6 mol. Q-lのRI溶液を5Vo流入し

ても、 BTCのC/Co値はどの土壌も1.0になる前にプラトー状となる o 1-撞度が高く

なれば、プラト一部のC/Co値は高くなる傾向があるが、その割合は土壌の種類によ

り異なり、 1-揖度が10-6 mol. Q-l では那同棲土壌のプラト一部のC/Co値のほう

が東海土壌のそれより小さくなっている。

雨水の場合は、 1-糧度が10-6 mo 1 • Q -Iの実験結果よりもプラト一部のC/Co値が

大きい。雨水中に含まれるヨウ棄は前述したように5ppb以下であり、そのすべてが

iーで存在すると仮定しても、 10-&mol .0..-1 の1-襲度(約100ppb)の 1120以下で

ある o したがって、この現象を雨水中のヨウ素量のみで説明することはできない。

この原因は雨水中に含まれる共存陰イオンの膨響、とくに雨水採集地点が海岸近傍

であるため、 Clーの膨響と思われる。

図 4.3は、土壌柱長さの違いによるIーのBTCの変化を検討したものである。土

壌は豊浦砂を用い、無担体状のNa12S [を添加したRI溶液をそれぞれのカラムに流入

した。 R[溶液の流入量は約 55mlであり、これは長さ10cmの土壌カラムでは 5Voに

相当し、 20および30cmの土壌カラムではそれぞれ2.5および1.7Voに相当する o グ

ラアの横軸は流出量 (ml)である o 土壌柱が30cmの場合、 Voに対して流入量が少な

いため、 10cmおよび20cmの場合ほど、はっきりとプラトー状を示してはいない。し

かし、どのBTCもプラ卜一部のC/Co値は0.8~0.9となり、土壌柱長きが異なっても

流出パターンは大きく変化しないものと考えられる。福井・桂山 6}は、土壌柱長さ

を長くし、さらに、間隙内流速を約1/10にした場合、プラト一部のC/Co値が低くな

ることを報告している。前述したように、土壌柱長さの変化はプラト一部のC/Co値

に影響を与えないことから、土壌木の間隙内移動速度によりプラトーに達した際の

C/Co値が変化するものと考えられる。これらのカラム実験結果から、水溶液中の[-

の一部は土壌に班着され、流出液中のC/Co値は1.0以下でプラトー状を示すことが

わかった。この現象をさらに詳しく検討するために、東海土壌を充填した長さ20cm
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Iーの流出破過曲線に及ぼすカラム畏さの影響(豊浦砂〉

のカラムに、 NaI聾度1O-8mol.a-1のRI溶液を 77Vo(1.650 ml)流入後、 CaC12溶

液を 84Vo(1. 800m!)通水して、そのBTCを求めた。その結果、この程度のRI溶液

の流入量では、プラト一部のC/Co値は約0.7とほぼ一定であった。また、脱離~テ

イリング部におけるC/Co値は、 80-100(V/Vo)では0.1-0.05であるが、 100-160

(V/Vo)では、ほぼ0.02であった。したがって、 Iーに対する東海土壌の肢着飽和量

はかなり大きく、約100gの東海土壌に1O-8mol・a-1 のNaI溶液1.650mlを流入して
も飽和量に達しないこと、および土壌に肢着したIーは5x 10 -， mo 1 • a -1の CaC12 溶
液では容易に脱離されないが、長期間テイリングが生じることから、必ずしも不可

逆的な扱着反応ではなく、徐々に脱離されることが明らかとなった。

図4.4は、 3種類の砂質土壌によるカラム内原着分布の違いを検討したものであ

る。 NaI濃度が10-8mol • a-1のRI溶液を 5Vo流入後、 CaC12 溶液を同量通木してか
らカラムを解体し盟着分布を求めた。グラフの横軸は溶液の流入端からの土壌カラ

ム長さであり、縦軸は土壌カラム内の単位容積当りに存在する全1-量を流入液中の

1 -濃度(Co)で除した値で、相対的な股着量lt}を表わす。東海土壊の扱着分布は

他の2種類の土壇とは大きく異なっており、流入端での吸着量の増加は少し認めら

れるが、ほI!一定の殴着分布を示している。那珂湊土壊および豊浦砂の扱着分布は、
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流入端から流下方向に向かつて吸着量が減少している。とくに、豊浦砂の場合は、

流入端から5.0cmまでは吸着畳が急激に減少しているが、それ以降はほぼ一定となっ

ている。このように、!-の土壌カラム内での吸着分布は土壌の種類により異なって

いるが、どの土壌の場合でも、流入端付近におけるCaCJ2 溶液による顕著な脱離現

象は認められない o

図4.5は、豊浦砂を充填したカラムを用いて、流入端付近の吸着量の増加および

CaC12 溶液による脱離現象をくわしく検討したものである o CaC12 溶液に無担体状

のNa125 Jを添加したR!帯液をそれぞれ5VoおよびlOVo流入後の吸着分布を比較する

と、流入量を倍にしても流入端から約2.5cmまでの吸着量が増加するだけで、 2.5

-lOcmまでの吸着量は同じであった。同じRI溶液を5Vo流入後、 CaClz溶液を5Vo

流入して得られた吸着分布とR!溶液をlOVo流入後にCaC12 溶液をlOOVo流入して

得られた吸着分布を比較すると、後者のCaClz溶液をlOOVo流入した場合には、土

壌に吸着した1~の流下方向への移動が認められるが、その移動距離は5cm までで、 5

-lOcmの吸着量はほぼ一定であり、前者の場合とあまり差はない。

図4.4および図4.5の結果から、土壌カラムに流入したIーの一部は流入端付近で

土壌に吸着し、流入量を増加しても流入端付近の吸着量が増加するだけで、それ以

降の土壌の吸着量はほぼ一定となること、および流入端付近の土壌に吸着したIーは

5 x 10 ~ ~ mo 1 • 0， ~ 1 のCaClz溶液により流下方向へ移動するが、その移動速度は非常

にゆるやかであることがわかった。このような吸着・脱離反応がプラトー状のBTC

および長期間のテイリングを生じさせると考えられる。吸着濃度分布が土壌により

異なるのは、 Iーの土壌への吸着速度が土壌により異なるためと考えられる o すなわ

ち、豊浦砂は吸着速度が速いため大部分が流入端で吸着ぎれるが、東海土壌では他

の2種類の土壌よりも吸着速度が遅いため、流入端で大部分が吸着されるのではな

く、流入端からかなりカラム深部まで吸着量が多くなっている。

図4.6は、 Iーの土壌および陰イオン交換樹脂への吸着量の経時変化を検討した

ものである。水溶液中のNa!撞度は、土壌では10-6 mol' 0，-1、陰イオン交換樹脂

ではlO-5mol.O，-1 である o 陰イオン交換樹脂の場合、 3時間、 l日および3日後

の吸着量はほぼ一定であり、 3時間以内に水溶液一陰イオン交換樹脂聞における 1-

の吸着平衡が成立することがわかる。一方、土壌の場合、那周棲土壌および豊浦砂

は約15日程度で吸着平衡が成立しているが、東海土壌は41日が経過しでも土壌への

贋着量が増加している。なお、四塩化炭素による抽出実験の結果、このように長期
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間土壌と接触しでも、水溶液中のヨウ棄はほとんどIーのままで存在し、化学形の変

化は認められなかった。 41日経過後の水溶液中のpHは東海土壌が6.46、那珂棲土壌

6.45および豊浦砂7.56であった。
このパッチ実験の結果から、次のことが明らかとなった。陰イオン変換樹脂によ

る盟着平衡実験からわかるように、イオン交換反応による扱着平衡は3時間以内に

成立するが、土壊の場合は土壌の種類により異なるが、十数日から数十日要する。

したがって、土壌へのIーの扱着反応は土壌粒子表面における単純なイオン吏換反応

のみとは考えにくい。したがって、土壇とRIの吸着反応が主としてイオン交換反応

のみであるとする従来の理論 12】とは異なった新しい理論 JJ) を検討してゆく必要

がある。
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(2) ヨウ素酸イオン (103-) の挙動

園4.7は、同じ土壌試料を充テンしたカラムに 10-6 mo 1 • Q -1の Na1 2 ~ 103椿被

をlOVo流入後、 CaClz溶液を流入して得られたBTCである。

豊浦砂の立ち上がり点は約卜5(V/Vo)、東海土壌は約8(V/Vo)である。 1-お

よびHTOの立ち上がり点を比較すると、 103ーの場合は1-の 1I2~1110の速度である o

立ち上がり後、流出液中の103-濃度はゆるやかに上昇しており、特に、東海土壇で

は17(V/Vo)でピークが現われる o また10)はlーの場合と比較して、著しいテイリン

グがある。図4.8は、土壌カラムに 12勺03-液を10Vo流入後、 CaCl2 溶液を流入

して得られたカラム内の10Jーの吸着濃度分布である。 CaCl2 溶液の流入は、豊浦砂

および那珂湊土壌は10Vo、東海土壌では吸着ピークの移動をみるため10Voおよ

び:wVo流入した。豊浦砂の場合、一部の103 はカラム流入端に吸着しているが、
カラムの流出端にいくにしたがって、 '!&着量が急激に滅少しており、大部分の10)ー

はlOVoのCaC12 溶液により流出してしまったことがわかる。一方、那珂湊土壌では、

流出端に行くにしたがい、吸着量が増加している o これは、土壌に吸着した103 が

CaCl2 溶液により脱離し、徐々に移動してゆくためと思われる。この傾向を最も顕

著に示すのが東海土壌である o 図かち、東海土壌の場合は、 CaClz溶液を10Vo流入

すると吸着揖度分布のピークは、流入端から2"""'3cm移動しただけであるが、 30Vo

流入すると、そのピークは20cm以上移動し、流出していることが分かる o

これらの結果から、 103ーは土壌との収着・脱離反応をくり返しながら、間瞭中を

移動すると考えられる。図4.8の吸着護度分布において、 Iーと同様、一部の103ーが

カラム流入端に吸着される傾向を示すが、この現象に関しては、さらに研究を進め

る必要がある o

流出液中のヨウ棄の化学形を、 1-のカラム実験の場合と同様、 3つの部位におい

て調べた。その結果、ピークおよびテイリング・フラクションにおける化学形は90

%以上が103ーであった。

4.2.4. 結語

砂質土壌中における 1-および103ーの吸着・脱離現象を解明するため、カラム実験

およびパッチ実験を行った o その結果、次のようなことが確認もしくは明らかにさ

れた。

1) 土壌カラムに流入した!ーは、大部分は水とほとんど同じ速度で土壌間隙を移
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動するが、一部分は土壌に吸着される o この吸着は、流入液中の[-濃度が雨水

中の数十~百倍の濃度の溶液をカラム内全間隙水量の 5倍量流入しでも観察さ

れる o なお、吸着される割合は土壌の種類および流入液中の1-濃度により異な

るo

2) 土壌に吸着したIーは、 5xlO-4mol.a-JのCaClz溶液では容易に脱離しない。

しかし、 BTCにおいて長期間テイリングが観察されることから、必ずしも不可

逆的な吸着ではない。

3) パッチ実験により、土壌ならびに陰イオン交換樹脂による Iーの吸着の様相を

調べた結果、イオン交換樹脂と異なり、土壌では吸着平衡に達するまでに15日

以上要することが認められた。したがって、土壇への1ーの吸着反応は土壌粒子

表面における単純なイオン交換反応のみではないと考えられる。

4) 砂質土壌中における 1-の移動予測に関しては、流出および吸着成分の割合を

実験により求め、流出成分は木と同速度で、吸着成分は従来の理論により移動

するという方法を適用することにより安全性評価の精度は改善されると考えら

れる。しかし、より正確な放射性核種の移動子担Ijには、土壌とイオン状で存在

する放射性核種の吸着反応が主としてイオン交換反応のみとする従来の理論と

は異なった、新しい理論を開発する必要がある。

5) 103ーの場合は、土壌との収着・脱離反応により、土壌中での移動速度は土壌

水よりもかなり遅い。その程度は土壌の種類により異なり、豊浦砂で 112、東

海土壌では約1110である。 CB.T.C.の立ち上がり点で比較〉

6) 流出液中のヨウ素の化学形は、 1-および103ーを流入した場合は90%以上が1-

および103ーで存在するロすなわち、流出成分に関しては、カラム内を通過する

ことによる化学形の変化はほとんど生じない。

これらの結果から、権概水中の J291が地下水に混入した場合、その移動速度はiー

の場合は、大部分が地下水と同じ速さであるが、 10 3 ーの場合では、その 1 /2~1IIO

倍の速度であると考えられる。前述したように、 1291は物理的半減期が非常に長い

ため、その被曝線量評価においては広域を対象としなければならない。地下水中で

の移動速度がそれほど遅くないことから、-.e.地下水中に混入するとその汚染地域

はかなり拡大すると思われる o したがって、被曝融量評価においては、その地域に

おける地下水の利用率、水田および畑土壌における I291の吸着能力や根圏域外への

流出速度などを杷握する必要がある。
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4.3. ト実験目的

前節において、砂質土壌中における放射性ヨウ棄の挙動、特に、 1-と IOJ との違

いをカラム実験により明らかにした。本節では、水田および畑土壌を用いて、放射

性ヨウ棄の土壇への扱着および脱離現象について、パッチ実験により検討した。

天正ら H-IB)は、数種類の土壇に無担体状の 1J 1 1 (1一〉を添加した水溶液を混ぜ、

水分状踊が畑と湛水の二つの条件下で振とう後、水を加え、水溶液中への 1311の溶

出率の遣いを検討した。その結果を図4.9に示す。畑水分状閣では、土壌に添加さ

れた 1311は大部分土壌に盟着されるが、

湛水状態では、現着量は畑水分状態のそ

れと比べて非常に少なく、時間とともに

土壊の還元化がすすみ、溶出事が増加す

る傾向が見られた。結田 17)1 e>も土壌に

添加したヨウ紫の土壌椿液中への溶出に

及ぼす土壊木分の影響を検討した。

国 4.10は、土壊の水分状盟を風乾状踊

から湛木状阻まで変化させて、 3週間放

置後の帯出率を示したものである。最も

低い惇出率を示すのは、水升飽和度40-

60%の畑水分状態であり、これより水分

が増加しても、あるいは棋少しでも帯出

率は著し〈増大する。特に、湛水状態で

は、どの土壇においても帯出率は5-50%

にも達する。さらに、結田川は、福井

褐色轟掠土と栃木黒ポク土を用いて、安

定ヨウ棄についても同様の実験を行った。

すなわち、これらの土壌を用いて、畑水

分状態(木分飽和度60%)と湛木状閣〈

間 120%)で椿出実験を行い、安定ヨウ

棄の溶出率を求めた。その結果、湛本状

4. 3.水田および畑土壊中における挙動
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態の方が、畑水分状態よりもヨウ素が10-50倍も帯出しやすいこと、および、湛木

状踊での土壊溶液中のヨウ素の主な化学形はI であるが、畑水分状態でのそれは、

103ーであることを明らかにした。

また、 D.C.Whitehead20-23)も化学形の違いによるヨウ素の土壌への吸着の違い

を検討している o その結果を図 4.11に示す。これは、 1-およびIOJーを含むCaClz 

溶液に一定量の土壌を加えて振歯した後に、搭液中に残るヨウ素の量を表したもの

であるo Iは短時間の内に吸着されるが、 IOピは50日を経過しても10%ほど液相に

残っていることがわかる o 図には示していないが、分子状ヨウ棄の場合はIーとほぼ

同様の結果である。

このように、ヨウ棄の水田および畑土壌中における吸着および脱離に関しては、

いくつかの研究報告24，25)があるが、その吸着機構に関してはまだ十分に解明され

てはいない。天正ら 14-1 6)は、ヨウ棄が畑水分状態という酸化的条件下では12の化

学形で土壌有機物と結合して不溶性の形態で存在しているが、湛水状態という還元

的条件下では水溶性のIの化学形に還元されて土壌溶液中に帯出してくると推捌し

ている。

水田土壌は、非耕作期間中には畑水分状態となり、また、耕作期間中にも落水し

て畑水分状態とすることもある o このため、 129Iの水田土壌から米への移行に関し、

水田土壌の水分含量の変化が 1291の土壌への吸着および土壌からの脱離に及ぼす影

響を研究する必要がある。本実験は、ヨウ素(I-および103-)の木田および畑土壌

への暁着に関して、乾操条件による違いを検討するため、風乾および加熱処理を行っ

た土壌試料を用いて盟着実験を行ったものである o 土壌へのヨウ棄の吸着に土壌徴

生物が関与している可能性もある。それを検討するため、 γ親照射を行った土壌を

用いても同様の吸着実験を行った。 Y線照射は、加熱することなく殺菌することが

でき、本実験目的に適する。

4. 3. 2.実験方法

実験に用いた土壌は、夜域県東海村および勝田市内で揖取した畑土壌および水田

土壌の計4種類である。表 4.3に、これらの土壌の腐植含量、総C量および CECを

示した。これらの土壇は、風乾や加熱処理、 Y線照射等の前処理を行った後、パッ

チ実験に供試した。湿潤土壌は、サンプリングした状態のまま実験に用いたもので

あり、ほとんど処理を行っていない。風乾土壌は、約4週間実験室内で風乾させた
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ものである。 1000C、1500C、2000Cお

よび3000Cの土壊は、乾燥器または電

気炉において、それぞれの温度で2時

間加熱したものである o γ線照射土

壌は、 !J7Csにより2.7Mradの照射

を行った試料である o

前述した湿潤土壌、または前処理

した土壌3.0gを50mlのポリ容器に入

れ、!25 1を添加した水溶液30mlを加

え、振とうを行った。振とう時間は、

l時問、 l目、 3日および8日間である o 医とうf麦、遠心分離を行い上澄液をサン

プリングした。水溶液に添加しfこ!2 51の化学形は、 lーまたは103 に調整
S】した。そ

して、振とう後のヨウ素の化学形の変化を検討するため、 8日後の上澄液の 1251の

災 4.3 土境試料の化学的特性

土域試料 腐植合毘 総 C品 CEC 

(~~~土) (覧) (同日/IOOe乾土〉

勝旧〔畑) 8.43 4.51 19.9 

勝凶(水ll:l) 11. 72 6. 77 23. I 

*海(畑) 7.58 4 .40 20.0 

東海(水田) I 3 . 98 7 . 62 31. 8 

化学形を四塩化炭素による溶媒抽出 8，I引により求めた。

4. 3. 3.実験結果および考察

( 1 ) 畑土壌

勝田畑土壌の実験結果を図 4.12および図 4.13に示す。東海畑土壌の実験結果

も、勝田畑土壌のそれと同じような傾向であった。図 4.12は、 Iーの化学形で添加

した実験結果であり、図 4.13は、 103ーの化学形で添加した結果である o 図の縦軸

は、吸着率(添加した全 I2 5 1量に対する土壌への原着量の比〕を、横軸は経過時間

を表す。図 4.12から、湿潤土壌の場合は、添加した 1251の80%以上が l時間以内

に土壌に吸着することが分かる。 l日後では90%以上となり、それ以後、ほぼ一定

の値を示す。風乾土壊の場合、 l時間後の吸着率は50%であり、湿潤土壊とは異な

るが、 l日後には90%が吸着され、湿潤土壇とほとんど同じ値となるロ一方、加熱

処理の土壊については、その温度が15000を境にして大きく異なる。すなわち、 100

℃の温度で加熱した場合は、 l時間後の吸着率は約35%であるが、その後、時閣の

経過とともに、吸着率は増加し、 8日後には約80%となっている。しかし、 15000

以上の温度で加熱した土壌は、あまり吸着せず、 10-30%が吸着されるだけであり、

この割合は、 8日間程度ではほとんど変化していない。このように、風乾土壌では、

実験開始から l時間後では、かなり、吸着率が異なるが、 l日以後は、両者にほと
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んど差が認められない。また、 100"0で加熱処理をした土壊も、風乾土壌と比べて

時間は要するが、湿潤土壌が有する吸着容量に近づいてゆく。

IOJ の化学形の場合は、図 4.13から湿潤土壌および風乾土壌とも同じ吸着傾向

を示すことがわかる。両土壌とも、 1時間後には、添加した全 Iz5 103 量の75%が

吸着し、その後、徐々に吸着率が増加してゆき、 B日後には95百となる。 10000に加

熱した土壌は、 l時間後の吸着率が約75%であり、湿潤および風乾土壊とほとんど

同じ吸着率である。時聞の経過とともに吸着率は増加するが、その程度は、湿潤お

よび風乾土壌のそれよりも小さい。 150"0および200"0の温度で加熱処理した土壌は、

時間とともに、吸着率が減少してゆくロこれは、後述する水溶液中の化学形の変化

によるものと考えられる o すなわち、 8日後の水溶液中の 1251の化学形を調べた結

果、 15000および200"0の土壌の場合は、 Iーで添加した場合も、 103ーで添加した場合

も、ともに90%以上がiーの化学形で存在していることが分かった。この結果から、

103 で添加した場合、添加後 1時間後には、水溶液中の化学形はIOJ-であり、 60

-70%が土壌に吸着される o しかし、時闘が経過するにしたがい、 IOJーがiーに変化

する。図 4.12から分かるように、 15000および20000に加熱した土壌では、 I引はそ

れほど土壌に吸着しないため、しだいに脱離してゆく。 8日後には、 Iーで添加した

実験結果とほとんど同じ吸着率を示す。このことは、 lーとI03ーの土壌への吸着機構

が異なることを示している o 1ーの扱着機構は15000-20000で土壌を加熱することに

より、大きく影響を受けるが、 103 ではそれほど影響を受けない。しかし、 30000

まで加熱すると、 103ーの吸着機構もかなり影響を受けることが分かる o

(2) 水田土壌

勝田水田土壌による1-および103ーの吸着実験の結果を図 4.14および図 4.15に

示す。 iーの化学形で水溶液中に 1251を添加した場合、湿潤土壌では、現着率は時間

とともに増加してゆく。 l時間後の吸着率は約65%であるが、 l日後では90%、そ

して、 3日後ではほぼ 100%となっている。風乾土壌では、 l時間後の吸着率が35

%と湿潤土壌のそれと比べて非常に低いが、 l日以後、湿潤土壌とほとんど同じ吸

着率を示す。 10000以上で加熱した土壌では、吸着率は風乾土壌よりもさらに小さ

くなるロ 100"0で加熱した土壌は、 l時間後および l日後も扱着率が約25%と15000

以上で加熱した土壊のそれと同じであるロしかし、 3日後には60%となり、しだい

に増加してゆく。畑土壊と比較して、 100"0に加熱した彰響は水田土壌の方が大き

いが、時聞が経過するにしたがい、畑、水田土壌とも湿潤土壌の状態に近づいてゆ
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くことが分かる。 1500C以上で加熱した土壌は、吸着率が低く、しかも、時聞が経

過してもその値はほとんど変化しない。

一方、 [03ーの場合、湿潤土壊は、!の結果とほとんど同じであり、 l時間後の暁

着率は70%であるが、時聞が経過するにしたがい、吸着率は増加し、 3日後には、

ほぼ100%となっている o 風乾土壌では、 Iーの場合ほど吸着への影響は大きくなく、

湿潤土壌とほとんど同じ吸着ノfターンを示す。 100ac土壌では、 1時間後の吸着率
は60%であるが、 l日後のそれは少し減少し、 35%となっている。その後、徐々に

増加し、 3日および8日後における吸着率はiーの実験結果のそれとほぼ同じである o

1500Cおよび200ac土壌では、水田土壌と同様、吸着率がしだいに減少しする傾向が
認められる。これは、前述したように、水溶液中のヨウ棄の化学形の変化によるも

のと思われる。 3000C土壌は、水器液中のヨウ棄の化学形があまり変化しないため、

ほぽ一定の吸着率を示す。

(3) 水溶液中の化学形

実験開始から 8日後の水溶液中の 125[の化学形を図 4.16および図 4.17に示す。

図 4.16は、!の化学形で添加した実験の変化を、図 4.17はIOJーの化学形で添加

した実験の変化を示す。図の縦軸は、水溶液中に存在する全 125[に対する103ーの存

在比であり、横軸は加熱処理の温度である。湿潤土壌および風乾土壌については、

吸着率が高く、ほとんど吸着されたため、水溶液中のヨウ素の化学形を同定するこ

とはできなかった。 100-2000Cの土壌の場合、水溶液中のヨウ棄の化学形は最初に

眠加した化学形に関係なく、その5-25%が103ーで、ほとんどはlーで存在しているこ

とが分かる。 3000Cの土壌では、 Iーの化学形で添加した場合は、程度の差はあるが

主としてIーである。また、 103-0)場合は、東海水田土壌では60%が[03-、勝田畑土

壊は40%、東海畑土壌および勝田水田土壌は20-25%が103-の化学形である。この

ように、 100-2000Cの土壌の場合は、 Iーが80%以上を占めるが、 3000Cの土壌では、

ドだけではなく [03ーもかなりの割合で存在している。

以上の結果から、次のようなことが明らかとなったロ 100DC土壌の場合は、 1時

間後の肢着率は150および2000C土壌のそれに近いが、時聞が経過するにしたがい、

湿潤土壌の吸着率に近づいでくる。畑土壌および水田土壌ともに、 1時間および l

日後の吸着率は、 Iーと 103ーとでは異なっているが、 3日以後、化学形の違いによる

暖着率の違いはほとんど認められない。これは、水溶液中のヨウ棄の主な化学形が

Iーになっていること、さらに、 100DCの土壌は加熱の影響は徐々に認められなくな
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り、湿潤土壌の吸着パターンに似てくるが、湿潤士壌の吸着パターンは、!と 103ー

ではほとんど同じであることの2点によるものと思われる。 150
0Cおよび2000Cの土

壌では、 10lーで添加した場合は、 l時間後はIーのそれと比べてかなり吸着するが、

その後しだし、に減少し、 8日後はIの吸着率とほとんど同じである。この原因は、

前述したように、ヨウ棄の化学形の変化よるものと思われる。

300"Cの土壌では、 8日後の水溶液中のヨウ棄の化学形は、 IーとI03 がともに存

在するが、それよりも加熱処理による吸着容量の減少が大きいこと、および畑・水

田土壌とも lーよりも [03ーで添加した方が良く吸着されることが分かる。

(4) y組照射土壌

γ線照射土壌を用いて、ヨウ棄の土壌への肢着に及ぼす土壌徴生物の彰響を検討

した。その結果を園 ι18および図 4.19に示す。図の縦軸は吸着率を、横軸は経

過時間を表す。これらの結果から、どの土壌もその吸着パターンは湿潤土壌のそれ

とほとんど同じであることが分かる o 吸着の程度は、 7線照射土壌の方が少し小さ

いが、その差は数%以下である。この結果から、ヨウ棄の土壌への吸着に関して、

1 -およびI03ーのどちらの化学形でも土壌徴生物はあまり関与していないことが分か

る。

4.3.4.結語

木田および畑土壌中の 12 9 1の挙動を明らかにするためパッチ実験を行った。実験

は、 1-および103貯の化学形に調整した 12 5 1を用いて、吸着に及ぼす化学形の最多響、

乾燥条件による違い、さらに、土壌徴生物の影響等を検討した。得ちれた結果を整

理すると、

① 湿潤土壌および風乾土壌の場合、 r-および103-の化学形とも良〈土壌に原着

する。 l日後には、添加したヨウ棄の90%以上が吸着される。

② 1000Cの土壌では、吸着容量が小さくなるが、その程度は木田土壌の方が畑

土壌よりも大きい。しかし、時聞が経過するにしたがい、原着率が増加し、湿

潤土壌または風乾土壌の股着率に近づく。

③ 加熱処理の温度により、水溶液中のヨウ素の化学形の変化が異なる。 100~

2000cに加熱した土壌では、水田および畑土壌とも、 90%以上がlーの化学形で
存在する。 30000の土壌ではlーと 103ーが共存している。 1-の化学形で添加した

場合は70~90%が、 10 3ーの場合は40~80%が i ーである。
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④ l ーの化学形で添加した場合、 150~3000Cの土壌は、水田および畑土壌ともに、

吸着率が20%前後である。一方、 103ーの場合は、 l時間後の吸着率は50-70%

と高く、湿潤土壌と同様の吸着率であるが、その後、吸着率が低下してゆき、

8日後には40%になる o

@ γ観照射土壌の吸着パターンは、湿潤土壌のそれとほとんど同じである。

これらの結果から、次のようなことが明らかとなった。

( i ) ヨウ素の木田・畑土壌への吸着に関し、土壌徴生物は、それほど関与し

ていないo

ci i) ーの既着に関しては、乾燥条件の違いが吸着に大きく影響する o 15000 

以上に加熱することにより、土壌の有する吸着容量は、 40%以下になる。

(iii) 103ーの吸着については、 Iーとは異なる。加熱による影響をiーほど受けな

い。しかし、水椿液中のヨウ棄の化学形の変化も考慮する必要があり、水

溶液中のヨウ棄の化学形についてその経時変化を検討する必要がある。

水田および畑土壌は多くの土壌有機物を含むため、加熱による乾燥条件の違いに

よるヨウ棄の吸着に違いは、土壌有機物の熱的変化によるためとも考えられる。し

かし、土壌有機物の熱的変化に関する報告は少なく、今後、アルカりや酸により分

離した土壌有機物を用いて、実験を進める必要がある。

本節において、 1-および103-の化学形とも、水田および畑土壌に対して高い吸着

性を示した。これは、潅翫水中の 1291は、これらの土壌表層に蓄積される可能性が

あることを示すと考えられる。
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費写 5 重量 左文身寸 f生ヨウ卦毒の寵圭主畏耳及~車王佐各に
よる長曇f乍牢fo"'--¥の毛筆5千子

5. 1. 緒論

長半減期接種である 1291の農作物への移行経路は、直接沈着だけではなく、経担

吸収経路も考慮IJ 2)しなければならない。本章では、その軽根吸収経路からの農作

物への移行を検討する。一般に、土壌中の間相に吸着・保持されたヨウ素は土壌溶

液中に帯出し難いと考えられているが、環境中に放出された 129]は、地表面に蓄積

する領向があるわ U うえに、土壌の環境因子 (pH.木分含量、 Eh(酸化還元電位〕

等)の変化により、土壊溶液中へ溶出し、農作物に吸収されやすくなる~) 引ので、

経担吸収による土壌から農作物への移行も考慮する必要がある o

経根現収経路による農作物への移行に関する研究が、我が国ではほとんどない。

そこで、水耕法による短期間の民収実験から、 RIの経根吸収経路からの被曝線量評

価上クリテイカルとなる農作物の選定を行う方法について検討し、後述する移行速

度を提案した。そして、この移行速度を用いて、葉菓類、果菓類、根菜類、豆類お

よび水稲への移行や作物体内分布を求め、 1291の被曝評価上クリテイカルと考えら

れる農作物の選定を試みた。また、同様の水耕実験により求めた、 137CSや畠 ~Sr等の

農作物(可食部〉への移行速度を用いて、移行係数の変動要因である核種間差や作

物間差を検討した。さらに、放射性ヨウ棄は有機物を多く含む木田や畑土壊に贋着

されると考えられるため、土壌表層における 12 9 1の蓄積債向およびこの不均一分布

条件下での水稲への移行を調べる必要がある。ここでは、水田の田面水から 12曹Iが

供給された場合の土壌中の分布および水稲各部位への移行量を求めた。

5. 2.水耕法による農作物への移行および作物体内分布

5. 2. ト実験目的

これまでの放射性ヨウ棄の放射生態学的研究は、主として、 13 1 1が対象であった

ため、葉棄や牧草への沈着陸路からの移行に研究の重点がおかれてきた。したがっ
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て、放射性ヨウ棄の経根吸収経路による移行に関する研究は少ないト引。本節での

研究は、放射性ヨウ棄の葉菓類(コマツナとホウレンソウ〕、果菜類(ナスとキュ

ウリ)、根菜類(ハツカダイコン〉、豆類(大豆〉および水稲の可食部への移行速

度と作物体内での分布を求め、その作物間差から、 J291の被曝評価上クリテイカ Jレ

と考えられる農作物の選定を試みたものである。

被曝鰻畳評価モデルに用いられる J291の農作物(可食部〉への移行係数を求める

ためには、実態に即した栽培法(たとえば畑作物の場合は土耕法)を用いる必要が

ある。しかし、作物間差や作物体内での分布を知るためには水耕栽培、土耕栽培い

ずれの栽培法を用いても良いと考えられる。培地中のヨウ棄の化学形態の変化の追

跡や根のサンプリングには水耕栽培の方が実験世として有利である。本節では、水

耕法による短期間の扱収実験データから、 RIの農作物への移行量を評価するための

移行速度 (TR) [後述]を提案し、それを用いて、被曝線量評価上クリティカ Jレと

考えられる農作物を選定したロヨウ棄は、水溶液中では主としてlーまたは103 の化

学形で存在するが、経根吸収によるヨウ棄の農作物への移行に関しては、 Iーの化学

形の方が[0]ーの場合よりも扱収されやすいト 10】。 従って、本研究においてはすべ

てIーの化学形に調整した木耕液を用いて実験を行った。

実際のフィールドにおいては、土壇中の目的元棄の糧度変化は一般に少ないが、

ポット栽培の場合はその変化を無視することができない。本節では、ポット栽培試

験を実施するに当たっての問題点についても検討を加えた。

5.2.2. 移行速度 (TR)について

土壌から農作物へのRIの移行量を予測する方法の一つに移行係数モデル 11) があ

る。これは、移行係数 (transferfactor:TF)をあらかじめ求めておき、土壌のRI

負荷量から作物体内のR[糧度を予潤するものである o TFの値は、その定義上、播種

から~種期まで農作物を栽培しなければ求めることは出来ないが、 RI トレーサ実験

に際してはRI汚染土壌(固体特殊不燃物〉処理の制約がある。したがって、水耕法

による短期間の吸収実験を行い、 TFのかわりに、殴収実験期間における平均移行速

度 (transfer rate: TR)を求めた。 TRは次式で定義した。

TR 

実験期間中に農作物中に蓄積したRI量
(Bq. g-I [¥l/etl) 

水耕液中のRI 盟収実験期間
平均嘩度(Bq. g-I) " (days) 
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MuramalsuらJ0)は同様の水耕実験により、木耕液から農作物への放射性ヨウ棄の

移行を表わす係数として、移行車 (activityralio: AR)を導入した。 ARは次式で

定義される。

AR 

ザ
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このARは、式(5-2)からわかるように、ある期間における作物と木耕液中のRI~農

度比であるため、吸収実験期聞を明記する必要がある。なぜならば、担収期聞が異

なればARも異なるからである。

同一作物について、吸収に及ぼすRIの化学形の彫響や担体温度の影響等をみる場

合には、 TI~を用いても ARを用いても良いが、作物間差をみる場合には、生育段階を

そろえた農作物を用い、 l日当たりの移行比であるTRを求める必要がある。異なる

作物種において、生育段階をそろえるには、作物生理的観点からほぼ同ーの生育段

階であることを判定する必要がある。被曝線量評価上は収穫期が最も重要であるが、

農作物の中には、開花期以前に収穫するもの(たとえば葉菓〉もあれば、開花期以

後の結実則に収穫するものもあり、被曝線量評価上重要な意味を持つ収種期が、作

物生理学上必ずしも同じ生育段階ではないことがある。従って、この両者を同時に

満足させるように生育段階をそろえることは事実上不可能である。そこで、本研究

においては、収種期に近い時期の農作物を用いて、連続吸収実験から求められた可

食部へのTRを求めた。

上述の議論は、式(5-1)の農作物への蓄積に関する問題であるが、分母の「水耕

液中RI平均濫度」に関しでも考慮すべき問題がある。もし、水耕液量を無限大にと

れば、農作物への移行による木耕液中のRI揖度変化が無視でき、分母のRI糧度はほ

ぼ一定となるが、現実的には、ある程度水耕液量を規制せざるを得ない。その上、

前述したように、放射性ヨウ棄は農作物の根への移行が著しく、水耕液中の放射性

ヨウ棄温度を一定に保つのはかなり困難である。このような場合、式(5-1)の「水

耕液中のRI平均温度Jとして、どのような値をとれば良いのかが問題止なるロ

根へ移行したRIも、地上部可食部へ転流する可能性があるため、根への移行もあ

る程度地上部可食部への移行と見るならば、初期謹度を「水耕液中のRI平均温度」
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として用いるという考え方も成り立つ。しかし、まず担へRIが移行し、次ぎに、木

耕蔽に残ったRIが水とともに吸収され、地上部へ運ばれる場合、すなわち根に移行

したRIの再転流が起こらない場合は、初期濃度を用いることが適当であるとは考え

難い。そこで、本研究では、水耕液中の 131I濃度をできる限り多くの頻度で測定し、

時間の重み付けをした平均値を用いた。

このTRを用いることにより、水耕法による短期間の吸収実験から、経担吸収経路

による農作物へのRI移行に閲し、クリテイカルとなる農作物の選定が可能である o

5. 2. 3.実験材料および実験方法

( 1 ) 供試農作物

実験に用いた農作物は、水稲 (0ryzasaliva cv.Koshihikar i)、葉菜類(コマツ

ナ、 Brassicacampestrisし，ホウレンソウ、 Spinaceaoleracea L.)、果菜類(キュ

ウリ、 Cucumissalivusし，ナス、 SolanummelongenaL.， )、根菜類(/、ツカダイ

コン、 I~aphanus sa l i vus L . )および豆類(大豆、 Glycinemax Merr.)の7種類で

ある o

これらの農作物のうち、水稲は屋外のビニールハウスで、他の畑作物は人工光の室

内予備栽培室において水耕栽培し、一定期間生育させたあと、放射性ヨウ素のE買収

実験に供試した。

( 2 ) 水耕液

水稲については、春日井水耕液12)、

その他の畑作物については、園芸試験

場の標準培養液13)の112希釈液を用い

た。これら 2種類の水耕液の成分組織

を表 5.1に示す。春日井水耕液は水稲

の成長に伴って壇謹度を変えてゆくも

のであるが、表 5.1には、放射性ヨウ

棄の経根吸収実験に供試した時期の成

分 (8月7日-8月15日用)を示し

た。水耕液のpHは、作物の成育に重要

な影響を及ぼす因干の一つであるが、

春日井水耕液のpHは 5.8に、標準培養
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表 5.1 標準培養液および

春日井木耕液の元素組成

Stand且rd凶 Iture皿lution K田ug口a出i曲pIKIthn 
お riceDlant 

日em田 t mg/I 日em皿t 田g/I

KNO. 前8 N 10 
Ca(NO.).・4H，O 950 P凸 5 
NH.H.PO. 115 K，o 10 

MgSO.'7H，O 500 Cao 2 
FeCla'6H.O 15 MgU 3 
H.BOa 3 FeO. 
MnSO.・4H.O 2 
znSO.・η.ItO 自.22
CuSO，'5H.O 0.05 

NaMoO. 0.02 



液のJ/2希釈液のpJlは、ホウレン

ソウ以外は約pll7.0に制整した。

ホウレンソウの場合は、大理石

の小Jl-を水耕液中に入れ、 pHを

弱アルカ リに保つようにした。

( 3 ) 経根吸収突験法

経.m吸収実験は、湿度、風度、 . 

/ 

‘ 

，・，‘
 

• 噌

照明|時間などの栽培条件を制御で

きる拙物栽培装位 [SIIERER，CEC-

36-10型] (写真 5.1)内で行っ

た。無担体状のNa1311を添加した

水耕液(以下、 1311#耕液と記す〉

をいれたポ ットに農作物を移植し、

一定期間成育させた後、農作物の 写真 5.1 植物栽培装置

各器官に移行した 131Iを求めた。

すなわち、葉菜類および担菜類歯、収陸期のものを用い、 24時間の吸収実験を行っ

た。来菜類と豆類については、開花期のものを用い、収限期jまで連続吸収実験を行っ

た。水稲の場合は、開花期のものを用い、湛水状態を継続している乳熟期まで連続

吸収実験を行った。連続吸収実験を行った理由は、可食部である子実への放射性該

樋の移行が、子突の生育段階により異なるため、開花期から、収穫期(水稲の場合

は、乳熟期〉までの期間をカバーすることにより、 子実への放射性ヨウ素の移行に

関して、その生育段階による違いを取り除くためである。

ハツカダイコンの可食部である見茎は、通常の畑栽培では、土と接触しているた

め、その表面へのRI吸収等による移行が考えられるが、本実験では経根吸収からの

移行盆のみを求めることを目的とし、塊茎の部分は水耕液に直接ふれないように液

面上に保持し、根部だけが水耕液に接するようにした。

水稲については5連で、畑作物のうち、果菜類以外は、 3連で実験を行った。果

菜類の場合は、植物栽培装置内のスペースの関係で、 lポットでしか実験を行えな

かった。本研究で示す移行速度の数値は、果菜類以外はすべて5連または3連の平

均値である。

連統吸収実験においては、 1 -4日ごとに 1311水耕液を全部更新するか、あるν
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は部分的に追加lして液晶をできる躍り一定に維持するようにした。また、水耕破を

定期l的に採取し、その 13 1 1濫度変化を求めた。

水耕液量は、供試作物の大きさや蒸散量などを考慮して、コマツナで!i250mI 、

ホウレンソウおよびノ、ツカダイコンでは、 150ml、水稲卜31C2、ナス、キュウリお

よび大豆では 3aとした。

植物栽培装置内の最高および最低温度は、それぞれ3000および2200である o 湿度

は85土問、照明時間は 12時間に調整した。 l~度は、光源下30cmで約 2 万ルックスで

ある。

(4 ) 肱射性ヨウ素の化学形について

木耕液に無担体状の肱射性ヨウ素 (Na1 J 1 1)を添加後、同位体交換の反応速度の

追い I~ )を利則して、その化学JrJを調べた。その結果、 95%以上がlーの化学形で存

在していることがわかった o MuramaLsuら10)は、植物(コマツナ〉生育下の水耕液

中の103ーは、次第にlーへ変化する傾向があるが、 lーの場合は他の化学形に変化しな

いことを報告している。この結果から、実験期間中、 1311水耕液中の放射性ヨウ素

の化学形lまiーであり、他の化学形には変化しないものと考えられる。

5.2.4.実験結果および考察

( 1 ) 木耕液中の放射性ヨウ素の濃度変化について

水耕液中の肱射性ヨウ素は、後述するように、根へ移行しやすい。したがって、

農作物を 131I 木耕液へ移植後、水耕液中の 1311濃度は急激に蹴少する。表 5.2は、

I J 1 1水耕液へ農作物を移植してから l日

後の水耕液中 1311温度(相対韓度C!CO)

を示したものである。移植後の水耕液中

の131I謹度は、農作物の種類により異な

るが、同種の農作物でも、根の表面積、

水耕液量、担体濃度、さらに農作物の生

育段階等の因子により異なるものである o

表5.2から明らかであるように、ハツカ

ダイコンでは、移植後 i日後の水耕液中

I J 1 I 濃度は、すべて50%以下であった。
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表 5-2 1日後の水耕液中の

1 3 1 1の相対糧度

Plant speeies C/Co* Plant species CICo* 

Rice plant 0.38 Komatsuna 0.44 

Cucwnber 0.16 Spinach 0.46 

Eggp)ant 0.33 R且dish O. 75 
Soyb伺 E 0.25 

本 C: 1日後の木耕液中の IIIn農度
c 0 :水耕液中の初期濫度



(2) 放射性ヨウ素の作物体内分布について

水稲の各器官、すなわち、穂(モミ、枝梗および穂軸〉、葉身、節、茎および根

へのTRを図5.1に示す。これは、 1311水耕液へ移植後、 11日閣の連続吸収実験から

得られたものである。根へのTRは、他の器官と比べて非常に大きい。茎 (culms)

や節 (nodes)へのTRは 0.6-0.7でほぼ等しく、葉身のそれは、約 0.4である。穂

(ears)へのTRは 0.17で葉身や茎、節のTRの113-115である o

モミにおける放射性ヨウ素の分布について、山口ら 15) は、茎葉基部吸収の場合

は玄米の方に、経根吸収の場合はモミガラの方に多く分布することを報告している D

したがって、玄米へのTRは穂のそれよりも小きくなると考えられるが、この点に付

いては、匹の生長段階を考離して、実験を進める必要があり、本章4節においてく

わしく述べる。

キュウリおよびナスの各器官へのTRを図5.2に示すo キュウリは14日の、ナスは

19日の連続吸収実験から得られたTRである。図5.2から、水稲の場合と同様、根へ

の放射性ヨウ棄の移行が大きいことがわかる o 地上部の各器官へのTRについては、

子実へのTRが他の器官へのTRよりも小さい。キュウリでは、子実へのTRは葉や茎の

1110-1/15、ナスでは葉の約113、茎の約1110である。

エダマメおよび大豆のTRを図5.3に示す。大豆の実験では、 IJ 1 1水耕液へ移植後、

28日間連続吸収実験を続け、エダマメ、葉および茎の一部をサンプリングして、 TR

を求めた。その後、大豆をサンプリングするため、水耕液中の養分を徐々に少なく

してゆき、最終的には、 50日間吸収実験を行った。

28日閣の連続盟収実験における葉および茎へのTRは、 0.3-0.5である o エダマメ

とサヤは、どちらも0.06でほぼ等しく、葉や茎のそれの1/5-1110である。また、

50日経過後の大豆とサヤへのTRは、 0.3-0.5であり、エダマメのそれと比べると約

5倍大きい。この理由のーっとして、大豆は乾燥状態であるため、 19当たりの 1311

量がエダマメよりも多い、すなわち、みかけ上、濫縮されたことが考えられる。し

かし、これだけでは5倍も大きくなる理由を説明することはできない。エダマメか

ら大豆になりつつある状態において、水耕液中の養分を誠少させても、かなりの量

の水分または養分が~収され、蓄積されると考えられる o

図5.4には、コマツナおよびホウレンソウ、図5.5にはハツカダイコンの各器官

へのTRを示した。前述したように、これらは、 24時間の吸収実験により得られたも

のである。これらの農作物においても、担への 13110)移行が大きく、地上部への移
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行は小さい。特に、ハツカダイコンの塊茎へのTRは、約0.2で葉のそれの 113~114で

ある。

この吸収実験において、すべての農作物について、根へのTRは地上部の各器官へ

のTRよりも、 l桁ないし2桁大きい値を示した。 Muramatsuら10)は、地上部を切り

取ったコマツナを用いて、また、住谷ち 16) は、地上部を切り取ったトマトを用い

て、吸収実験を行い、地上部がなくても地上部がある場合と同様、根への放射性ヨ

ウ素の蓄積があることを報告している o 地上部を切り取った場合、農作物の水分吸

収量は極端に少なくなるが、これらの結果は、農作物の根への放射性ヨウ素の移行

は、水分吸収によるものではないことを示唆している。しかし、根の表面への単な

る付着であるのか、担の生理作用による肢収であるのかは不明である。

我が国では、西欧諸国と比較すると、消費されている農作物の種類が多いので、

できるだけ多くの農作物について、実態に即した栽培法でTRやTFを求めるとともに、

担に移行した放射性ヨウ素が可食部である器官へ再転流するかどうかについても検

討を加える必要がある。

(3) クリテイカルな農作物の選定について

水稲および6種類の畑作物の可食部への放射性ヨウ棄のTRを按き出して表5.3に

示す。コマツナとホウレンソウは 0.3~0.4でこれらの農作物の中で最も大きい。大

豆もこれら葉菓類のTRと同程度であるが、エダマメでは、前述したように、大豆の

約115 である o ハツカダイコンと水稲は、 0.17~0.18 で葉菓類の約112 である。果

菜類は、 0.01であり、他の農作物と比べて l桁小きくなっている。被曝評価上、問

題となるのは播種から収種までに可食部に蓄積されたRI量であり、この蓄積量は、

TRと生育期間の積で表される。したがって、 TRだけではなく、生育期間も考醸して

1 2 9 1の被曝評価上、クリテイカルな農作物を選定する必要がある o

葉菜類のTRは大きしこれらの農作物の成育期聞が卜1.5か月と比較的短くても、

蓄積量は大きくなると予想されるロホウレンソウは、中性や弱アルカリ性土壌で良

〈生育するが、このような土壌pHでは、土壌に吸着していたヨウ棄が液相へ遊離し

やすくなる 5)。したがって、葉菓類の中でも、特にホウレンソウは土壌中のヨウ棄

を贋収し易い農作物である1)と考えられる o

水稲については、 TRは葉菜類のそれの約112であるが、生育期聞が長く、さらに

土壌に扱着したヨウ罪は湛水条件下で液相に漕出してくる 5)ため、葉菓類と同程度

か、またはそれ以上蓄積される可能性がある。エダマメのTRは、それほどおおきく

-95-



100 

(day-J) [T R] 移行速度

0.1 

Tubers 

JJ 

認蕊怒~:~::::詰::::::~:~t・:;:~:;:~:~::;::::治:;:;=::::;:掠::作::::::::::主主.'.主主:~:::::::::::::::日:::1， 

Leaves 

Roots 

ハツカダイコンの各器官への

J 3 J 1の移行速度

国 5.5

既収実験期間:1日間

・数値:3連の実験の平均値

農作物(可食部〉へ移行速度の比較 (1311)表 5.3

Pl回 .tspeci回22マ認可Plants阿国E品7E!;
0.31 

0.36 

0.18 

Kom且包una

Spin且ch

Radi品

口

叩

…

叩

叩

担

n
u
n
u
n
u
向

U

凸

U

Rice pl畠且t

Cucwnber 

Eggp1ant 

Gr僧 E 町内岨a

Soyb鶴田

-96-
ト".'..""， 一三角
白""マ・前一 ~ 



ないが、大豆では葉菜類のそれと同程度であり、生育期間も比較的長いため、 129[ 

の被曝評価上、重要な農作物と考えられる。一方、果菜類については、 TRが小さく、

成育期聞が2ヶ月以上であっても、あまり蓄積しないと考えられる o

以上の結果から、今後、ホウレンソウ、水稲および大豆を重点、に、実態に則した

方法でTFを求めておく必要があることが判明した o

前述したように、ハツカダイコンの塊茎の部分は、 131[木耕液面上に保持して、

吸収実験を行ったため、表5.3には、 11 I 1の根への蓄積傾向が示されていない。図

5.1 、図5.2、図5.4および図5.5に示したように、すべての農作物において、根

への J3 I 1のTRは他の器官へのTRよりも、 1-2桁大きくなっている o これらは、根の

部分に直接 1J I 1水耕液が接していたからである。土耕栽培においても、同様の傾向

が観察されると予想されるので、根菜類は実態に則した栽培法により TFを求めてい

かなければならない作物種のーっと思われる o

5.2.5. 結語

種々の農作物を用いて経担吸収による放射性ヨウ棄の移行について研究した。収

穫直前のコマツナ、ホウレンソウ、およびハッカタ'イコン、開花期のキュウリ、ナ

ス、大豆および水稲を無担体状の 1J 1 1を添加した木耕液へ移植し、一定期間連続吸

収実験を行い、各器官へのTRを求めた。その結果、短期間の水耕栽培実験により、

RIの農作物への移行を検討する場合、つぎのことが明らかとなった。

① TR (単位時間当たりの農作物(可食部〉への移行量と水耕液中のRI平均謹度

との比〉を用いることにより、作物間差が検討できること、

② 作物間差については、作物生理学上同じ生育段階の農作物を用いるのが望ま

しいが、被曝評価上重要である可食部への移行が得られない場合もあり、収穫

前の農作物を用い、可食部へのTRを求めるのが現実的である、

@ 果実および子実へのTRは、その生育段階により異なるが、連続吸収実験によ

り、生育段階による違いを取り除くことができる。

④ 放射性ヨウ素のように、担への移行により木耕液中の糧度が大きく減少する

場合は、水耕液中のRf濃度を多くの頼度で測定し、時間の重み付けをした平均

RI揖度を用いることにより、より現実的なTRが得られる。

また、農作物各器官へのTRについては、下記のことが明らかとなった。

( 1 )すべての農作物において、棋への放射性ヨウ棄の移行が大きく、担へのTR
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は他の器官よりも、 1-2桁大きい。

(2)水稲の穂へのTRは、地上部の他の器官へのそれの113-115である o キュウ

リ、ナスの子実およびエダマメへのTRは、それぞれの農作物の葉や茎の 1/5-

1110である o また、ハツカダイコンの塊茎へのTRは、葉のl/3-1/4である o

(3 )大豆(実〉へのTRは、エダマメのそれよりも約5倍大きい。これは、エダ

マメから大互への過程におれる乾燥状態による「みかけ上の糧縮」だけではな

しこの過程において、放射性ヨウ棄の蓄積があるものと考えられる。

(4)作物間差について検討した結果、葉菜類(コマツナとホウレンソウ〉への

TRが最も大きく、水稲と担菜類(ハツカダイコン〉は、葉菓類の約112、果菜

類(キュウリとナス〉は、 l桁以上小さい。また、エダマメへのTRは小ざいが、

大豆へのそれは葉菜類とほぼ閉じ程度であった。

これらの結果から、 1291の経根吸収についてはホウレンソウ、水稲および大豆が

重要な農作物になると予想されるので、今後、実態に則した栽培法により、移行係

数 (TF)を求める必要がある。

5. 3. 水耕法による放射性核種の移行における作物間差と核種間差

5. 3. ト 実験目的

RIの土壌から農作物への移行量を算定する基本的なパラメータである移行係数は、

環境条件や栽培条件等によって変動する17)ことが知ちれている o Y.C.Iなら18)・は、

移行係散の変動幅および変動要因について検討し、作物間差が変動要因の一つであ

ることを報告している。我が国では、食事に供される農作物の種類が多い16，19)た

め、総ての農作物に対して lつの移行係数値を用いると、精度の良い被曝線量評価

ができない。本節は6種類のRI(137Cs，85Sr，131I，65Zn， S4Mnおよび60Co)を添加

した水耕液を用いて、木輔、ホウレンソウ、大E、その他4種類の農作物の可食部

へのRI移行に関する作物間差および核種間差を前節で述べた移行速度 (TR)により

検討したものである。

5. 3. 2. 実験材料および実験方法
( 1 ) 農作物および水耕鞭
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実験に用いた農作物および水耕液は、前節(第5章2節〉で用いてものと同じで

ある。すなわち、農作物は、水稲 (0ryzasativa cv.Koshihikar i)、葉菓類(コマ

ツナ、 Brassicacampestris L. ，ホウレンソウ、 Spinaceaoleracea LJ、果菜類

(キュウリ、 Cucumissativus L. ，ナス、 Solanummelongena L. )、根菜類(ハツ

カダイコン、 Raphanussativus L.)および豆類(大豆、 Glycine max Merr. )の 7

種類の農作物(5作物種〉である。

水稲については、春日井木耕液12)、 その他の畑作物については、園芸試験場の

標準培養液112希釈液 13) を用いた。

(2 ) 放射性核種および放射能濃度劃定

実験に使用したRIは、 137CS， 8 5Sr， 1311.6 5Zn， 54Mnおよび 60Coの6核種である o
1311を除く 5接種はすべて塩化物を、 1311は Nalの化学形のものを用いた。これら

6接種を上記の春日井木耕液または標準培養液(112希釈液〉中に添加し、経根吸収

実験に供した。これら6核種の担体温度は、できるだけ無担体状のものを使用する

ようにした(1 3 7 Cs t 1 3 1 1 ， 60 Coなど〉が、それが購入できないものについては、なるべ

く担体濃度の低いもの(数ppb以下〉を使用した。水耕液中には種々の元素が存在す

るため、 RIに含まれる安定元素の影響は無視できると思われる。放射能の糧度担rJ定

は、水耕液試料および農作物試料ともGe半導体検出器 [PGTModel IGC 10]および

世高分析器 [NORTHEN TN-1750Jを使用した。測定試料の容量は、水耕液の場合は

20ml、農作物の場合は、試料によってはかなり少ないのもあるため、水耕液試料と

同じサンプルビンに数g~20g を入れて測定した。そして、別に計数効率を求めて

おき、計数値の補正を行ったロ

(3) 経担吸収実験法

経根吸収実験の実験条件および実験方法も前節と同じである o すなわち、湿度、

温度、照明時間などの栽培条件を制御できる植物栽培装置 [SHERER，CEC-36-10型]

内において、 RIを添加した水耕液(以下、 Rl水耕液と記す〉を入れたポットに農作

物を移植し、一定期間生育させた後、農作物の可食部に移行したRI量を求めた。水

稲については5連で、畑作物のうち、果菓類以外は、 3連で実験を行った。果菜類

の場合は、植物栽培装置内のスペースの関係で、 lポットでしか実験を行えなかっ

た。本節で示す移行速度の数値は、果菓類以外はすべて5連または3連の平均値で

ある。
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5.3.3. 実験結果および考察
表5・4に、 7種類の農作物の移行速度 (TR)を示す。水稲以外すべて可食部のTR

値である。水輔の場合は、調(モミ、枝梗および穂軸)における値であり、可食部

のTRではない。

( 1 ) 接種間差
衰5・4から、 137CSの場合は、穂のTRが 4.1とかなり大きく、次に葉菓類、豆類

の順であるaHSrの場合は、特に大きいTR値を示す農作物はなく、果菜類を除いて

0・5-1.3の範囲である。果菓類のTR値は 0・06-0.07であり、他の農作物と比べて約

1 t行小さいo 1311は、供試農作物可食部のすべてについて 1・0以下の値を示した。
15Znは、全体的にTR値が大きく、土壌から農作物へ移行しやすい核種の iつである o

特に、豆類では、大豆のTR値が70、エダマメのそれは約40と非常に大きくなってい

る。 HNnの場合l立、水稲とホウレンソウのTR値が5以上、また、60eoではホウレンソ

ウのTR値が5で他の農作物と比べて大きくなっている。

このように、個々の棋種についてもそれぞれの農作物によりTR値が異なるが、木

耕液から農作物可食部への移行の難易は、おおよそ次の順である。

[易) 55Zn>6 'Nn>13 7CS....... aGeo>'5Sr > 
1311 難]

表 5.4 移行速度の接種間差および作物間差

Speci回 1訂Cs 8!Sr UlI I5Zn 嗣Mn ー町:。

Rice plant 4.1 0.48 0.17 0.6 6.0 0.04 

Cucumber 0.18 O.白 0.01 0.9 0.08 O.∞s 
Eggplant 0.23 0.07 O.∞a 0.2 0.4 O.似施
Green .oybeans 0.39 0.62 0.06 36 0.9 0.4 
Soybeans 0.74 1.1 0.32 69 1.7 0.7 

Kom且tsUfta 0.87 O.邸 0.31 2.0 1.0 0.5 

SpiD8Ch 0.96 0.67 0.36 11 5.0 5.0 
R且dish 0.47 1.3 0.18 3.0 2.0 0.5 

Max 4.1 1.3 0.36 69 6.0 5.0 
Min 0.18 O.郎 O.∞s 0.2 0.08 O.肌渇
Max爪~in 初 20 国 350 釦 且30
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(2) 作物間差

表5.4の最下段にそれぞれの核種について、 TR値の最大および最小値、さらにそ

の比を示したが、この比から同一核種における作物間差を知ることができる o すな

わち、“Znおよび 60Coは7種類の農作物におけるTR値の幅は3桁であり、他のRI

は2桁となっている o Y.C.Ngら18)は、これまでに報告されているCsおよびSrの移行

係教を作物種ごとに整理し、移行係数の変動幅を検討した。その結果、すべての農

作物を対象とすると、両核種とも移行係数は 3-4桁の幅があるが、農作物ごとに整

理すると、それぞれの農作物について、その変動幅は 2桁以内となることを明らか

にした。

本節では、前述したように、一般の環境下におけるよりも制御された同一条件下

で実験を行い、 RIの木耕液から農作物可食部への移行を比較した。すなわち、温度

や湿度、照度、日照時間などの気象条件をなるべく同じように設定し、さらに、水

稲以外は同じ元素組成の水耕液を用いた。このような条件下においても、作物種に

よりTR値は 2-3桁の違いがあることがわかる。したがって、野外において、移行係

数を求めた場合は、気象条件や土壌の種類が異なることなどの変動要因が加わるの

で、移行係数の変動幅は更に大きくなると予想される o 農作物摂取による内部被曝

観量評価を精度良く行うためには、農作物の違いによる移行係数の違いが無視でき

ないと思われる。特に、本研究により大きいTR値が得られた 137CSおよび~4Mnの水

稲(玄米、更に精白米〉への移行、 5'Mnおよび60Coのホウレンソウへの移行、さら

に、大豆への“Znの移行などに着目して移行係数を求め、その変動の幅を押さえて

おく必要がある。

同一作物種について、それぞれの引のTR値を比較すると、キュウりとナスの場合

は、 137CS、85Sr、I31 1および60Coについては、ほとんど問じ値であるのに対し、 HMn

では、キュウリよりもナスの方が、“Znではナスよりもキュウリの方がTR値が約5

倍程大き b、。コマツナとホウレンソウでは、全体的にホウレンソウの方がTR値が大

きい。特に、 5'Mnおよび晶5Znでは、約5倍、 60Coでは、 10倍程大きい。このように、

同一作物種においても、接種によってはTR値が5-10倍程異なることがわかる。ホウ

レンソウの場合は、他の畑作物と比べ、水耕液中のpHが高いことが大きいTR値とな

る一因である可能性もあるが、今後に残された研究課題である。

また、前述したように、本節では、根菜類であるハツカダイコンは、可食部であ

る塊茎が直接RI水耕液に接触しないように保持して吸収実験を行っている。木耕法

-101-



によるRIの農作物への軽担原収において、根へのRJの蓄積は大きく、 RJによっては、

他の部位より 2-3桁大きいことが報告Z叫されている。しかし、村松ら 21】は、

山イモを用いて土耕法による放射性ヨウ棄の軽根吸収実験を行い、特にひげ根に放

射性ヨウ棄が蓄積されるという結果を得ている o このことから、可食部が直接RIを

含む媒体に接触している根菜類については、土壌あるいは木耕液に直接接触させた

実験を行い、ひげ根と可食部とを分けてTR値を求める必要がある o

5.3.4. 結語

水輔、ホウレンソウ、大豆、その他4種類の農作物を用いて水耕法により短期間

のRI吸収実験を行い、可食部へのRI移行に関する作物間差および核種間差を検討し

た。その結果、次のことが明らかとなった。

D 水耕液から農作物可食部への移行の難易 ~i、おおよそ次の順である。

[易 65Zn> 5~ Nn > 131CS ~ 60Co > 8~Sr > 1311 難]

2) 特に大きい移行速度を示したものは、 131CSおよび 5~Mnの水稲(穂〉への移

行、“Mnおよび 6DCoのホウレンソウへの移行、さらに、大豆への 65Znの移行

などである。

3) 本節で慣用した7種類の農作物について、 RIの可食部への移行に関する作物

間差は、 2-3桁であった。

4) また、開一作物種についても、“Znや54Mnなどは、 5-l0倍の移行量の違いが

認められた。

今後、環境中においてRIと類似の挙動を示すと考えられる元素(例えば、日I-Srに

対してはca、131CSに対してEなど〕や重金属等の現収に関する研究等と比較し、更

に植物生理学的な面から検討を加えることにより、農作物の中で、特に移行係数の

大きい農作物の選定が可能であろう。
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5. 4. 土耕法による水稲への放射性ヨウ棄の移行

5. 4. 1.実験目的

水稲への経根吸収経路からの移行は、その栽培方法から、非耕作期間中に水田土

壌表面に降下した 129]が湛水することによって土壌溶液中に溶出し、吸収される場

合と、湛水中に田面水に混入した I2 9]が吸収される場合の2つ22司 23)が考えられる。

前者の場合、非耕作期間中は、畑水分状態であり、この期間に水田に降下した 129 ] 

は、土壌深部に浸透することなく、ほとんど表層に吸着きれる晶、 23) が、表層に蓄

積した 1291は、水輔の栽培前に、耕うんにより作土層中に均一に分布すると考えら

れる。後者の場合、ガス状又は粒子状の 129]が大気から直接、田面水に降下する場

合や雨水とともに田面水に降下してくる場合、さらに、河川水や地下水中に l29]が

存在し、それを濯概水として利用する場合等が考えられる。このように、 lH]が木

田に負荷される経路は様々であるが、 12 9 [の土壌中における分布という観点からみ

ると、前者はほぼ均一分布、後者では土壌表層における揖度が高く、下層では濃度

が低いという不均一分布になっている。

このような状況で、湛水し、水稲を栽培した場合、 I291がどの程度、水稲へ移行

してゆくかという事について、前者のヨウ棄が均一に分布しているケースに関して

は若干の報告昔， 24) がある。しかし、後者の不均一分布に関しては報告がない。す

なわち、田面水に混入した I2 9 1が水田土壌中でどのような挙動をするか、さらに、

どの程度水稲へ移行するかという点については、ほとんど情報がない。

本節では、水田に湛水後、田面水に投与された放射性ヨウ棄が水田土壌中でどの

ような分布をするか、そして、水稲諸器官、特に、モミ、玄米および白米へどの程

度移行するかを検討した。本施設のRI使用上の制約から、比較的半旗期が長い 125[ 

(半減期:60日)を使用することができず、 1311(半減期:8日〉を使用せざるを

えなかった。したがって、実験は、全生育期間をカバーする様な長期間にわたる実

験を実施することができないため、生育後期の開花期以後に焦点をしぼって行った。

5.4.2. 実験方法 4

( 1 ) 水稲の栽培

水田土壌の入手が困難であったため、水田土壌のかわりに畑土を用いた。茨域県

東海村で採取した畑土(黒ポク土)を風乾したあとプJレイ(5 mm)で小石や植物根
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を取り除いた。 a/5000ワグネルポッ卜に、上記の畑土を肥料と一緒に入れ、良〈

混合した。肥料は、 N-P-Kの配合率が12-16-14(くみあい苦土)のものを用い、

ポット当たり 5gを加えた。さらに、井戸水を加えてから、 5月25日に水稲(日本

晴れ〕を l本、ポットのまん中に移植した。

これらの作業及び栽培は東海村にある放医研・東海圃場で行った。

(2) 経根吸収実験

8月中旬に東梅田場で栽培していたポットを東海施設内の植物栽培装置内に移し、

栽培を続け、後述する 3つの生育時jVJに131Iを投与しfこ。植物栽培装置内における

栽培条件は、温度28:f:2 oc、湿度60士10%、照度30000Luxである。

1 J I Iは、無担体状のNa1 J II 溶液を用いた。 100~200μCi の 131 I (液量3~5ml) を、

回面水にピペットで数箇所に滴下した。滴下後、直ちに図面水を静かにかきまぜ、

なるべく 131[が田面水中で均ーになるようにした。これらの作業は、生育中の水稲

にけ 1[が付着しないように行った。投与時期は、開花期直前、糊熟期および黄熟期

の3!Vlである。投与後、収陸l閉まで栽培を続け、収再~WJに水稲の各部位をサンプリ

ングし、 1311温度を測定した。開花期に投与した実験では、糊熟期にもサンプリン

グした。投与時期およびE買収実験期間などを表5.5に示す。 9月25日に投与したポッ

トは、収穫後、解体し 131[の土壌中鉛直分布を求めた。

( 3 ) 131]の土壌からの帯出実験

土壊に吸着した 13 1 1の土壌溶液

への稽出を検討するため、水稲を

収穫後、ポットを解体して得られ

た土壊試料の中かち、表層土壊

(0-1 cm)を用いて溶出実験を行

った。ポリピンに上記の土壊試料

5.Qgと純水、または100Qppmのl

溶液印1)5Qmlを入れ、 24時間振

とう (2300)後、水溶液中の 131i 

温度を測定し、分配保数 (Kd)や

溶出串を求めfこ。 Kdは、1Ot着平衡

後における土壌19当たりの目的元

素農度と溶液lml当たりのそれと

表 5.5 土耕実験条件

No. 131]添加日 吸収実験期間

5-1 8/21 18日間
5-2 8/21 40日間
5-3 9/10 20日間
5-4 9125 6日間

*開花日 8123 → 9/1 
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の比で定義されており、本研究では、溶出実験開始前に劃定した土壌中の
131
1i農度

と24時間振とう後に求めた溶液中の 1311濃度から算出した。また、溶出率は、土壌

中に含まれる総 13 I 1量に対する水槽液中に溶出してきた 1311の総量として定義23)

されている D

5. 4. 3. 実験結果および考察

( 1 ) 1311の土壌鉛直分布および分配係数

ポット内の 131Iの分布を図5.6に示す。これは、 9月25日に水田面水に 131Iを添

加し、 10月l日に収種したポット土壌中の鉛直分布である o 前述したように、半減

期が短い 1311を使用したため、土壌鉛直分布は3回行ったトレーサ実験のうち、収

穫期に近い黄熟期に投与した実験しか測定できなかった。鉛直分布は、土壌をポッ

トの中心から 3つの扇形に等分してそれぞれ測定した。図は、得られた3つの値の

平均値を示した。図から、土壌中に存在する総量の約80%が、表層 1cm以内にある

ことが分かる。この実験結果は、湛水条件下でも、回面水から供給される 1291は、

表層土壌に吸着される可能性を示唆している o

この実験は、生育後期のものであり、水稲の水分吸収量が少なく、水分扱収に伴

う木の移動があまりない時期である。また、本研究は、すべてポット下部からの水

の流出がないという条件で実験を行った。実際の栽培と同じように、権概水の流入・

流出のある条件下で、実験を行う必要がある。また、ヨウ素の土壌への贋着の程度

は、土壌の種類により異なる z日ため、多くの種類の土壌を用いて、さらに実験を

進めなければならない。

この表層0-1 cmの土壌を用いて、 13 I 1の溶出実験を行った。その結果を表5.6に

示す。測定は、上澄み液だけではなくその掴液についても行ったが、違いは認めら

れなかった。諮出率は、純水の場合は約6%、1000ppmのI一帯液 (KI)を用いた場

合は15%である o この実験結果から求めた分配係数も、あわせて表5.6に示した。

純水の場合は約180である。この帯出実験結果から、土壌に扱着した 13 1 1は、脱離

されがたいことが分かる。しかし、一且土壌に股着したヨウ棄も植物の根の生理作

用などにより脱離され、吸着されやすくなる 26，27)という報告がある o そのため、
田面水により水田土壌表層に供給された 1291は、土壌に保持され、その後、根の生

理作用などにより脱離し、一部は水稲に現収され、残りは権車水と共に下方へ移動

することも考えられる。いずれにしても、木田土壌中の安定ヨウ素糧度は、畑土壌
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図 5.6 131]の土壌探度分布

費 5.6 土壌から水槽液への 1311の漕出寧および分配係数

No.糟糠の種類 漕出車 分配係数

〈耳〉 (Kd) 

純木 上澄み班 5.7 183 
2 純水 温 液 5.7 185 

3 103押田 (I・〉 上置み鞭 15.5 68 
4 103押岨 (Iウ 櫨 被 15.3 69 

牢:数値はすべて2連の平均値
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中のそれよりも低い 2l) ため、-!i土壌に扱着したヨウ棄がどのように溶出してゆ

くのかを究明する必要がある。

高域ら'】は木田土壌の安定ヨウ棄を用いて純水による抽出実験を行い、土壌中の

水溶性ヨウ棄を定量している。彼らの結果から分配係数を求めると、数百~干の範

囲となり、本研究で得られた値よりも数倍大きい。この違いについては、前述した

ように土壌の種類によるほか、安定ヨウ棄と新たに添加した 1l 1 1との挙動の違いや

抽出実験条件等の違いなどが考えられる。今後の検討課題の lつである o

(2) 水稲への移行

水稲の各部位への 1311の移行を表5.7に、また、サンプリングを行った各部位を

図5.7に示した。表には、湿重量19当たりの 13 1 1揖度を記載した。 11 1 1の添加時期

や吸収期聞が異なるので、すべて、各実験におけるN葉身(止め葉:最上部に位置

し、閣のつけねの葉身〉の糧度を 1.0とした場合の相対値で示した。表から、実験

表 5.7 水稲のN葉身に対する各器官の 13I 1糧度比

器官名 s -1 S-2 S-3 S-4 

N 葉身 1.0 1.0 1.0 1.0 
(N-l) " 2.3 1.9 2.4 0.43 
(N-2) " 1.3 1.4 5.3 

N 葉鞘 0.47 0.73 1.2 
(N-I) " 0.87 1.4 2.4 
(N-2) " 0.76 2.4 4.5 

枝梗 1.2 0.70 0.88 0.52 

モ ‘、、、 0.019 0.022 0.008 

玄米 0.024 0.005 0.003 0.001 

モミガラ 0.14 0.074 0.10 0.028 
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{S -4 }の結果を除き、 N葉身よりも N-l葉身(止め葉より iつ下の葉身〕の方

が、 1311がより多く移行していることが分かる。また、葉鞘についても、 131n農度
は下位になる程高い傾向がある。 ZnやPなどは、活動が盛んな部位へ移動28，29)し

てゆくが、 13 1 Jではそれが観察されていなb、。これは、 Znや Pが植物の生命活動に

必須の元素であるために活動の盛んな部位へ積極的に取り込まれるのに対し、ヨウ

棄は必須元素ではないのでその挙動が異なり、水稲内で再転流しがたいのではない

かと思われる。また、枝梗(穂軸も含む)の IIIn農度はN葉身と同程度ないしはそ
の半分であるが、モミガラの 131n農度は、枝梗よりも約 l桁低い。これは、枝梗か
らモミへのヨウ棄の移行過程において何らかの選択または、モミガラから大気中へ

の蒸散を示唆するものと思われる。玄米と N葉身との 1311濃度比は、 1311の投与時

期が若い程高い傾向を示すが、その値は実験 {S-1 }を除いてあまり差がなく約

10-3のオーダーである。結田 26) は、白米と茎葉部との比が約 3x10-ーと報告して

いる。その報告の中で、玄米/白米比が約3であることを考慮すると、本実験で得

られた玄米/N葉身の10-3という値は、結聞の結果とほぼ同じである。投与時期が

若い程高いのは、後述するように、開花期直後に水分・養分が根から玄米へ移行す

るに伴い 13 I 1も移行するためと考えられる。

表5.8には、それぞれの実験で得られた玄米とモミガラとの 1311の分配比を示し

た。これは、モミ 100粒当たりの、玄米中の I3 I 1濃度を1.0とした場合の、モミガ

ラ中の 1311の相対種度である。収穫期に近づくにつれて、モミガラへの分配が次第

に多くなる傾向にある。この点については、玄米の成長に関して、初期は根から養

表 5.8 玄米に対するモミガラの 1311濃度 000粒当たり〕

S-1 S-2 S-3 S-4 

玄米 1.0 1.0 1.0 1.0 

モミガラ 1.3土0.23 3 .4 :t: 0 .73 7 .9土1.8 4.8:t:1.9 
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分が水と共に供給され、その後、次第に葉から、そして、モミ自身により養分が供

給されるためと考えられる。すなわち、根から養分や水分と共に供給される 1J 1 1は、

玄米が葉から、またはモミ自身により養分を供給する段階になると、玄米の方へは

あまり移行せず、水分と共にモミガラの方に多く移行してゆくと思われる。

結田 26) は、糊熟期後期(出穂開花期より23日)に添加した場合でも、白米中に

かなりの 12~ 1が移行しており、この時期でも経根吸収の寄与が少なくないことを報

告している。本研究においても、出穂開花期より約30日後〈黄熟期に相当〕でも、

玄米中に 1311が移行していることが確認された。

本実験において、土壌中の 1311温度を求めたのは実験 {S-4} だけである。前

述したように、図面水に添加した 13 1 1は、土壌の鉛直分布において、土壌表層 (0-

1 cm)に多く、下層では少ないという不均一分布をしているロまた、短期間の現収

実験であるため、米への移行量を定量的に求めることは離しい。しかし、土壌中の

1 3 1 1濃度として、その平均聾度を用い、さらに、 Nuramatsuら1引が提案した移行率

(AR: Activity Ratio) [本研究の場合、 6日聞の吸収実験における玄米中の 1311

揖度と土壌中の 13 1 1平均揖度との比]を用いれば、

AR 4 ~ 5 x 10-. 

程度である。水田土壌と白米中の安定ヨウ素の横度測定から求められた、フィール

ドにおけるヨウ棄の白米への移行係数 (TF) 9，30)は、

TF 1 ~ 2 X 10-3 

であるo本研究で得られたAR値は、出穂開花期の約30日後から6日閣の吸収実験で

ある。 131]の米への移行が出穂開花期以後に行われると仮定し、さらに土壌から米

への移行速度 C1日あたりの移行量〉がほぼ一定であると仮定すれば、出穂開花期

から収種期までの36日閣のAR値は、

AR 4"'" 5 x 10-. x (36/6) 

ー2.4.....3 X 10-3 
となり、上述のTF値と比較的似た値を示す。

5. 4. 4. 結語

水稲への
129
1の経根底収による移行を考えた場合、非耕作期間中に木田土壌に蓄

積された
129
1が移行する場合と、生育期間中に、大気、降水、さらに権概水等に含

まれる
129
1が田面水に混入し、それが水稲に移行する場合とが考えられる。本研究
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は、後者の問題に関して、ポット実験により基礎的な検討を行ったものである。

結田 6，23) は、権証期に田面水中に流入した 1291は、あまり土壌に吸着されず、

権甑水と共に浸透してゆき、その一部は水稲にも吸収されるが、大半は根圏外へ流

亡すると予想している o しかし、本実験で示したように、予想外に表層土壌に暖着

されることから、潅甑期に田面水から流入した 1291の水稲への経根E買収量を予剖す

るためには、土壌中での不均一分布を考慮する必要があろう。さらに、生育後期に

添加しでも、かなりの 1J 1 1が玄米中に移行したことから、野外での栽培条件下で長

期閣の栽培実験を行い、回面水から流入した 1291の米への移行係教を得る必要があ

る。
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6. 1. 実験目的

乾性沈着による米への 1291の移行に関して、被曝組量評価に必要なデータとして、

次の4つを第2章2節で指摘した o

①:転流の有無

②:沈着速度

③:生物学的半棋期

④:モミ、玄米、白米閣の分配比 〔モミ→玄米・白米への移行比〕

①の転流の有無では、モミ以外の部位に沈着したヨウ棄が、米へ移行するかどう

かを検討する必要がある。②の沈着速度に関しては、モミへの沈着速度だけではな

しもし、①の転流実験の結果、モミ以外の部位からヨウ素の転流があるとするな

らば、その部位への沈着速度も求める必要がある o さらに、前述したように、水稲

の生育期聞が長〈、いくつかの異なった生育段階を得るため、生育段階ごとの沈着

速度の違いも、検討する必要がある o

@の生物学的半誠期については、 1291の物理学的半滅期が非常に長いため、この

生物学的半諌期が評価上、重要なパラメータの lつIIとなる。

@の分配比については、モミ中のヨウ素濃度を求めるだけでは不充分であり、実

際の可食部である玄米や由来中のヨウ素濃度を求めることにより、現実的な評価が

可能となる。

本章では、これまで求められていない上記パラメータを実験的に求め、さらに、

樽られたパラメータを用いて、大気から米へのヨウ素の移行量を計算した。大気か

ら農作物への直接沈着は、乾性詑着と湿性沈着2)に分けられるが、被曝線量評価上、

前者がより重要である。したがって、この乾性沈着に着目して、ガス状ヨウ素(I2)

について、水稲・米への移行を検討するo

6. 2. 実験方法
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水稲は、放医研・東海圃場にあるビニールハウス内(写真 6.1)でポット (5千

分の lアールワグネル・ポット〉栽培を行い、ある生育段階の水稲に安定ヨウ棄を

曝射した。曝射は、放医研那周湊支所にあるヨウ素曝射チェンパー(写真 6.2)で

行った。曝射後、水稲を再びピ‘ニールハウスへ運び収覆まで栽培を続け、曝射後か

ら収種時まで、定期的に試料を採取した。すなわち、モミ、葉身および葉鞘の各部

位を 0.5~1.0 gサンプリングし、秤量後ビ‘ニール袋に入れ密封した。モミは、糊熟

期以後モミガラと玄米に分けた。この作.業は、モミすり器では、モミガラに沈着し

たヨウ棄が玄米へ付着することが予想きれるため、ピンセットを用いてモミ l粒づ

つをモミガラと玄米に分離した。さらに、収穫期には精由来もサンプリングした。

これらの試料は、武蔵工業大学原子力研究所において放射化分析を行い、そのヨウ

棄謹度を測定した。

放医研の東海圃場では、 3つ設置してあるヒニールハウスのうち、 2つを用いて、

この沈着実験を行った。すなわち、 lつは、安定ヨウ棄を曝射するまでの水稲の栽

培に、もう lつは、曝射後の水稲を収穫期まで栽培するために用いた。本実験では、

このように田植えから収穫まで、雨が全くかからないようにして実験を行った。

水稲は、大気中に穂がでるとすぐに開花するロ穂は、上部から大気中に出てくる

ので、出穂期では、大気中に穂が全部露出しているものもあれば、半分しか露出し

ていないものもあり、データがパラつく原因となる。したがって、さまざまな色の

糸をマーカーとして穂が大気中に露出する日を克明に記録するという方法を用いて、

パラつきをおさえるようにした。また、種のサンプリングについても、上部と下部

の2つに分けて行った。

図6.1に、安定ヨウ棄の曝射に使用したヨウ棄曝射チェンパーの視念図 3パ〉を示

す。チェンパーは、ステンレス製の密閉容器であり、いろいろな気象・生育条件を

設定できるようになっている。例えば、光は天井の上部に設置した陽光ランプによ

り、供給され、温度・湿度や日照時聞がコントローJレできる。また、左および右側

の壁面に設けられた穴は、チェンパー内の空気が床の下部を循環通過して、ヨウ棄

が均一に保たれるように設計されている。このチェンパーの中に、圃場のビニール

ハウス内でポット栽培した水稲を運び込み、安定ヨウ棄を曝射した。水稲のポット

表面は、アルミホイ Jレ等でカバーをして、土壌表面への安定ヨウ棄の移行を防いだ。

また、後で述べる転流の実験に関しては、 l部の穂にピ‘ニールカバーをかけて安定

ヨウ棄の曝射を行った。
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写真 6.1 放医研・東海圃場

写真 6.2 ヨウ素曝射チェンパー
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ヨウ棄の結晶

ヨウ葉曝露室

ファンルーム

ヨウ棄チェンパーの模式図

ー:・・'Bv-.
，

図 6.1
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ヨウ棄の化学形による沈着速度の遣い表 6.1

cm • 5-1 

cm ・5-1
10-1 

10-3 
1.5 x 

1.7 x CH31 : 

[ホウレンソウ]
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ヨウ棄1:1、その化学形により、沈着速度が異なる。中村と大桃3J4)は、前述した

ヨウ素曝射チェンパーを使って、ホウレンソウへの12とCH31の沈着速度を求めてい

る。その結果、表6.1に示すように、 12はCH31よりも 2ケタ高い沈着速度が得られ

ている。最近、チェルノプイリ原子炉事故により放出された放射性ヨウ棄の大気中

における化学形について、ガス状ヨウ棄の割合が大きいこと 5-a)、さらに、ガス状

ヨウ棄の中でも、有機ヨウ棄の存在比が大きいこと.， 1叫が報告されている。しか

し、沈着速度の違いを考慮すると、大気から農作物へのガス状ヨウ棄の移行という

観点からは、 12が最も重要であると考えられる。したがって、本実験においては、

すべて 1 2の化学形の安定ヨウ素を用いて沈着実験を行った。曝射時聞は、 2~4 時

間、風速は 0.2m ・S-I、安定ヨウ素謹度は 1~ 2 x 10一切gl・cm-3である。その他

の実験条件を含めて表6.2に示す。

6. 3. 実験結果および考察

6.3. トチェンパー内ヨウ棄謹度の計算方法

チェンパー内のヨウ素揖度は、以下の仮定を用いて計算3，j)により求めた。

①昇華したヨウ棄のチェンパー内壁への沈着は、一次反応で表せる。

@昇華したヨウ棄は短時間のうちにチェンパー内で均一分布する o

表 6.2 ヨウ素チェンパーにおける
1 2曝射実験条件

晦射時間 :2......4時間

照 度:1 5 0 0 0ルックス(光糠下15 c m) 
温度:28~20C 

湿度:6 0土20%
風速 o. 2 m .5-1 
1 z 糧度 1~2xIO-Zμ s1 1・cm-S

-118-



@-s.チェンパー内壁に沈着したヨウ棄の脱着速度は、沈着速度に比して極め
て小さい。

この時、チェンパー内雰囲気中のヨウ棄糧度 (Ca)は次式で表わされる。

dCa(t) ， •• UT  '¥ r'"J.'¥ ， E(t) 
一一一一 = 一一一 ( Uw' S曹+Ps.Ws)・Ca(t)+ V一(6-1)dt V 

ここで、 V:チェンパーの有効体積 (cm)

Uw :チェンパー内壁への沈着速度 (cm.s-1) 

Sw:チェンパー内壁の有効表面積 (cmZ)

Ps:作物への沈着率 (cm3• g-1 • S-I) 

Ws:チェンパーに入れる作物の総重量 (g)

E (t) :ヨウ棄の単位時間当たりの昇華量 (g・S-I)

チェンパー内に入れる作物の量をできる隈り少なくすると、

P S • Ws ( UW. S曹

とみなせるので、 (6-1)式は、

dCa(t) 

dt 

のように変形できる。

U曹・ S曹

V 
• Ca(t) + 

E(t) 

V 
(6-2) 

さらに、チェンパー内の温度を一定に維持しておくと、単位時間当たりのヨウ棄

昇華量は一定となるので、上式のE(t)は定数 (Ei)で表すことができる。したがっ

て、 (6-1)式は、

dCa(t) 

dt 

U曹・ s曹
• Ca(t) + 

Ei 

V 

となる。ここで、

(U曹・ S¥1I')/ V a 

とおいて、 (6-3)式を解くと、 (6-5)式が得られる。

ω 〉田」ι・[1 -exP (-a・t)] 
a • v 
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チェンパー内壁と同質の金属片に対する沈着速度を求めておくと、 (6-4)式の σ

の値が決まるので、時間(t)におけるチェンパー内のヨウ素樺度を計算することが

できる。

6.3.2.水稲へのヨウ棄の移行

( 1) .転流について

転流は、次のように 2つのケースが考えられる o

① 出穂期以前、すなわち、穂が大気中に露出する以前に地上部に沈着したヨ

ウ棄が米へ転流するケース

② 出穂期以後に、稿以外の部位に沈着したヨウ素が米へ転流するケース

①の出穂期以前に沈着したヨウ棄が転流するかどうかを確かめるため、 5つの生

育段階別に、すなわち、出穂期前の3段階、出穂期以後の 2段階の水稲にヨウ棄を

曝射した。

②の出穂期以後の転流に関しては、前述したように、一部の穂にビニールカバー

をしてヨウ棄を曝射する実験、さらに、出穂期にヨウ素を曝射し、開花田を記録し

ておくという実験を行った。

これらの実験は、すべて収穫期まで栽培を続け、収穫時におけるモミ中のヨウ素

揖度(一部玄米のデータも含む〉を比較検討した。表6.3は、出穂期以前に水稲に

沈着したヨウ棄の転流を検討したものである。 5つの生育段階のうち、最初の3つ、

活着期、分げつ期、穂パラミ期は、まだ穂が大気中に露出していない生育段階であ

るo この時期にヨウ棄を曝射しても、収種時のモミ中の温度は、検出限界以下であっ

た。出穂期および黄熟期は、穂がすでに大気中に露出しているので、当然、この時

期に曝射した水稲に関しては、収穫時のモミにヨウ素が検出されている。

出穂期に曝射した場合、モミ中のヨウ素聾度にノ〈ラつきがみられ、平均値も黄熟

期の値よりも小さくなっている o この原因は、開花日を記録しなかったため、収種

時にサンプリングしたモミの中で、曝射時に一部しか大気中に露出していないもの

も含まれているためである。この実験以降、出穂期の曝射において、前述したよう

に開花日を記録するようにした。

表6.4は、出穂期以後の転流に関する実験結果を示したものである。出穂期のほ

ぼ終わり噴、その一部の穂をヒ'ニールカバーをして、他の穂はそのままの状態でヨ

ウ棄を曝射し、収穫時の100粒当たりのモミおよび玄米のヨウ素含量11) をカバー
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収暫時のモミ中のヨウ素構度における

曝射時期(生育段階〉の違い

表 6.3

〈μgJ• g-I) 収穫時におけるモミのヨウ棄轟度

黄熟期出種期穂パラミ期分げつ期活着期No. 

-

・

守

L

司
a
F

ゐ
U

T

R

J

£
u

守

'
e
o
白
J

29.7土 0.7

3.5.0士0.9

27.9土 0.6

2札O土 0.7

29.0土 0.7

31.3士0.8

20.2土 0.6

24.4土 0.6

26.6土 0.6

11.0土 0.3

12.0土 0.5

与.0土0.4

7.0土 0.6

8.1土 0.4

10.4士0.7

1.8土 0.3

7.9士0.5

2.2士 0.5
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27.6 

表 6.4

7.2 

ヨウ棄の茎葉部からモミへの転流の検討

< 1 < 1 < 1 平均値

[μgl・(100位)-1] 

主主

収穫時のヨウ素聾度[含量]

モミ

オープンカバーオープンカバー

3.4土 0.4(< 1.0) 0.1士0.276土 3.0((3.0) 0.7土 0.8

((1.2) 0.07土 0.268土 2.1((3.4) 

((2.7) 

0.5士1.0

0.9土 0.9
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したものとオープンのものとを比較した。モミの場合、カバーしたものは、すべて

検出限界以下であるが、オープンのものは、高糧度のヨウ素が検出されている。ま

た、玄米についても、サンプル数は少ないがカバーしたものは、検出限界以下であ

るが、オープンのものは、有意なヨウ素が検出されている o

しかし、ビニールで穂をカバーすると、モミ表面からの水分の蒸散をおさえるた

め、自黙の生育条件下での実験とは異なる恐れがある。したがって、ビニールカバ

ーをしないで、転流の問題を確認するため、出穂期に曝射 (8月19日〉し、それそ'

れの穂の開花田、すなわち、穂が大気中に露出してきた日を記録するとともに、穂

の上下に分けてサンプリングを行った。その結果を表6.5に示す。

表6.5から、 8月18日以前、すなわち、曝射時点で大気中にすでに穂が露出して

いるものは、すべてのサンプルについて、高撞度のヨウ素が検出されていることが

わかる o 曝射当日 (8月19日〉に開花したモミについては、パラつきがあり、一部

ヨウ棄が検出されていないものもある。このサンアールは穂の下部であり、曝射時に

は露出していなかったものと思われる。 8月20日以降に開花したものについては、

l サンプルを除き、すべて検出限界以下である。 8 月 20~21 日の開花日で、 9.2J1gl

が検出されているサンプルについては、穂の上部であり、 8月19日の曝射時に、ほ

んの一部露出していたものと思われる o

以上の実験結果から、出穂期以前および以後、ともに、ガス状ヨウ素 (12) のモ

ミ以外の部位からの転流はほとんどないという結論が得られた。

(2) 沈着速度について

表6.6に、ガス状ヨウ素 (12) の水稲各部位への沈着速度を示す。これらは、す

べて g当たりで表示した、いわゆる NormalizedDiposition Velocity (Vd)であ

る。すべて、湿重量での値である。葉身では 1~ 4 X 10-1でそれほど変動がないが、

葉鞘では3X 10-2~ 2 X 10-1 モミでは7x lO-2~I.O (cm 3 • g_l・S-I)で、 10倍

ないしそれ以上の変動があることが分かるo

( 1 )の転流に関する実験結果から、ほとんど転流はないという結果が得られい

るので、被曝線量の評価上、モミへの沈着が特に重要になる。モミの沈着速度、単

位重量当たりの沈着速度は、それぞれの生育段階により異なり、 10倍以上の変動が

ある。これは、生育段階により、モミの重量変化が大きい 12) ためであると思われ

る。したがって、もみの全生育期間について、モミガラの大きさが出穂期以後、そ

れほど変化しないことに着目して、粒当たりの沈着速度13) を求めた。
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表 6.5 曝射時期と開花田との関係 〈出穂開花期に曙射〉

収穫時のモミのヨウ素檀度[含量] [Jl g]・000粒)-1] 

開花日

8/18以前 8/19 8/20-21 8122-23 

↑4日.3:i:4.3 ↑8.5士1.3 ↑ ND ↑ND 

↓26.5土3.1 ↓38.4土0.3 ↓ ND ↓ ND 

↑35.8土3.2 ↑ 19.1土2.8 t 9.2土1.2 t ND 
↓ 16.8士3.0 ↓8.4士1.7 ↓ ND ~ND 

↑8. 7:i:3. 7 ↑8.5:i: 1.3 ↑ND t ND 
↓ 14.3:i:1.6 ~ ND ↓ ND ↓ ND 

↑:穂の上部のモミ

1/下部 H 

表 6.6 水輔の各部位の沈着速度

葉身 1.......4xlO-1 

葉鞘(カン) : 3 x 1 0 -2 - 2 x 1 0-1 

モ 、、、 : 7 x 1 0 -a ，... 1 x 1 0・

(Vd cm3・g-I・S-I) [g当たり]

-123-



表 6.7 モミの枕着速度

出租期 乳熟期 糊熟期

[重量 cmJ • g-I・S-I 1.0:t0.06 O. 07 :t 0.02 O. 1 :t 0.03 

[粒 cm'・000位)-1・S-I 0.6土0.1 0.2士0.05 0.4土0.07

表6.7は、 3つの生育段階におけるモミへの沈着速度について、単位重量当たり

および粒当たり(ここでは、 100粒当たり〉の2つについてまとめたものである。

単位重量当たりで求めた沈着速度は、表6.6で示したように、 0.07-1.0までの範

囲であるが、 100粒当たりで求めた場合は、 0.2-0.6の範囲となる。

これらの結果を要約すると、もみでは、出穂期以後の全生育期間を通じて、重量

当たりの沈着速度は、 lケタ以上の変動幅があるが、粒当たりでは、その3分の l

以内、約3倍程度の変動幅となる。これは、師述したように、もみの重量変化は大

きいけれども、その表面積は、出種期に大気中に露出してから収穫まで、ほとんど

変化しないためと思われる。したがって、沈着速度に関して、もみへのガス状ヨウ

棄(I2)の沈着速度lilOO粒当たりの表示で、全生育期聞を通じて、

2-6 xlO-1 cm 3 • 000粒Y1-s-1

であるという結果が得られた。

(3) 生物学的半棋期について

図6.2は、モミおよび葉身のヨウ素温度の時間的変化を示したもの10 である。

グラフのたて軸は曝射直後のヨウ素濃度を1.0とした場合の相対揖度を、横軸は曝

射直後からの経過日教を示す。この実験では、 G-IとG-sの2つの生育段階 (G

-1は出穂期、 G-sは乳熟期〉で曝射を行った。

図 6.2-1は、葉身のデータである。葉身では、 G-1 とG-sの2つの生育段階

での差はなく、どちらも、破線で示した崩壊定数が0.05、すなわち生物学的半成期

が14日の糠賓曲掠と良〈一致している。それに対して、図 6.2-2および図6.2-3の

グラフに示したモミは、破線で示した半減期が14日の蹟衰曲棋には、一致せず、実

観で描かれた曲植にどちらも良く一致している。この実線は、崩壊定数がOの曲線
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である，この璽酷から、生物学的半棋期について、 JJ身では、約14日、モミでは、

離恒夫、すなわち、崩壊定量生がOという結果が得られた。しかし、この実験ではモ

ミの重量霊化的補正を行っているが、この補正値は、直接、実験で得られたもので

はをし文献値を引用 11) したものである。すなわち、得られた結果、崩壊定数が

白という結果l立、間控的にf専られたものである。

司王主的生物事的半融期を直接的に持るため、 (2)の沈着速度で述べたように、

車当たりのヨウ葉音量を求めて検討した。その結果を図6.3および図6.4に示す。

園ι3Iま、回目.2のダラアと問横、安定ヨウ棄を曝射してからのモミのヨウ素含量

の量目変化を示Lたものであるロ横軸は、同じように曝射直後からの経過日数を、

たて軸 l;t~ 100監当たりの毛ミのヨウ棄謹度を示すe この結果から、モミに沈着し

たヨ守棄I~、誌とんど樺挫しないことがわかる。この実験は、糊熟期のモミに曝射

し、や苧長期間、韓培を酷lすた結架であり、旭の、もっと若い生育段階について検
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討した結果を国6.4に示す。図6.4は、出祖期、乳熟期および糊熟期のモミにヨウ

棄を曝射して、曝射直後および収穫時のモミのヨウ素含量を調べた結果である。個

々の実験において、曝射時間およびチェンパー内のヨウ素濃度が少し異なるので、

相互に比較ができるように、図6.4のたて軸は100粒当たりの沈着速度で表示した。

また、収穫日が、すべて同じであるから、ここのデータが重なるため、それぞれの

グラアを lケ夕ずつずらして表示した。すなわち、すべて1.0-0.1のオーダーで表

示されている。図6.4において、出穂期の実験では、収種時において、ヨウ素量が、

やや棋少しているように思われるが、乳剤期および糊熟期については、全く棋少し

ていないことがわかる。

これらの実験結果から、モミに枕着したガス状ヨウ棄(J2)は、モミからほとん

ど脱離しないことがわかる。モミに沈着したガス状ヨウ素(I2)の生物学的半醸期

は、先ほど、間接的な結果から推測したものと同様、無限大である、すなわち、モ

ミからのヨウ棄の甑少は、評価上Oであると考えられる。

(4) 分配比一移行比ーについて

これまでの結果から、モミ、玄米および由来のヨウ素含量の比 (100粒当たり〉

を衰6.8に示す。モミのヨウ棄量を100とすると、宝米は、 3-7、白米は 1-3

である。玄米と由来聞の分配比は、玄米を100とすると白米は40-50という値が得

られている。

衰 6.8 ヨウ棄のモミ、玄米および白米の分配比
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6. 4.計算モデルについて

これまで、米による l29 1の(内部〉被曝線量の計算に必要なデータについて、種

々の曝射実験およびその結果について、述べてきた。本項では、これまでに得られ

たデータを用いて、 lつの例として、大気から米へ移行したガス状ヨウ棄が米の中

の全ヨウ素濃度のどの程度を占めるのかを求めた o

空気中のヨウ素糧度、ガス状ヨウ素揖度をc，、出穂期から収種期まで、すなわ
ち、穂が大気中にさらされている時間をT、モミへの沈着速度を Vs000粒当たり)

、白米~の移行比、すなわち、モミ左白米のヨウ素の分配比を Dr、そして100粒当

たりの表示を g教に変換するための重量比を Wt とすると、ヨウ素の大気から白米

への移行係数 TFp は、 (6-6)式で表わされる。

TFp D， X Vs X T (6-6)式

また、白米100粒当たりのヨウ素含量、 [ 1 p] .は、 (6-7)式で示されるように、

移行係数 TFp に大気中ヨウ素糧度c.をかけたものになる。

[ 1 p] • TF p X C 1 (6-7)式

そして、これを g当たりに換算するには、重量比 Wp で割れば求まる o

[lp] I! [lp]. / Wp (6-8)式

本報告に用いた計算の条件を表6.9に示す。空気中のガス状ヨウ素糧度 15)は、

2 X 10-8μg・cm-l、時間(T)は、 4X 106秒 (45日間〉、枕着速度(Vs)は、 O.5cm3 • 

000粒)-1・S-I、移行比(D，)は、 0.03および重量比(Wp)は、 2.0g・ClOO粒)-1であ

る。

これらの値を、 (6-6)~(6-8)式に代入して計算すると、白米中の大気から米に移

行したヨウ素は、 0.6μg. kg-1となる。

高域ら 16】は、全国各地の白米中のヨウ素温度を報告しており、その平均値は、

約3μg・kg-.である。この値を用いると、本研究により得られた0.6μg• kg-1とい
う値は、総ヨウ素量の約20%となる o ただし、これは、次のような値定があり、か

なり高い評価であると思われる o その仮定の lつは、大気中のガス状ヨウ素揖度で

ある。ここでは、 Whitehead15lの値の中でも大きい値を用b¥さらに、すべてが12 

の化学形とみなしている。また、雨による洗じようは、全く考慮しておらず、モミ
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表 6.9 計算条件

C1 空気中ヨウ棄揖度 :2 x 1 0-8μg・cm-
3

T:時間[出穂期→収穫期 4xlOB sec 
Vs:沈着速度 0.5cm3・000粒)-1・S-1

D，移行比(もみ→由来) 0.03 
Wp 由来重量比 2.0g ・000粒〉ー 1

C20ngom-3 

C 4 5日〉

[D.C.Whi tehead]) 

から白米への移行比も、我々のデータの中で最も大きい値を用いている。

これまで、モミの沈着速度について、粒当たり、すなわち、 100粒当たりの沈着

速度を求めてきたが、被曝評価で用いられる沈着速度CVg)、 [単位は cm・clJ へ

の換算を試みた。モミ 100粒当たりの沈着速度は、 0.5cm3・000位)-1・s一人モミ

の収量は、 O.58kg0 m-Z、そしてモミの重量は、 1粒当たり0.026gとすると、枕着

速度 (Vg)は、約 1X 1O-2cm 0 S-Iになる。

6. 5.結語および今後の課題

これまで、いくつかの研究成果を報告してきたが、最後に、問題点並びに今後の

研究計画について述べる。

まず最初に、曝射時のチェンパー内のヨウ素撞度は環境レベルに比べて、かなり

高くなっており、環境レベルのヨウ素揖度に対しても、これまでに得ちれたのと同

じような沈着速度が得られるかどうかという問題、すなわち、沈着速度の濃度依存

性があるかどうかという問題がある。今後、 RIをトレ←サーとした環境レベルでの

実験を行う必要がある。

次に、放射化分析の検出限界をさらに下げるという点である。前述したように、

転流の有無は主としてモミで検討しており、玄米や由来ではサンプJレ教が少ない;

ところが、モミに沈着したヨウ棄の白米への移行が非常に少なく、約3%以下とい

う結果が得られている。この点を考慮すると、モミに転流したヨウ棄のすべてが白

米に存在すると仮定すると、この転流の寄与は相対的に大きくなると考えられるた

め、さらに検討する必要がある。その際、十分なデータを得るためには、1&射化分

-130-



析の検出限界を下げる必要がある。最後に、化学形の問題であるが、我々は、最初

に述べたように、これまで報告されている沈着速度から、 lzの化学形が最も重要で

あると考え、 12を用いて実験を行ってきた。しかし、有機ヨウ棄の存在割合が以外

に大きいという報告~ I 1 O}、 さらに、 1zに比べて、有機ヨウ素の場合は、転流する

可能性がある 17)という事などを考えると、有機ヨウ棄のデータも重要であると思

われる。
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費事 7 重量 来吉 三を歪王
口仁ヨ

我が国の原子力発電は、現在総発電量の約30%を占めるようになり、昭和75年度

には40%まで占めると予測されている。しかし、ウラン資源を有効に利用し、原子

力発電の供給安定性を高めるためには、原子燃料サイクルの確立が必要であり、ウ

ラン嘩縮、使用済燃料再処理および低レベル放射性廃棄物処分の分野について、事

業化の計画が具体化している。また、高レベル放射性廃棄物については、地層処分

をするという考えの下に、必要な処理・処分技術の確立に向けて、研究・開発を推

進するという方向が打ち出ぎれている。

このような原子燃料サイクル諸施設、例えば、再処理工場や放射性廃棄物処分・

貯蔵施設等の安全評価に関しては、長半減期核種 (IZ9j，99Tc， 63Ni. I~C. 239PU， 

237Np等〕が重要な対象核種となり、これら核種の環境中における挙動や生物へ

の移行にかんするパラメータが必要となる o しかしながら、我が国においては、こ

のようなパラメータの蓄積は乏しく、特に農作物への移行に関しては、ほとんどな

いのが実情である o そこで、本研究では、長半減期接種の中でも特に重要と考えら

れる 1Z 9 jを取り上げ、農作物への移行に関して検討を加えた。すなわち、第2章で

は、我が固において、最もデータの蓄積があるアオールアウト接種の 137CS および

90Srについて、環境中での分布や農作物への移行についてまとめた。また、 1J 1 1に

関しても、大気から農作物への移行、すなわち、直接沈着について、これまでの実

験結果を整理した。そして、 129(の内部被曝線量の評価モデルについて、 1311との

比較を行った。すなわち、評価モデルのパラメータに関し、 13 1 1と同じ値を用いる

ことができるものと、新たに調査・研究を行う必要があるものとを明確にし、 I2 9 1 

の被曝融量評価に関する研究の問題点を指摘した。第3章では、我が国ではほとん

どデータが得られていない、土壌から農作物への移行に関して、その計算モデルに

ついて概説し、それらのモデルの中で用いられているパラメータおよびその変動要

因について整理した。さらに、計算モデルの中で最も現実的である移行係数モデル

を取り上げ、そのキー・パラメータである移行孫散の変動幅およびその要因につい

てまとめた。第4章では、砂質土壌および耕作土壌中における 1291の挙動について、

I ーと 10 3 ーの 2 つの化学形による違いを実験的に検討した。第 5 章では、経根~収に
よる 129[の農作物への移行について、水耕実験および土耕実験を行い、農作物の種
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類や可食部の部位による移行量の違いを検討した。第 6章では、大気から農作物地

上部への移行、すなわち直接経路に関して、特に葉面への沈着量が大きいガス状ヨ

ウ素 (12) の水稲(米〉への移行について、実験的に検討を加えた。

各章の概要および成果は以下に示すとおりである。

第2章:

フォールアウト接種の中の、 137CS および90Srについて、環境中での挙動、大気

および土壌から農作物への移行について概説した。これら両核種の降下量は、日本

海側が多く、太平洋側が少ない傾向を示し、両核種の表層土壌中の分布も同様の傾

向を示す。地表面に保持された核種は、降水や潅がい水等により、徐々に深部へ移

動してb、く。農耕土壌については、水田作土中および畑作土中の置換態90Srは、そ

れぞれ約7.5年および9年で半減する o 大気から農作物への移行に関しては、フォー

ルアウト核種の 137CSと90Srの他に、物理的半減期は短いが核分裂生成率が高く、

甲状腺に蓄積されやすい 1311が重要視され、研究が行われてきた。

小麦や木稲の子実への移行に関して、 90Srは穂から直接吸収される割合が大きく、

137CSは茎葉部に吸収されたものの転流の割合が大きい。 1311については、物理的

半減期が比較的短いために、貯蔵・保存がきく米・麦子実への移行はあまり重要と

はならない。収穫から摂取までの期間が短い、葉菜類への移行が最も重要であり、

多くの研究報告がある。大気から農作物への移行量を評価する上で、葉面への 1311 

の沈着速度が重要なパラメータであるが、これは大気中ヨウ棄の化学形により大き

く異なるため、大気中におけるヨウ棄の化学形に関する調査が重要な研究課題であ

るロ土壌から農作物への移行に関しては、 137CS と刊Srの米・麦子実への長期汚染

調査資料の解析により、プオールアウトの降下量が少ない時期では、経担吸収経路

からの寄与が大きいこと、単位面積Clm2) 当たりの作土中置換開 90Srおよび 137CS

とそこから収穫された玄米中のそれらとの比〈移行比〉は 2-4x 1O-~および 2-8x

1O-~程度である等の結果が得られている。第 3 節では、 129 1 の農作物摂取による内

部被曝線量評価上の問題点について、 13 1 1と比較しながら検討した。 1311は、物理

的半減期が8日であるため、土壌への蓄積はそれほど考慮しなくても良いが、 1291 

の場合、物理的半減期が期待できないので、長期間にわたる土壌への蓄積を考慮す

る必要があり、土壌からの経根盟収を無視する訳にはいかない。さらに、 1291の場

合は、すべての農作物が評価の対象となるが、消費量が多く、栽培期間も長い木輔

が最も重要な評価対象農作物であることを指摘したo そして、評価モデルに用いら
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れている各パラメータについて、枕着速度は最も重要なパラメータの一つであるが、

葉菜類・牧草以外ではほとんど得られていないため、特に水稲の各部位への沈着速

度を求める必要があること、茎葉部に沈着したヨウ素が可食部である米に移動する

割合(転流車〉や士壌からの移行量を求める必要があること、生物学的半減期およ

び weathringによる除去係数や調理加工による除染係数も評価上の重要なパラメー

タであ号、デ←タの蓄積をはかる必要があること、等を述べた。

第3章:

第3章では、 RIの土壇から農作物への移行に関して、種々の問題を検討したo 第

2節では、 RIの土壌から農作物への移行量を予測する従来の計算モデルについて述

べた。移行係教をキー・パラメータとする移行係数モデルとその修正モデル 2つを

検討し、それらの長所や短所、さらに、各モデルを実際に適用する場合の問題、特

にパラメータに関するデータの蓄積についてまとめた。そして、我が園では独自の

データがほとんどないことから、当面最も簡単で、かつ汎用性がある移行係数モデ

ルを用いて、被曝線量評価が行えるように、移行係教を整備する必要があることを

指摘した。

第3節では、第2節において述べた、土壌から農作物へのRIの移行に関する 3つ

の計算モデルの中で、最も簡単で、現実的であると考えられる移行係数モデルのキ

ー・パラメータである移行係教の変動幅およびその要因について検討した。土壌pH、

土性、放射性槙種の化学形等、種々の環境因子の中で、土壌pHが最も大きな変動要

因の lつであること、作物種ごとに移行係教をまとめれば、その変動幅がかなり小

さくできること、さらに、実験条件を十分考慮することにより、現実的でない移行

係散を除去できること、等についてまとめた。

第4章:

ここでは、土壌中における放射性ヨウ棄の挙動、特に、その化学形の違いによる

挙動の遣いについて、検討した。はじめに、砂質土壌中での挙動をカラム法により

検討した。 1-の場合、 70-90"は木と同じ移動速度でカラム内を移動する。残りのヨ

ウ棄は、カラム流入端の土壌に暁着し、容易に脱離しない。しかし、 103-の場合は、

カラム内において、土壌と可逆的な吸着反応を繰り返しながら移動してゆく。カラ

ム内の移動速度は木の数分の lから十分の l程度であることを明らかにした。木田

および畑土壇への扱着現象はパッチ実験により検討した。 γ線照射試料や100-300

℃に加熱した土壌を用いて、暁着実験を行った結果、 1-および10
3
-とも両土壌への
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吸着に土壊徴生物はあまり関与していないこと、 Iの吸着に関しては、加熱による

乾燥状態の変化の影響を受けやすく、 150oc以上の加熱で吸着量は40%以下になる
こと、 103ーの場合は、 Iーとは吸着機構が異なり、 Iーほど加熱の影響を受けないこと、

等を明らかにした。

第5章:

この章では、経根吸収経路による農作物への移行を実験的に検討したD はじめに、

7種類の農作物への移行を木耕実験により求めた。水耕による短期間の吸収実験で

は、移行係数は求めることはできない。しかし、これらの実験から得られる移行速

度により、クリテイカルとなる農作物の選定が可能であること、そして、ホウレン

ソウ、水稲および大豆が、 129]の経根吸収経路からの被曝線量評価上特に重要な農

作物であることを明らかにした。さらに、同様の水耕実験により 1J7CSや 85Sr等の

農作物可食部への移行速度を用いて、 RIの農作物可食部への移行における作物間差

および核種間差を検討した。そして、木耕液から農作物可食部への移行の程度は、

おおよそ

65Zn > 54Mn > 137CS 60CO >日Sr > 1311 

の順であること、それぞれの核種について、その作物間差は2-3桁であること、等

を明らかにした。

土耕実験により、回面水から供給された 1291の水稲への移行について検討した。

添加量の80%以上が表層から 1crn以内にあり、湛木条件下でも田面水から供給され

た1291は表層土壌に吸着きれる可能性があることを示した。パッチ実験により求め

た分配係数は約 180であった。水稲各部位への移行に関しては、玄米/N葉(止め

葉〉の比は約10-3であり、これは生育時期によりそれほr変化しない。さらに、玄
米とモミガラとの比は、出穂開花期から収穫期まで、モミガラへの分配が次第に多

くなること、および生育後期においても、玄米への 13 1 1の移行がかなりあること、

等を明らかにした。

第6章:

本章では、ガス状ヨウ素(J2)の大気から水稲への移行に着いて検討した。特に、

モミへの枕着速度、モミの生物学的半誠期、茎葉部からモミへの転流、およびモミ、

玄米、白米聞の分配比を実験的に求めた。はじめに、モミの沈着速度は、重量当た

りで表示すると、生育期間により l桁以上異なるが、粒当たりで表示することによ

り、 3倍以内に押さえられることを明らかにした。さらに、モミに枕着したヨウ棄
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はほとんど誠少しないため、その生物学的半誠期は、評価上無限大であること、茎

葉部からのヨウ棄のモミへの転流はほとんどないこと、玄米中のヨウ素はモミのそ

れの3-7%、また、玄米と由来は100:40-50という分配比であること、等を明らかに

した。さらに、本研究で得られたデータから、野外における大気から白米へのヨウ

棄の移行量を計算すると、約 0.6μg• Kg-1となり、これは、白米中の総ヨウ素量の
約20%であることを明らかにした。

以上のように、農作物への 1291の移行に関して、これまでの種々の研究成果を整

理するとともに、実験的に多くの知見を得た。今後、経根吸収に関しては、土耕法

により種々の農作物(特に、水輔、ホウレンソウおよび担菓類〉の移行係数を整備

する必要があり、大気からの直接経路に関しても、大気中のヨウ素の化学形の主要

なものの lつである有機ヨウ棄について、同様のパラメータを得る必要がある。
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放射線(能〉に関する単位 [新・旧]

新 L い単位

放射能

Bq (ベクレJレ)

放射性核種の崩犠散が1秒につき 1個であると
きの放射能がlBq

lBq・27.0XI0-'ZCi
-27.0 pCi (ピヨキュリー}

従来からの単位

Ci (キュリー)

1秒当たり 3.7XI0坤個の原子篠崩寝数

1 Ci.・3.7XIO'DBQ
-37 GBQ (ギガペクレル)

1μCi・37kBq (キロベクレル}

キュリー [Ci: curie] 放射能の単位の lつで、 lキュリーは

毎秒 3.7xl01D 個の原子按の壊変に相当する放射能。
1 Ci = 3.7xl01D dps 3.7xl01o Bq =37 GBq 

また、その放射能に相当する放射性接種の量を表すのにも

用いられる。
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